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命 令 書

平成18年(不再)第19号

再 審 査 申 立 人 東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社（以下「会社 ）」

平成18年(不再)第21号

再 審 査 被 申 立 人

平成18年(不再)第21号

再 審 査 申 立 人 ジェイアール東海労働組合（以下「組合 ）」

平成18年(不再)第19号

再 審 査 被 申 立 人

平成18年(不再)第21号

再 審 査 申 立 人 ジェイアール東海労働組合新幹線関西地方本部

平成18年(不再)第19号 大阪第二運輸所分会（以下「分会 ）」

再 審 査 被 申 立 人

主 文

Ⅰ 本件初審命令主文第２項を次のとおり変更する。

東海旅客鉄道株式会社は、ジェイアール東海労働組合及びジェイアール東

海労働組合新幹線関西地方本部大阪第二運輸所分会に対し、下記の文書を速

やかに手交しなければならない。
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記

年 月 日

ジェイアール東海労働組合

中央執行委員長 Ｘ 2 7 殿

ジェイアール東海労働組合新幹線関西地方本部

大阪第二運輸所分会

分 会 長 Ｘ 2 2 殿

東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社

印代表取締役 Ｙ 1 ○

①当社が貴組合の組合員であるＸ3氏に対して、平成１４年９月６日付け

をもって訓告に付したこと、②当社の新幹線鉄道事業本部関西支社大阪第二

運輸所が、平成１４年５月２９日から同１５年３月３１日のまでの間に、ジ

ェイアール東海労働組合新幹線関西地方本部大阪第二運輸所分会の組合掲示

板から、掲出中の下記４７点の掲示物を撤去したことは、中央労働委員会に

おいて、労働組合法第７条第３号に該当する不当労働行為であると認定され

ました。

今後このような行為を繰り返さないよういたします。

記

１ 平成１４年５月２９日撤去の見出し「Ｗ杯観客輸送の安全確保を！」の

掲示物

２ 同年６月６日撤去の見出し「 シナリオ裁判」不当判決を許さず闘お「

う！」の掲示物

３ 同月１７日撤去の見出し「 出向」という名の転勤」だと??? 協約「「
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違反を許さないぞ!!」の掲示物

４ 同月２１日撤去の見出し「不当な判決に対して断固たたかう！ ６月１８日

に控訴する！」の掲示物

５ 同年７月４日撤去の見出し「やっぱり、誤認だった!!」の掲示物

６ 同月８日撤去の見出し「２２００万円損害賠償請求事件「ノート裁判」

を提訴！」の掲示物

７ 同月９日撤去の見出し「ユニオン組織情報 No243号に対する見解」の掲

示物

８ 同月１１日撤去の見出し「何が盗写だ！ 労働組合として当然のこと

だ！」の掲示物

９ 同月１５日撤去の見出し「大阪地方裁判所に「ノート裁判」を提訴!!」

の掲示物

10 同月１６日撤去の見出し「ユニオン役員に改めて問う！」の掲示物

11 同月１７日撤去の見出し「ユニオン役員よ、問題を捩じ曲げるな!!」の

掲示物

12 同日撤去の見出し「Ｙ2前所長・Ｙ3副所長登場!!」の掲示物

13 同月１８日撤去の見出し「再三、裁判官よりうながされる会社！ 今度

こそ組合事務所の便宜供与を拒否する理由が見つからない会社！」の掲示

物

14 同月１９日撤去の見出し「知識の確認、技能の確認は公平・公正に行

え！」の掲示物

15 同月２９日撤去の見出し「ユニオン組織情報Ｎｏ・243号に対する見解」の掲

示物

16 同年８月１２日撤去の見出し「バカヤロー発言はあった いったい誰の

声だ？」の掲示物

17 同月１９日撤去の見出し「こんなにあるＪＲ東海会社の不法行為」及び

「拾ったノートを使って組合つぶし」の掲示物

18 同年９月１８日撤去の見出し「地労委闘争に対する「報復＝訓告処分」
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に断固抗議する！」の掲示物

19 同年１０月１８日撤去の見出し「人の懐の心配をする暇があるなら真面

目に組合活動をやれ!!」の掲示物

「 」20 同年１１月８日撤去の見出し 勤務時間外の呼び出しは業務指示である

の掲示物

21 同月１３日撤去の見出し「東二運分会Ｘ4書記長に対する不当配転を撤回せ

よ！」の掲示物

22 同日撤去の見出し「Ｘ4さんの不当配転を撤回せよ！」の掲示物

23 同月２２日撤去の見出し「信用のないユニオン分会長と書記長」の掲示

物

24 同年１２月９日撤去の見出し「サービス労働を強要する会社！ 業務中

に発生した過不足金を巡る事情聴取は業務でないのか！」の掲示物

25 同月１６日撤去の見出し「苦肉の策が連判状か!?」の掲示物

26 同月１７日撤去の見出し「急告!! 本日（１７日）大阪第二運輸所に労

働基準監督署が調査に入る！」の掲示物

27 同日撤去の見出し「ユニオン一部役員に警告する！」の掲示物

28 同月２４日撤去の見出し「サービス労働を強要する会社!!」の掲示物

「 」29 平成１５年１月９日撤去の見出し ２００３年平和運動に邁進しよう!!

の掲示物

30 同日撤去の見出し 労基署が所長以下に注意・指導!! 今回の問題は 労「 「

働時間の管理をしっかりしていないからだ」!!」の掲示物

31 同月１４日撤去の見出し「内部告発、第三弾が届く!! やっぱり連判状

作成に 一部管理者が関与していた！ 一部管理者と分会長の行為は 不、 、「

当労働行為」であり、糾弾されるべきである！」の掲示物

32 同月１５日撤去の見出し「重要施策の実施断念！ 「新幹線電車検査周

期延伸」ボルトはまだ折れるのか！」の掲示物

33 同日撤去の見出し「内部告発、第三弾が届く!!」の掲示物

34 同日撤去の見出し「労働基準監督署から指摘を受ける!!」の掲示物
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35 同月２１日撤去の見出し「不当配転・配属粉砕の闘いに勝利！」の掲示

物

36 同月２７日撤去の見出し「不当労働行為について申し入れ！」の掲示物

37 同日撤去の見出し「事故隠蔽?! 偽装か?!」の掲示物

38 同日撤去の見出し「 過不足金」発生に伴う事情聴取は一切応じる必要「

はない!!」の掲示物

39 同年２月１７日撤去の見出し「労基署が大阪第二運輸所に２度目の調査

を行なう！」の掲示物

40 同月２６日撤去の見出し「労基署が会社に対し「口頭注意」!」の掲示

物

41 同日撤去の見出し「淀川労働基準監督署による口頭注意に関する申し入

れ」の掲示物

42 同年３月３日撤去の見出し「ユニオン２００３年春闘「ベアゼロ」容認

か？! 「ベアと夏季手当の同時要求 」の掲示物」

43 同月７日撤去の見出し「淀川労働基準監督署大阪第二運輸所及び会社に対し

て「口頭注意 」の掲示物」

44 同月１４日撤去の見出し「会社提案に対する回答「今交渉において、夏

」 」季手当の要求は出さない 社員の努力に応えるためにもベアを実施しろ！

の掲示物

45 同月１９日撤去の見出し「 Ｘ5・Ｘ6解雇無効裁判」最高裁の上告棄却「

に抗議する」の掲示物

46 同月３１日撤去の見出し「勝利声明」の掲示物

47 同日撤去の見出し「地労委（Ｈ・Ｉ）不当命令に対する抗議声明」の掲

示物

Ⅱ その余の本件各再審査申立てを棄却する。

理 由
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第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、会社が、①平成１４年５月２９日から同１５年３月３１日まで

の間に分会が組合掲示板（以下「分会掲示板 ）に掲出した５３点（ 本」 「

件掲示物 。後記第２の４の(1)）の掲示物を撤去したこと（以下「本件」

掲示物撤去 、②組合の組合員（以下単に「組合員 ）らからなされた掲」） 」

示物撤去に係る苦情申告（以下「本件苦情申告 ）に対し地方苦情処理会」

議を開催しなかったこと、③フォロー試験（人の死傷、物の損傷及び列車

の遅延等（以下「事故等 ）を発生させた運転士に対して、再度乗務させ」

るために必要となる知識・技能が備わり、運転士として乗務させることが

できるか否かを判断するための試験）の運用において、組合員を他の労働

組合に所属する組合員と差別して取り扱ったこと、④防犯用カメラ（以下

「本件カメラ ）の角度を変えたとして、分会長であるＸ3（以下「Ｘ3分」

会長 ）を同１４年９月６日付けをもって訓告に付したこと（以下「本件」

訓告 ）が不当労働行為であるとして、同１５年４月１０日、大阪府労働」

委員会（以下「大阪府労委 ）に救済申立てがなされた事件である。」

同１８年３月２３日、大阪府労委は、会社に対し、①Ｘ3分会長に対す

る本件訓告がなかったものとしての取扱い及び本件訓告を理由に同１４年

年末一時金から減額した額の支払、②①及び５１点の掲示物の撤去に関す

る文書交付を命じ、その余の救済申立てを棄却した。

（ 「 」） 、 、組合及び分会 以下 組合ら は同１８年４月３日 会社は同月６日

これを不服としてそれぞれ再審査を申し立てた。

２ 請求する救済の内容

(1) 分会掲示板から掲示物を撤去することの禁止

(2) 本件苦情申告に係る地方苦情処理会議の開催

(3) フォロー試験における組合間差別の禁止

(4) Ｘ3分会長に対する本件訓告の撤回

(5) 謝罪文の掲示及び社内誌への掲載
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３ 争点

(1) 分会は本件救済申立適格を有するか。

(2) 本件掲示物撤去は労働組合法第７条第３号に該当するか。

(3) 会社が分会の掲示物の撤去に関し、組合員らが行った本件苦情申告を

平成１４年４月８日及び同月１８日の事前審理において却下し、地方苦

情処理会議を開催しなかったことが労働組合法第７条第３号に該当する

か。

(4) 会社がフォロー試験の運用において、組合員を他の労働組合に所属す

る組合員と差別して取り扱い、組合らの運営に支配介入したか（労働組

合法７条３号該当性 。）

(5) Ｘ3分会長に対する本件訓告及びこれを理由に一時金を減額したこと

が労働組合法第７条第１号及び第３号に該当するか。

(6) 誓約文交付命令は憲法第１９条及び第２１条に違反する違法な命令で

あるか。

第２ 当委員会の認定した事実

１ 当事者等

(1) 会社は、昭和６２年４月１日、日本国有鉄道改革法等に基づき日本国

有鉄道（以下「国鉄 ）が経営していた事業のうち、東海道新幹線、東」

海地方の在来線等に係る事業を承継して設立された株式会社であり、肩

書地に本社を置き、その社員は本件初審審問終結時約２万名である。

会社には、東海道新幹線の旅客輸送を行う新幹線鉄道事業本部の地方

機関として新幹線鉄道事業本部関西支社（以下「関西支社 ）があり、」

その現業機関として、新大阪駅西側高架下に、東海道新幹線の乗務員等

が所属する大阪第二運輸所を置いている。また、会社は、関西支社の現

業機関として、駅、信号通信所及び電力所等のほか大阪府摂津市所在の

通称鳥飼車両基地（以下「鳥飼車両基地 ）内に、大阪第一車両所、大」

阪第二車両所及び大阪第三車両所を置いている。
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(2) 組合は肩書地に事務所を置く会社社員で組織する労働組合であり、そ

の組合員は本件初審審問終結時約５５０名である。

(3) 分会は、組合の下部組織である新幹線関西地方本部（以下「関西地本 ）」

の下部組織で、大阪第二運輸所に所属する会社社員で組織されており、

肩書地に事務所を置き、その組合員は本件初審審問終結時約３０名であ

る。

なお、分会は、独自の分会規約を設け、分会長、副分会長などの役員

を有し、分会大会、分会執行委員会などの組織体制などを整えており、

労働組合法第２条及び第５条第２項各号の要件を具備している（労働組

合資格審査結果 。）

(4) 会社には、本件初審審問終結時、組合のほかに東海旅客鉄道労働組合

（以下、平成５年３月までは「東海労組 、同月に同労働組合が東海鉄」

道産業労働組合と組織統一した以降は「東海ユニオン ）及び国鉄労働組合」

東海本部（以下「国労 ）等の労働組合がある。」

２ 組合と会社との労使関係等について

(1) 組合は東海労組を脱退した者によって平成３年８月１１日に結成され

た。その経過は、次のとおりである。

ア 東海労組は、会社発足後の昭和６２年９月、国鉄の分割民営化推進

の立場にあった複数の労働組合の統一により結成され、結成と同時に

全日本鉄道労働組合総連合会（以下「ＪＲ総連 ）に加盟した。」

イ 平成３年６月、東海労組の中央執行委員会において、ＪＲ総連加盟

各労働組合の組織体制の強化のためストライキ権の確立及び行使に向

けて職場討議を行うこと（以下「スト権論議 ）をめぐり、これを推」

進するＪＲ総連の方針に同調する中央執行委員長らと、スト権論議自

、 、体に反対の立場に立つ中央執行副委員長らが対立し 同年８月１１日

中央執行委員長らは東海労組を脱退して組合を結成し、同年９月１１

日、ＪＲ総連に加盟し、他方、東海労組は、同年１１月１５日、ＪＲ

総連を脱退した。
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(2) 組合と会社との間では、本件初審審問終結時において、訴訟及び不当

労働行為救済申立事件を合わせて１０数件が係争中であったが、不当労

働行為救済申立事件の中には次のような事件がある。

ア 会社が分会掲示板から掲示物を撤去したことが不当労働行為である

として申し立てられた事件の経過は、後記３の(3)のとおりである。

イ 会社助役が組合員を脱退慫慂したことが不当労働行為であるとして

申し立てられた事件では、次のようなものがある。

(ｱ) 会社の新幹線鉄道事業本部東京運転所の助役（東海ユニオンの組

合員）が平成３年８月に組合員らに対し、組合からの脱退を勧奨し

たことが会社の不当労働行為であるとして申し立てられた事件で、

愛知県労委（平成３年（不）第５号事件）は、同７年１１月６日、

申立てを棄却したが、当委員会（平成７年（不再）第４７号）は、

同１３年１２月２６日、組合の再審査申立てに対し、助役の脱退勧

奨については不当労働行為であるとして一部救済命令を発した。こ

れに対して会社は救済命令取消訴訟を提起し、東京地方裁判所（平

成１４年（行ウ）第４６号）は、同１５年１月２０日、会社の請求

、 （ （ ） ） 、を棄却したが 東京高等裁判所 平成１５年 行コ 第３７号 は

同年１１月６日、当委員会の救済命令を取り消した。これを不服と

、 、して当委員会は上告受理の申立てを提起したところ 最高裁判所は

同１８年９月８日、上告受理を決定し、同年１２月８日、原判決を

破棄し、東京高裁に差し戻す判決をなし、差戻審において、東京高

等裁判所（平成１８年（行コ）第３２６号）は、同１９年１０月２

５日、会社の控訴を棄却した。会社はこれを不服として上告受理申

立てをしている。

(ｲ) 会社の新幹線鉄道事業本部管理部人事課長及び同本部東京運転所

（ ） 、の助役 東海ユニオンの組合員 が平成４年３月に組合員らに対し

組合からの脱退を勧奨したことが会社の不当労働行為であるとして

、 （ （ ） ）申し立てられた事件で 東京都労委 平成４年 不 第１４号事件
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は 同７年６月１５日 救済申立てを全部認容したが 当委員会 平、 、 、 （

成７年（不再）第２５号）は、同１３年１２月２６日、会社の再審

査申立てに対し、上記申立てのうち助役の発言は不当労働行為に当

たるとして一部救済命令を発した。これに対して会社は救済命令取

消訴訟を提起したが、東京地方裁判所（平成１４年（行ウ）第４５

） 、 、 （ （ ）号 は 同１５年１月２９日 東京高等裁判所 平成１５年 行コ

） 、 、 、第５１号 は 同年９月２９日 それぞれ当委員会の命令を支持し

会社の請求及び控訴を棄却した。これを不服として会社は、上告及

び上告受理の申立てを提起したが、最高裁判所は、同１８年１２月

８日、上告については棄却し、上告受理申立てについては上告審と

して受理しないことを決定した。

(ｳ) 会社の関西支社大阪運転所の助役ら管理者（東海ユニオンの組合

員）が平成５年１２月から同６年１月にかけて組合員らに対し、組

合からの脱退を勧奨したことが会社の不当労働行為であるとして申

し立てられた事件で、大阪府労委（平成６年(不)第６６号）は、同

９年１２月３日、同救済申立てを、当委員会（平成９年（不再）第

５０号）は、同１６年１２月１４日、組合らの再審査申立てをそれ

ぞれ棄却した。

ウ 会社が、関西地区において、東海ユニオン、国労には組合事務所を

貸与しているにもかかわらず、組合に対して貸与しないことが不当労

働行為であるとして申し立てられた事件で、大阪府労委（平成１１年

（不）第３３号事件（以下「１１－３３事件 ）が不当労働行為であ」

ると判断したところ、会社は再審査を申し立てたが、当事者間で和解

が成立し、平成１７年７月２２日、事件は終結した。

エ 会社が、大阪第三車両所に車両内設備の清掃・整備業務を主な業務

内容とするサービスセンターを新設し、他組合と比べて組合員を多数

配属したこと、名古屋車両所等へ強制的に配置転換（以下「配転 ）」

し、組合員を大阪第三車両所から異動させたこと、掲示物を無断撤去
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したこと等が不当労働行為であるとして申し立てられた事件で、大阪

府労委（平成８年(不)第５１号）は、組合員を大阪第三車両所サービ

スセンターへ恣意的に集中して配属したこと、組合掲示板から６回計

７点の掲示物を撤去したこと等は不当労働行為であるとして一部救済

命令を発したところ、会社は再審査を申し立てたが、当事者間で和解

が成立し、平成１８年３月２０日、事件は終結した。

オ 会社が上記ウの事件において、組合が提出した証拠書類は違法に収

集したものであるとして、組合員に対しこの問題についての顛末書及

び始末書の提出を求めた上で同組合員を訓告としたこと、及びこの問

題に関する組合掲示物を掲示板から撤去したこと等が不当労働行為で

あるとして申し立てられた事件で、大阪府労委（平成１３年（不）第２

８、４９号（以下「１３－２８、４９事件 ）は、平成１５年３月２」

、 、 （ （ ） ） 、７日 同救済申立てを 当委員会 平成１５年 不再 第１７号 は

同１９年１月３０日、組合の再審査申立てをそれぞれ棄却した。

(3) 上記(2)の各事件以外に、組合と会社等との間の係争等については、

次のような経緯がある。

ア 平成４年、前記２の(1)のイ記載の経過に関連して、ＪＲ総連及び

東海労組中央執行委員長（同３年６月当時）は、会社、会社代表取締

役副社長（当時）のＹ4（同人は同７年に代表取締役社長に就任し、

、 、 、本件救済申立時においては同職にあったが この前後を問わず 以下

同人を「Ｙ4社長 、及び東海労組中央執行副委員長（同月当時）等」）

を被告として、中央執行委員長は被告らの共謀する不法行為により東

海労組からの脱退を余儀なくされ、ＪＲ総連は傘下の単位組合であっ

た東海労組がＪＲ総連から脱退し、それぞれ損害を受けたとして、損

害賠償を求めて東京地方裁判所に提訴した。この訴訟において、ＪＲ

総連らは、会社等が中央執行委員長を中央執行委員長の職から解職さ

せるための具体的方策、手順・段取り（シナリオ）を策定し、中央執

行副委員長らに実行させた等と主張し、その裏付け証拠として、会社
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等が作成したものとして中央執行委員長の解職を企図したことを窺わ

せる書類の写しを提出した。

同１４年６月５日、同裁判所は、原告が提出したこれら書類の大半

について、写しに対応する原本の存在及びその成立を認めることはで

きないとした上、ＪＲ総連及び中央執行委員長の請求を棄却した。

ＪＲ総連及び中央執行委員長は、東京高等裁判所に控訴したが、同

１５年１１月６日、同裁判所は控訴を棄却したため、最高裁判所に対

し上告及び上告受理の申立てを行ったが、同１６年５月２８日、同裁

判所は、上告については棄却し、上告受理申立てについては上告審と

して受理しないことを決定した（以下、この一連の訴訟を「シナリオ

裁判 。」）

イ 組合は、平成５年３月１８日の始業時から終業時まで、鳥飼車両基

地内の大阪第三車両所において、賃金の引上げ及び安全対策の確立等

を目的とするストライキを予定したところ、会社は、ストライキに参

加する組合員らを鳥飼車両基地に立ち入らせない方針を立て、敷地内

に警戒員を待機させた。しかし、同日始業前、組合員は鳥飼車両基地

、 、 。に立ち入り 助役等を取り囲むなどし 助役等はけがを負うなどした

同年９月１０日、会社は、大阪第三車両所に勤務する組合員Ｘ5（以

下「Ｘ5組合員 ）及びＸ6（以下「Ｘ6組合員 、Ｘ5組合員とＸ6組合」 」

員を併せて「Ｘ5組合員ら ）を、管理者の制止を無視して、鳥飼車」

両基地に乱入し、管理者等に対し暴行・暴言等を働いたなどとして、

懲戒解雇した。

Ｘ5組合員らは、従業員としての地位確認及び賃金の支払等を求め

て、大阪地方裁判所に提訴した。

同１２年３月２９日、同裁判所は、Ｘ5組合員らの請求を却下及び

棄却した。Ｘ5組合員らは、大阪高等裁判所に控訴したが、同１３年

８月２４日、同裁判所は控訴を棄却したため、最高裁判所に対し、上

告及び上告受理の申立てを行ったが、同１５年３月１３日、同裁判所
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は、上告については棄却し、上告受理申立てについては上告審として

受理しないことを決定した（以下、この一連の訴訟を「Ｘ5裁判 。」）

ウ 平成１４年５月８日、大阪第一車両所の総務科長Ｙ5（以下「Ｙ5総務科

」） 、 （ ）長 が 同車両所に勤務する大阪第一車両所分会の副分会長 当時

Ｘ7（以下「Ｘ7副分会長 ）の落としたノートの内容を読み、組合が」

意図的に業務効率を落とす怠業行為をもくろんでいることを推認させ

る記述があったとして、ノートをコピーし関西支社に届けた。また、

同月中、会社は、組合員らに対して事情聴取を実施した。

組合及びＸ7副分会長等は、会社及びＹ5総務科長を被告として、被

告らの行為は労働組合に対する支配介入に当たるとともに、Ｘ7副分

会長のプライバシー権ないし人格権を侵害するとして、損害賠償を求

めて、大阪地方裁判所に提訴した（以下、この訴訟を「ノート裁判 。」）

、 、 、同１６年９月２９日 同裁判所は Ｘ7副分会長の請求の一部を認め

当該ノートの怠業行為に関連した記載にとどまらず、プライバシーに

、 、関する部分までコピーし 関西支社に届けたことは違法であるとして

会社及びＹ5総務科長にＸ7副分会長に対する金銭の支払を命じた。

エ 平成１４年１０月頃から、分会、関西地本は東海ユニオンの組合員

個人にあて、連帯を呼びかける手紙を数回にわたって送付した。

同年１２月上旬、東海ユニオンは、大阪第二運輸所内の同労働組合

の掲示板に、関西地本からの手紙に関して 「燃えるゴミ到着 「手、 」、

紙はもういらん!!」などとした掲示物を掲示した。なお、この掲示物

には約７０名分の押印が添えられていた。

また、関西地本は、同１４年１１月１日消印、同月１４日消印、同

年１２月３１日消印及び同１５年１月１５日消印の差出人名が記載さ

れていない計４通の郵便物を受領した（以下、これらの郵便物をそれぞ

「 ． 」、「 ． 」、「 ． 」 「 ．れ １１ １郵便物 １１ １４郵便物 １２ ３１郵便物 及び １

１５郵便物 。」）

なお、これらの郵便物の内容は下記のとおりである。
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(ｱ) １１．１郵便物

見出し 「暴言を吐く大阪第二運輸所ユニオン分会長について」

要旨

「先日、東海ユニオンの分会長が、勤務時間内に若手執行委員

、 。に対して暴言を吐きながら 労働組合活動に関する指示をした

そんな分会長の下でまともな労働組合活動ができるはずがな

い。また、東海ユニオンは労働組合費の値上げについて、組合

を批判しているが、実は昨年から東海ユニオンも密かに違う名

目で、すなわち、お茶代として組合費を５００円値上げをしてい

る。これに関しても、いろいろな種類をそろえようとする役員に

対し、お茶代を使い切らず残すように指示をするのは困ったも

のである。ぜひとも皆さんの力でこんな分会長を降ろして、こ

れからの生活のある若手に手を差し伸べてやるべきじゃないで

しょうか 」。

(ｲ) １１．１４郵便物

見出し 「信用のないユニオン分会長と書記長」

要旨

「先日、東海ユニオンの分会長が若手執行委員に対して暴力的

な言葉で接したという事件があったが、同分会長は組合活動へ

要請するのは当たり前とし、なんら説明はなく、真相を隠蔽し

ている。これに対して、東海ユニオンの多くの組合員は不審に

思っている。東海ユニオンの分会長と書記長は列車長と車掌長

であるため、この若手執行委員が業務上の嫌がらせを受けるこ

とを多くの人が予想し心配している。東海ユニオンで疑問や反

対の意見を言う人は、必ず （東海ユニオンの）組合三役と会、

社に潰されてきた。あるユニオン組合員が問題点を役員に言っ

たところ、後日管理者から呼び出され「お前が組合へ問題を言

っていることを知っているが、こんなことをして、どうなって
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もしらないぞ」と脅迫されたそうだ。問題をはっきり指摘して

いる東海ユニオンの若手組合員に救いの手を差し伸べてあげて

ください 」。

(ｳ) １２．３１郵便物

見出し 「信用されない行動を続けるユニオン分会長について」

要旨

「１２月に入って組合から４通目の手紙が若手の東海ユニオン

組合員に郵送されてきた。東海ユニオンの分会長から組合から

の手紙に関して掲示物を掲示するとの話があり、全員で印鑑を

押すというのでしかたなく押すことになった。勤務時間内に印

鑑を押した人が大勢おり、一部管理者に呼び出され押印した人

もいた。このことは組合の掲示物にあるように不当労働行為な

のではないかと思う。ユニオン分会長は分会長と列車長の立場

を使って押印を強要している。職場には、自由に物の言えない

雰囲気がある。また、最近、東海ユニオン分会長が管理者とこ

そこそ話をしている姿をよく見る。多くの東海ユニオン組合員

は、組合のことを熱心に活動していると思っている。組合から

の手紙を迷惑に思っているのは、若手の東海ユニオン組合員で

はなく、現在の東海ユニオンの分会長と会社です。職場の問題

点を指摘せず、組合批判ばかりしている現在の東海ユニオンは

おかしいと思う 」。

(ｴ) １．１５郵便物

見出し「会社と手を組むユニオン」

要旨

「年末に手紙はいらないと題する掲示物が東海ユニオン掲示板

に掲示されたが、あれは会社と東海ユニオンが手を組んで作っ

た掲示物である。むしろ、会社が作ったというべきかもしれな

い。総務科長が若手東海ユニオン組合員を集めて押印させたも
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ので、一部の者は就業時間中に押印させられている。会社と手

。 、を組んで不当労働行為を行う労働組合とは何たることだ また

組合から東海ユニオン組合員あてに手紙、年賀状が届くたびに

担当助役が届いたかと聞きにやってくる。これに関しても、会

社と東海ユニオンが手を組み、共同して回収している。前回の

アンケートはがきが同封されていたときは、会社も東海ユニオン

も１００％回収を行なうと言っていたが、アンケートに応じてい

ないか調べるためであろう。このように、東海ユニオンには常

に会社が関わっていて、単に労務管理のための組織になってい

。 、る 東海ユニオンの上層部が会社から甘い汁を吸っているため

まともな活動を行おうとしている執行委員等の大きな障害にな

っている 」。

オ 大阪第二運輸所では、車掌業務における過不足金（以下単に「過不

足金 ）を発生させた場合、過不足の金額等とともに 「金銭授受の」 、

際は、金額を２回以上確認しているか」等の現金の取扱いに関する計１

１項目の留意点に 「はい」又は「いいえ」で答える欄を設けたチェッ、

クシート（以下「過不足金発生チェックシート ）に記入することに」

なっている。また、過不足金の金額、原因等によっては事情聴取が行

われることもある。

平成１４年１１月頃、分会は、過不足金に関する管理者の呼出しに

より勤務時間を超えた場合に、時間外勤務として扱われないことは問

題であるとして、淀川労働基準監督署に相談した。同署の担当者は同

年１２月から翌同１５年１月にかけて２度にわたり大阪第二運輸所を

訪ね、会社に対し、文書による報告を求めるなどし、同年２月、同署

は同署を訪れた関西支社の管理者に対し、労働時間の管理を厳密に行

うよう、口頭注意を行った。

(4) 以上のとおり、会社と組合らの間では、一部において両者が和解した

事件もあるが、おおむね、組合結成以来対立した関係にあり、また、組
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合は東海ユニオンとも対立した関係にあった。なお、会社の助役のほと

んどは労働組合加入資格があり、上記(2)のイのように、管理者である

助役が組合員を脱退勧奨したことが会社の不当労働行為であるとして組

合から問題とされることがあった。

３ 組合掲示板の設置及び使用等について

(1) 組合掲示板は会社が組合に貸与しているもので、組合に対する掲示板

の貸与等については、本件当時、会社と組合との間で締結した基本協約

（以下「協約 ）で次のとおり定められていた。平成１７年４月からは」

「基本協約」という名称ではなくなったが、本件再審査結審時にはこれ

と同一内容の労働協約がある。

「第２２７条 組合は、会社の許可を得た場合には、指定された掲示場所

において、組合活動に必要な宣伝、報道、告知を行うことがで

きる。

２ 会社は、業務上の必要が生じた場合には、前項で指定した掲

示場所の変更又は取消しをすることができる。

３ 組合は、会社の指定した組合掲示場所以外の場所に、掲示類

を掲出してはならない。

第２２８条 掲示類は、組合活動の運営に必要なものとする。また、

掲示類は、会社の信用を傷つけ、政治活動を目的とし、個人を

誹謗し、事実に反し、又は職場規律を乱すものであってはなら

ない。

２ 掲示類には、掲出責任者を明示しなければならない。

第２２９条 会社は、組合が前２条の規定に違反した場合は、掲示類を

、 。 」撤去し 掲示場所の使用の許可を取り消すことができる

(2) 分会掲示板は、新大阪駅西側高架下庁舎３階の大阪第二運輸所の駅ホ

ームに通じる階段から最も離れた西側通路の最も奥に位置し、西日本旅

客鉄道株式会社電気課との間に設置され、常時閉扉してある防火扉の横

に、東海ユニオン、国労の下部組織の組合掲示板と並んで設置されてい
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る。なお、新大阪駅西側高架下庁舎は、一般人の出入りは原則として禁

止されている。

(3) 組合掲示板からの掲示物の撤去を巡る紛争等

ア 会社が、平成７年７月３日から同８年５月３０日にかけて、大阪第

一車両所において組合に貸与した組合掲示板から掲示物１４点を撤去

したことが不当労働行為であるとして、大阪府労委に救済が申し立て

（ （ ） ） 、 、られた事件 平成７年 不 第７８号事件 で 同１０年９月２９日

同府労委はすべての掲示物につきこれらを撤去したことは不当労働行

為であると判断し、会社に文書の交付を命じる命令を発した。これに

対し、会社は再審査を申し立て、当委員会（平成１０年（不再）第３

４号事件）は、同１７年６月１４日、上記１４点のうち１１点の掲示

物に関して撤去したことは不当労働行為であるとし、会社に文書の交

付を命じる命令を発した。同年７月１２日、会社は当該命令の取消し

を求めて、東京地方裁判所に対し救済命令取消訴訟を提起し、同地裁

（平成１７年（行ウ）第３０８号）は、同１８年５月１５日、１１点

のうち９点の撤去は不当労働行為には当たらないとして当委員会の命

令の一部を取り消した。当委員会及び会社双方が東京高等裁判所に控

訴し、同高裁（平成１８年（行コ）第１５５号）は、同１９年８月２

８日、１１点のうち２点のみが不当労働行為には当たらないとして原

判決を変更したが、これに対して現在会社が上告及び上告受理申立て

を提起している。

イ 前記２の(2)のエ記載の事件において、会社が平成７年１２月１２

日から同８年８月３０日にかけて、大阪第三車両所において組合に貸

、 、与した掲示板から掲示物９点を撤去したことについて 大阪府労委は

上記９点のうち７点の掲示物に関して撤去したことは不当労働行為で

、 。 、あると判断し 会社に文書の交付を命じる命令を発した これに対し

会社は再審査を申し立て、当委員会に係属中であったが、別事件で当

事者間に和解が成立し、会社は同１８年３月２０日、再審査申立てを
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取り下げた。

ウ 平成１０年１１月２５日から同１１年９月２８日にかけて、大阪第

一車両所において組合に貸与した組合掲示板から掲示物２０点を撤去

したことが不当労働行為であるとして、大阪府労委に申し立てられた

事件（平成１１年（不）第９７号事件）で、同府労委は、同１５年３

月２７日、上記２０点のうち１８点の掲示物に関して、撤去したこと

は不当労働行為であると判断し、会社に文書の交付を命じる命令を発

した。これに対し、会社は再審査を申し立て、当委員会（平成１５年

（不再）第２０号事件）は、同１７年８月５日、上記２０点のうち１

、 、０点の掲示物に関して 撤去したことは不当労働行為であると判断し

会社に文書の交付を命じる命令を発した。同月３０日、会社は当該命

令の取消しを求めて、東京地方裁判所に対し救済命令取消訴訟を提起

し、同地裁（平成１７年（行ウ）第３７８号）は、同１８年１０月５

日、１０点のうち７点の撤去は不当労働行為には当たらないとして当

委員会の命令の一部を取り消した。当委員会及び会社が東京高裁に控

訴し、同高裁（平成１８年（行コ）２７７号）は、同１９年５月３０

日、１０点のうち２点のみが不当労働行為に当たらないとして原判決

を変更したが、これに対して現在会社が上告及び上告受理申立てを提

起している。

エ 平成１２年１２月２５日、組合らは、会社が分会掲示板付近に本件

カメラを設置したこと等が不当労働行為であるとして、大阪府労委に

救済申立てを行った（大阪府労委平成１２年（不）第８２号事件（以下

「１２－８２事件 。同労委は、同１５年１０月１４日、関西地本の」））

カメラ撤去申入れ等に応じないことは不当労働行為に当たるとして、

分会掲示板及び本件カメラの相互の位置関係に配慮して双方若しくは

一方の設置位置の変更を命じる救済命令を発した。これに対し、会社

は再審査を申し立てたが、同１６年３月２２日、当委員会において和

解が成立し、事件は終結した。なお、同事件の初審審問において、大
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（ 「 」 「 」）、阪第二運輸所長であったＹ2 以下 Ｙ2元所長 又は Ｙ2前所長

同所のＹ3副所長（以下「Ｙ3副所長 、Ｘ3分会長らの証人尋問が行」）

われた。

４ 本件掲示物撤去及び会社の撤去理由

(1) 本件掲示物撤去の概要

本件掲示物撤去の対象物は、合計５４点である。このうち１点は一度

撤去されたものと同一のものに新聞記事を添付して再掲示したところ再

度撤去されたものであり、掲示物の点数としては下記①から○－ｃの５41

３点である（実際の本件掲示物は、下記①から○－ｃの各掲示物と掲示41

物とがそれぞれ対応する 。また、各本件掲示物の内容の要旨及び撤。）

去の経緯等については、後記(2)ないし(42)のとおりである。

なお、これら掲示物の撤去に先立って、助役等から分会の組合員（以

下「分会員 ）に対して撤去通告がなされているが、協約上、掲示物撤」

去に当たり組合らにその理由を説明したり、会社の撤去通告に対して組

合らが考慮する時間的猶予を与えるような取決めはなく、会社は、撤去

に際しどの部分が協約に抵触しているかについて組合らに説明していな

いし、分会の再三の説明要求に対しても説明を行っておらず、本件掲示

物撤去は通告後ほぼ１０分、遅くても１時間後までには行われている。

「 」① 平成１４年５月２９日撤去の見出し Ｗ杯観客輸送の安全確保を！

の掲示物

② 同年６月６日撤去の見出し「 シナリオ裁判」不当判決を許さず闘「

おう！」の掲示物

③ 同月１７日撤去の見出し「 出向」という名の転勤」だと???「「

協約違反を許さないぞ!!」の掲示物

④ 同月２１日撤去の見出し「不当な判決に対して断固たたかう！ ６月１

８日に控訴する！」の掲示物

⑤ 同年７月４日撤去の見出し「やっぱり、誤認だった!!」の掲示物
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⑥ 同月８日撤去の見出し「２２００万円損害賠償請求事件「ノート裁

判」を提訴！」の掲示物

⑦ 同月９日撤去の見出し「ユニオン組織情報 No243号に対する見解」

の掲示物

⑧ 同月１１日撤去の見出し「何が盗写だ！ 労働組合として当然のこ

とだ！」の掲示物

⑨ 同月１５日撤去の見出し「大阪地方裁判所に「ノート裁判」を提

訴!!」の掲示物

⑩ 同月１６日撤去の見出し「ユニオン役員に改めて問う！」の掲示物

⑪－ａ 同月１７日撤去の見出し「ユニオン役員よ、問題を捩じ曲げる

な!!」の掲示物

⑪－ｂ 同日撤去の見出し「Ｙ2前所長・Ｙ3副所長登場!!」の掲示物

⑫ 同月１８日撤去の見出し「再三、裁判官よりうながされる会社！

今度こそ組合事務所の便宜供与を拒否する理由が見つからない会

社！」の掲示物

⑬ 同月１９日撤去の見出し「知識の確認、技能の確認は公平・公正に

行え！」の掲示物

⑭ 同月２９日撤去の見出し「ユニオン組織情報Ｎｏ・243号に対する見解」

の掲示物

⑮ 同年８月１２日撤去の見出し「バカヤロー発言はあった いったい

誰の声だ？」の掲示物

⑯ 同月１９日撤去の見出し「こんなにあるＪＲ東海会社の不法行為」

及び「拾ったノートを使って組合つぶし」の掲示物

⑰ 同年９月１８日撤去の見出し「地労委闘争に対する「報復＝訓告処

分」に断固抗議する！」の掲示物

⑱－ａ 同月２０日撤去の見出し「ボルト折損!! 人命に関わる重大事

故が発生してからでは手遅れだ!!」の掲示物

⑱－ｂ 同日撤去の見出し「何を考えている！ 誰の判断だ！ この責
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任は重大だ！」及び「ブレーキディスク板の検査を省略！」の掲示物

⑲ 同年１０月１８日撤去の見出し「人の懐の心配をする暇があるなら

真面目に組合活動をやれ!!」の掲示物

⑳ 同年１１月８日撤去の見出し「勤務時間外の呼び出しは業務指示で

ある」の掲示物

○－ａ 同月１３日撤去の見出し「東二運分会Ｘ4書記長に対する不当配転21

を撤回せよ！」の掲示物

○－ｂ 同日撤去の見出し「Ｘ4さんの不当配転を撤回せよ！」の掲示21

物

○ 同月２２日撤去の見出し「信用のないユニオン分会長と書記長」の22

掲示物

○ 同年１２月９日撤去の見出し「サービス労働を強要する会社！ 業23

務中に発生した過不足金を巡る事情聴取は業務でないのか！」の掲

示物

○ 同月１６日撤去の見出し「苦肉の策が連判状か!?」の掲示物24

○－ａ 同月１７日撤去の見出し「急告!! 本日（１７日）大阪第二運25

輸所に労働基準監督署が調査に入る！」の掲示物

○－ｂ 同日撤去の見出し「ユニオン一部役員に警告する！」の掲示物25

○ 同月２４日撤去の見出し「サービス労働を強要する会社!!」の掲示26

物

○－ａ 平成１５年１月９日撤去の見出し「２００３年平和運動に邁進27

しよう!!」の掲示物

○－ｂ 同日撤去の見出し「労基署が所長以下に注意・指導!! 今回の27

問題は「労働時間の管理をしっかりしていないからだ」!!」の掲示物

○ 同月１４日撤去の見出し「内部告発、第三弾が届く!! やっぱり連28

判状作成に、一部管理者が関与していた！ 一部管理者と分会長の行

為は 「不当労働行為」であり、糾弾されるべきである！」の掲示物、

○－ａ 同月１５日撤去の見出し「重要施策の実施断念！ 「新幹線電29
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車検査周期延伸」ボルトはまだ折れるのか！」の掲示物

○－ｂ 同日撤去の見出し「内部告発、第三弾が届く!!」の掲示物29

○－ｃ 同日撤去の見出し「労働基準監督署から指摘を受ける!!」の掲29

示物

○ 同月１８日撤去の見出し「告発状第４弾届く!!」の掲示物30

○ 同月２１日撤去の見出し「不当配転・配属粉砕の闘いに勝利！」の31

掲示物

○－ａ 同月２７日撤去の見出し「不当労働行為について申し入れ！」32

の掲示物

○－ｂ 同日撤去の見出し「事故隠蔽?! 偽装か?!」の掲示物32

○－ｃ 同日撤去の見出し「 過不足金」発生に伴う事情聴取は一切応32 「

じる必要はない!!」の掲示物

○ 同年２月１６日撤去の見出し「勤務時間に組合活動!!」の掲示物33

○ 同月１７日撤去の見出し「労基署が大阪第二運輸所に２度目の調査34

を行なう！」の掲示物

「 「 」 」○－ａ 同月２６日撤去の見出し 労基署が会社に対し 口頭注意 !35

の掲示物

○－ｂ 同日撤去の見出し「淀川労働基準監督署による口頭注意に関す35

る申し入れ」の掲示物

○ 同年３月３日撤去の見出し「ユニオン２００３年春闘「ベアゼロ」36

容認か？! 「ベアと夏季手当の同時要求 」の掲示物」

○ 同月７日撤去の見出し「淀川労働基準監督署大阪第二運輸所及び会社に37

対して「口頭注意 」の掲示物」

「 「 、○ 同月１４日撤去の見出し 会社提案に対する回答 今交渉において38

夏季手当の要求は出さない」社員の努力に応えるためにもベアを実施

しろ！」の掲示物

○ 同月１９日撤去の見出し「 Ｘ5・Ｘ6解雇無効裁判」最高裁の上告39 「

棄却に抗議する」の掲示物
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○ 同月２４日撤去の見出し「戦争大好きＹ4社長！ 政府の判断は正しい」40

の掲示物

○－ａ 同月３１日撤去の見出し「勝利声明」の掲示物41

○－ｂ 同日撤去の見出し「地労委（Ｈ・Ｉ）不当命令に対する抗議声41

明」の掲示物

○－ｃ 同日撤去の見出し「自らイラクへ行け!! テロの目標にされる41

発言」の掲示物

なお、大阪第二運輸所では、組合掲示物について、当直助役らが、掲

示方法、掲示内容が協約に違反していないかどうかを毎日確認すること

となっていた。

(2) 平成１４年５月２９日の掲示物撤去

平成１４年５月２９日午後５時１８分頃 大阪第二運輸所助役Ｙ6 以、 （

下「Ｙ6助役 ）らは、分会が分会掲示板に掲示した下記の組合作成の」

掲示物１点（ＪＲ東海労業務速報Ｎｏ.376）が協約違反であるとして、

分会執行委員Ｘ8（以下「Ｘ8執行委員 ）に対して、撤去するよう通告」

した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤

去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

上記(1)に掲げる①の掲示物（以下単に番号のみを記す ）。

見出し「Ｗ杯観客輸送の安全確保を！」

要旨

「組合と会社間でサッカー・ワールドカップの観客輸送などに関し

て開催された業務委員会において、会社は、新幹線の臨時列車を

運行することやフーリガン等対策として植木のような投げられや

すい物の撤去、警察への協力要請及び新幹線車両のガラスに飛散

防止フィルムを貼ること等を予定していると回答した 」。

(3) 平成１４年６月６日の掲示物撤去

平成１４年６月６日午後８時１６分頃、Ｙ6助役らは、分会が分会掲
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示板に掲示した下記のＪＲ総連作成の掲示物１点（ＪＲ総連通信Ｎｏ.5

） 、 （ 「 」）36 が協約違反であるとして 分会執行委員Ｘ9 以下 Ｘ9執行委員

に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなか

ったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２

０分頃、分会に返却した。

②

見出し「 シナリオ裁判」不当判決を許さず闘おう！」「

要旨

「 シナリオ裁判」の棄却判決は不当である。ＪＲ総連及び組合は「

控訴する方針を確認したが、ＪＲ総連のこの判決に対する見解は

。「 、 、 、次のとおりである 判決は シナリオについて 記載内容から

被告らが共謀して、原告中央執行委員長の東海労組における影響

力を削ぎ、最終的には中央執行委員長職から解任し、同委員長に

同調する者の追い落としを図ることを企図し、そのための方策を

計画・実行したことが明らかにうかがえるから…原告主張の被告ら

の共同不法行為を認定するに足りるものということができると認

。 、 、定した また 会社が中央執行委員長を批判する一派と通じた上

組織的な意図から本件文書を作成したとの疑念が残るとしなが

ら 「シナリオ」がコピーであることをもって「証拠を」論じる、

前提を欠く」とし、請求を棄却した。労働組合に対する支配介入

・乗っ取り、実行内容が克明に記されたシナリオの存在は、１０

年前、会社によって仕掛けられた組合破壊を明確に示してい

る 」。」

(4) 平成１４年６月１７日の掲示物撤去

平成１４年６月１７日午後２時５３分頃、Ｙ6助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（ＪＲ東海労ニュースＮ

ｏ.488）が協約違反であるとして、Ｘ8執行委員に対して、撤去するよ

う通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲
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、 、 。示物を撤去し 同年１０月２２日午前１０時２０分頃 分会に返却した

③

見出し 「 出向」という名の転勤」だと??? 協約違反を許さない「「

ぞ!!」

要旨

「会社は美濃太田運輸区の役員である組合員に出向を通告した。現

場長は同組合員に出向協定に基づくものと言い 「なぜ出向なの、

か」との質問に対し 「総合的に判断した」などと返答した。こ、

れは役員を狙い撃ちした組織破壊攻撃であり、組合は会社側に申

入れを行ったが、会社は「こういうことはよくあること」等とふ

ざけた態度を取った。また 「現場長が本人に説明している」と、

いうウソをついた。組合は出向撤回まで闘って行きます 」。

(5) 平成１４年６月２１日の掲示物撤去

平成１４年６月２１日午後５時３５分頃、Ｙ6助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（ＪＲ東海労ニュースＮ

ｏ.490）が協約違反であるとして、Ｘ9執行委員に対して、撤去するよ

う通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲

、 、 。示物を撤去し 同年１０月２２日午前１０時２０分頃 分会に返却した

④

見出し 「不当な判決に対して断固たたかう！ ６月１８日に控訴す

る！」

要旨

「ＪＲ総連等は 「シナリオ裁判」に関して控訴した。会社は会社、

の勤労情報で 「シナリオなる怪文書について」などと、裁判所、

も言っていないことを口走り、東海ユニオンも組織情報で「ウソ

で塗り固められた張り子の主張に対し全面否定」などと自らの願

望を述べている。この会社や東海ユニオンの情報は、今回出され
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た判決の内容を隠し、社員や組合員を欺く悪質なキャンペーンで

しかない。判決は、シナリオが全く怪文書などではないことを示

唆しており、私たちは今後、高等裁判所でこれまで以上に、真実

を明らかにしていく 」。

(6) 平成１４年７月４日の掲示物撤去

平成１４年７月４日午後２時３１分頃、大阪第二運輸所助役Ｙ7（以

下「Ｙ7助役 ）らは、分会が分会掲示板に掲示した下記の分会作成の」

掲示物１点（交差点Ｎｏ.34）が協約違反であるとして、分会執行委員Ｘ10

（以下「Ｘ10執行委員 ）に対して、撤去するよう通告した。しかし、」

分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１

０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑤

見出し「やっぱり、誤認だった!!」

要旨

「ホーム検査担当乗務員（Ｘ3分会長のこと ）が待機中に自主学。

習していたところ、助役のＹ8（以下「Ｙ8助役 ）は「寝ている」

のか、２３分から１分の否認」として、居眠りをでっち上げ、そ

のことを正当化するための始末書・顛末書を強要しました。当該

乗務員は苦情処理申請をしましたが、会社は苦情処理委員会の開

催を拒否しました。そもそも、知識確認に備えて暗記中の乗務員

に「寝ていた!!」と因縁をつけたことが発端で、さらに、管理者

「 、 」４人で当該乗務員を取り囲み 寝ていた 始末書・顛末書を書け

と恫喝を繰り返しており、会社は、なんとしても否認をでっち上

げたかったのでしょう Ｙ8助役のような管理者が無実の者を 寝。 「

ていた!!」とでっち上げ、始末書を書くように暴力的な恫喝を加

えた行為はテロリストと同じではないか。職場秩序を乱すＹ8助

役は自律せよ！」

また、同掲示物には「強制・強要じゃダメ!! 無効!!」と題し
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て、始末書・顛末書作成の業務命令に従わなければならないのか

どうかの分会の質問に対する労働基準監督署の見解を示した記事

も掲載されており、同掲示物を全体としてみると、上記Ｙ8助役

の言動及び顛末書・始末書作成を求める等の会社の対応について

分会の認識を記載するとともに、当該会社の対応を非難し職制の

管理のあり方に抗議したものであることが認められる。

(7) 平成１４年７月８日の掲示物撤去及び同日の再掲示物撤去

ア 平成１４年７月８日午前１１時０１分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点（法対ニュース

Ｎｏ.105）が協約違反であるとして、分会執行委員Ｘ11（以下「Ｘ11

執行委員 ）に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記」

通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２

日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑥

「 「 」 」見出し ２２００万円損害賠償請求事件 ノート裁判 を提訴！

要旨

「組合らは「ノート裁判」を提訴しました。この事件は、大阪第

一車両所分会のＸ7副分会長が落としたノートを取得したＹ5総

務科長が、本人の承諾を得ず無断でそのノートの内容をコピー

し、さらにそれを関西支社に送り、ノートの内容を広範囲にわ

たって開示したもので、同組合員は、この行為によりプライバ

シー権ないしは人格権を著しく侵害されました。また、会社は

このノートの記述の一部を殊更に曲解して組合員に不当な事情

聴取を行い、組合を中傷誹謗し、脱退慫慂を行いました。この

会社の一連の行為は、組合が進めてきた安全を守る職場からの

、 。 、闘いへの報復的な攻撃であり 組織破壊攻撃である 私たちは

会社からの組織破壊攻撃を粉砕するために、この裁判闘争を職

場からの闘いと結合させて進めていきます 」。
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イ 平成１４年７月８日午後３時０５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した⑥７．８撤去掲示物にノート裁判提訴を報じた新聞

記事を添付した掲示物１点が協約違反であるとして、組合中央本部執行

委員Ｘ12（以下「Ｘ12執行委員 ）に対して、撤去するよう通告した。」

しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤

去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

(8) 平成１４年７月９日の掲示物撤去

平成１４年７月９日午後１時３５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会掲

示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点が協約違反であるとして、

分会執行委員Ｘ13に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上

記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２

日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑦

見出し 「ユニオン組織情報 No243号に対する見解」

要旨

「東海ユニオンの組織情報で、組合が配布したビラが、肖像権の侵

、 、害・名誉毀損であると主張し 暴行事件までデッチ上げているが

組合が当該ビラを配布したのは、組合員の車掌が隣接線の列車の

、 、安全確認を行ったことに対して 会社が業務指示違反であるとし

車掌職を剥奪し転勤を発令するという暴挙に出たことに端を発し

ている。会社が主張するところの業務指示違反の不当性とこの配

転が組合員を狙い撃ちにした理不尽な攻撃であることを訴えるた

、 、 、めに これまで当然のこととして 車掌として習慣となっており

何の疑問も持たず誰もが行っている隣接線の列車の安全確認を行

っている様子を組合は写真撮影したに過ぎず、盗撮などには当た

らない。会社の暴挙を覆い隠すために、肖像権の侵害等を主張す

ることで問題の核心をスリ変えようとしているのが、東海ユニオ

ン養殖ダラ幹である。組合の行為に対して、肖像権の侵害等を主
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張するのであれば、影でこそこそと茶封筒に入れた見解を組合員

に配らず、正々堂々と組合に対して申入れてくるべきである。ユ

ニオン養殖ダラ幹の組合に対する言われなき誹謗・中傷に対して、断

固抗議する！」

(9) 平成１４年７月１１日の掲示物撤去

平成１４年７月１１日午前９時４６分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（かんじんＮｏ.119）が

協約違反であるとして、分会執行委員Ｘ14（以下「Ｘ14執行委員 ）に」

対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかっ

たので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分

頃、分会に返却した。

⑧

見出し 「何が盗写だ！ 労働組合として当然のことだ！」

要旨

「東海ユニオンは組織情報で、組合が東海ユニオン所属の従業員を

盗写した等と書いているが、組合は隣接線の列車を監視した組合

員の車掌職を剥奪したことについて会社に抗議し、それを訴える

ビラ配布を行ったものである。隣接線の監視が日常的に行われて

いることを証明するために、組合は車掌業務の様子をビデオに取

り、お互いに列車監視をしていることをビラに掲載し、配布した

に過ぎず、労働組合として組合員の利益を守るための当然の行為

だと考えます。東海ユニオンの組織情報には、さらに 「ＪＲ総、

連の定期大会で組合の代議員がＩＣレコーダーやビデオ等を使用

して記録したり、抗議活動を行うのには勇気がいると発言した、

組合関係者が現場管理者に暴力を働くという不祥事が発生し、警

察が捜査していると聞く」と書かれているが、定期大会での発言

は指導部が先頭に立って闘うべきと述べたもので、会社は職場で

、「 、 」発生している問題に組合が抗議すると 言っていない していない
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、 。 、と居直るので 証明のために記録が必要という趣旨である また

組合は暴力行為を行っていない。私たちは、今後も当たり前の労

働運動をすすめていきます 」。

(10) 平成１４年７月１５日の掲示物撤去

平成１４年７月１５日午前８時３２分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

（ ）掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点 東海労関西第315

、 、 。が協約違反であるとして 分会員Ｘ15に対して 撤去するよう通告した

、 、 、しかし 分会が上記通告に従わなかったので 会社は上記掲示物を撤去し

同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑨

見出し 「大阪地方裁判所に「ノート裁判」を提訴!!」

要旨

「組合らはノート裁判を提訴しました。Ｙ5総務科長は、Ｘ7副分会

長が紛失した私物のノートを取得しましたが、すぐに返却しよう

とせず、無断でコピーし、さらに関西支社に送るなど、同副分会

長のプライバシーを著しく侵害しました。さらに、本人のコピー

返却要求を拒否しつづけています。そればかりか、ノートの内容

について事情聴取を行う等プライバシーの侵害を拡大させていま

す。また、会社はこのノートの記述内容の一部をことさら曲解し

。 、て組合員に不当な事情聴取を行いました 会社はその事情聴取で

組合を誹謗中傷し、組合員に脱退慫慂を行いました。この会社の

一連の行為は私たちが進めてきた安全を守る職場からの闘いへの

報復的な攻撃です。会社による不当な介入を断固はね返し、裁判

闘争で勝利しましょう 」。

(11) 平成１４年７月１６日の掲示物撤去

平成１４年７月１６日午前１１時１０分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点（東海労関西第31
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6）が協約違反であるとして、Ｘ3分会長に対して、撤去するよう通告し

た。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を

撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑩

見出し 「ユニオン役員に改めて問う！」

要旨

「会社は、隣番線を先に発車する「のぞみ号」の監視をするという

当たり前の行為を行った組合員の車掌に対し、当該行為は業務違

反に該当するとして乗務から外し、反省文を強要し、車掌不適格

として車掌職を剥奪しました。列車の発車の時が一番危険である

ため、車掌は誰でも相互の列車監視・安全監視を行っています。

この車掌は組合の役員で職場の多くの社員から信頼されていたた

め、会社は、当該車掌を職場から追い出したいと考え、常識では

考えられない行動を取りました。まさに、安全よりも組合潰しが

優先されることの証左であり絶対許せません。私たちは、組合員

を狙い打ちにした不当な車掌職剥奪、強制配転に対して断固闘っ

ていきます。また、私たちがこの件に関して配布したビラに対し

て東海ユニオンはビラを掲示し、列車の相互監視には一言も触れ

ないばかりか、組合が盗写を行ったなどとし、ありもしない暴力

事件までもデッチあげました。東海ユニオンは組合に抗議するな

どとしましたが、組合が列車の相互監視等に関して質問したとこ

ろ、東海ユニオンは、全く答えられませんでした。東海ユニオン

の掲示は、会社になりかわって問題の本質をそらそうというもの

であり、私たちは東海ユニオンの役員に改めてこの問題を問うて

いきます 」。

なお、同掲示物には 「隣の列車の出発監視、車掌はみんな実、

行している」として、名古屋駅において隣接線の車掌同士があい

さつ交わしている写真が掲載されている。
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(12) 平成１４年７月１７日の掲示物撤去

平成１４年７月１７日午後２時３５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物２点（交差点Ｎｏ.35及びＮ

ｏ.36）が協約違反であるとして、Ｘ3分会長に対して、撤去するよう通

告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物

を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑪－ａ

見出し 「ユニオン役員よ、問題を捩じ曲げるな!!」

要旨

「組合員である車掌が隣番線の列車の監視を行ったことを理由に車

掌失格として配転されたため、組合は、隣番線の列車の監視は日

常的に誰でも行っていることを証明するため、乗務の様子をビデ

オ撮影しました。ところが東海ユニオンは、私たちが隠し撮りを

したとする内容の文書を封筒に入れて東海ユニオン組合員に配布

した模様です。大阪第二運輸所ホーム検査担当者が自主学習中に

目を閉じて暗記をしていたところ、管理者が「１分間の否認」と

大声を出し 「３点セット」の提出を強要してきました。この件、

に関する謝罪はないが、誤認のようでした。どこの職場でも会社

の一方的な労務施策は、社会的常識から大きく逸脱しています。

我が社しか通用しない非常識が横行しています。このような異常

な職場環境で正常な判断を持って安全・安定輸送を完遂できるだ

ろうか。東海ユニオン組合員は、反論があるならば、公開討論を

行うべきです。私たちを写しているのは、東海ユニオン組合員が

。」主張するような隠し撮りではなく意志を持った監視カメラです

⑪－ｂ

見出し 「Ｙ2前所長・Ｙ3副所長登場!!」

要旨
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「先日、当委員会に係属中の事件の審問が行われ、Ｙ2前所長及び

Ｙ3副所長に対する反対尋問が行われた。また、多数の会社側関

係者が傍聴に来ていたが、勤務時間中の傍聴らしく、業務命令で

行かされたのか、嫌々来ているのか、眠たそうに座っているだけ

でとぼけた連中でした。Ｙ2前所長は、監視カメラを設置した責

任者であり、Ｙ6助役が深夜に乗務員のカバンを開け中身を調べ

ていた事件の当時の所長でした。Ｙ2前所長は監視カメラに関し

て 「社会的にセキュリティが求められたものである」と述べ、、

「Ｙ6助役は私服で電車待ちしていた」としながら 「同助役が、

１２時までいたのは超勤」と矛盾したことを述べるなど、同人の

、 「 」 。証言は 意味不明な 嘘つきは泥棒の始まり というものでした

、 、Ｙ3副所長に対しては 組合員に対する不当で差別的な乗務停止

助役による恫喝、暴言について尋問がありました。予備者の勤務

を見ただけで、乗務停止になったＸ3分会長や遺失物の取扱いを

めぐり６人の管理者から恫喝を受けたＸ11執行委員についての質

問もなされ、管理者の気まぐれで何の根拠もなく乗務停止が行わ

れたことが明らかになりました。また、組合員と話をしていた若

手社員に何を話していたか尋ねた件については、関係を聞くだけ

で社員管理として当然と開きなおって回答していました。これら

の証言から、不当労働行為は目的を持って、会社の方針として意

図的に行っていることが明らかであった。私たちは会社の見解を

審問の場でしか聞けない。それも嘘の話を。情けない会社であ

る 」。

(13) 平成１４年７月１８日の掲示物撤去

平成１４年７月１８日午後０時４分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会掲

示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点（法対ニュースＮｏ.1

05）が協約違反であるとして、Ｘ14執行委員に対して、撤去するよう通

告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物
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を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑫

見出し 「再三、裁判官よりうながされる会社！ 今度こそ組合事務

所の便宜供与を拒否する理由が見つからない会社！」

要旨

「先日、大阪地方裁判所で組合事務所貸与に関する訴訟の期日が開

かれました。裁判官は、前回に引き続き、会社に対して便宜供与

できない主張は終わりですかと尋ねました。会社は「全部出しま

したが、若干残っているかもしれない」と答えるのみでした。こ

の間会社は若干の資料を提出してきましたが、その内容は自らの

不法行為を覆い隠し言い訳を綴ったもので、とうてい便宜供与を

行わない理由として認められる代物ではありません。私たちは、

労働委員会での闘いと職場からの闘いをさらに推し進めていこう

ではありませんか！」

(14) 平成１４年７月１９日の掲示物撤去

平成１４年７月１９日午後４時５１分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（ＪＲ東海労ニュースＮ

ｏ.499）が協約違反であるとして、分会執行委員Ｘ16（以下「Ｘ16執行委

員 ）に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わ」

なかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時

２０分頃、分会に返却した。

⑬

見出し 「知識の確認、技能の確認は公平・公正に行え！」

要旨

「毎年１回、省令に基づくと称して乗務員の知識の確認及び技能の

確認が実施されているが、合否の判断や不合格の際の対応が全職

場で統一されていない。特に東一運、東二運における対応は、運

、 。転士業務はずしや日勤指定など 他職場に比べ異常なものである
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もとより省令は試験を義務付けているものではない。恣意的な判

断による組合員に対する運転士業務はずしや日勤指定は不当労働

行為であり、到底、認められない 」。

(15) 平成１４年７月２９日の掲示物撤去

平成１４年７月２９日午後２時２１分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点（交差点Ｎｏ.37）が協

約違反であるとして、Ｘ16執行委員に対して、撤去するよう通告した。

、 、 、しかし 分会が上記通告に従わなかったので 会社は上記掲示物を撤去し

同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑭

見出し 「ユニオン組織情報Ｎｏ・243号に対する見解」

要旨

「東海ユニオンは、組織情報で組合が配布したビラが肖像権の侵害

等にあたると主張し、暴行事件まででっちあげている。組合がビ

ラを配布したのは、組合員である車掌が隣接線の列車の安全確認

を行ったことに関して、会社が業務指示違反であるとして車掌職

を剥奪し転勤させるという暴挙に出たためである。この業務指示

違反の不当性と組合員を狙い撃ちにした理不尽な攻撃であること

を訴えるために、組合は、これまで当然のこととして誰もが行っ

ている隣接線の安全確認を写真撮影したに過ぎない。問題は、暴

挙を行った会社にあり、東海ユニオンは会社の暴挙を覆い隠すた

めに、肖像権を持ち出し、問題の核心をすり替えようとしてい

る 」。

(16) 平成１４年８月１２日の掲示物撤去

平成１４年８月１２日午前１０時５０分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（ＪＲ東海労ニュース

Ｎｏ.506）が協約違反であるとして、Ｘ16執行委員に対して、撤去する

よう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記
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掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却し

た。

⑮

見出し 「バカヤロー発言はあった いったい誰の声だ？」

要旨

「指令にバカヤローと言ったことを理由としてある分会の元分会長

（Ｘ28元分会長のこと ）が乗務をはずされ、不当な配転をされ。

たが、この件についての証拠保全の取組みが行われ、問題発言を

録音したテープが入手されました。会社は当該分会長がバカヤロ

ーと言ったかは確認できなかったとも言っているが、テープには

バカヤローという声が録音されています。当該分会長への仕打ち

はデッチ上げで行われたもので、名誉毀損、人権侵害に該当す

る 」。

(17) 平成１４年８月１９日の掲示物撤去

平成１４年８月１９日午後５時５１分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記のＪＲ総連作成の掲示物１点が協約違反であると

、 、 。 、して 関西地本執行委員Ｘ17に対して 撤去するよう通告した しかし

分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１

０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却した。

⑯

見出し 「こんなにあるＪＲ東海会社の不法行為」

同掲示物には、会社と組合らとの争訟の一覧表が記されており、

その内容として、提訴又は申立機関及び争訟の経緯及び結果が示さ

れている。

見出し 「拾ったノートを使って組合つぶし」

要旨

「先日、組合は副分会長が落とした組合活動を記載したノートを当

時の上司が取得し、無断でコピーし関西支社に送ったり、ノート
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の内容を広範囲に公表するなど、個人のプライバシーを著しく侵

害した行為について、大阪地方裁判所に訴訟を提起しました。ま

た、現場管理者はノートに名前の記載があった組合員を一人一人

呼び出し事情聴取をし、その中で組合を誹謗中傷し、脱退慫慂を

行いました 」。

(18) 平成１４年９月１８日の掲示物撤去

平成１４年９月１８日午前８時５８分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点が協約違反であるとして

Ｘ16執行委員に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告

に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１

０時２０分頃、分会に返却した。

⑰

見出し「地労委闘争に対する「報復＝訓告処分」に断固抗議する！」

要旨

「会社は、Ｘ3分会長が本件掲示板前の監視カメラの撮影角度を変

えたとして訓告処分を通告した。私たちは、本件掲示板前に設置

されている監視カメラは組合活動に対する支配介入であるとし

、 。 、て 救済申立てを行った 当該事件で４名の組合員が証人として

会社による組合の組織破壊を意図した不当労働行為についての証

言を行ったが、Ｘ3分会長も、監視カメラは不当労働行為である

との証言を行った。すると、会社は、突如として事実をデッチ上

げＸ3分会長に対して、不当な処分攻撃を行ってきた。会社側の

Ｙ3副所長は、本件掲示板前のカメラのアングルに変化があった

ことを証言したが、Ｘ3分会長がカメラの方向を変えたとする事

、 、実に関しては 何ら立証できるような証言をしていないばかりか

会社は具体的な証拠すら提出しておらず、労働委員会という公の

場で事実のデッチ上げを行ったのである。これは、明らかに我々

組合の労働委員会での闘争を圧殺するための会社権力を悪用した
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報復的弾圧である。我々は、会社のデッチ上げたＸ3分会長に対

する訓告処分攻撃の蛮行を断じて許さず、法的手段をも含めて、

総力を上げて断固闘っていくことを明らかにする 」。

(19) 平成１４年９月２０日の掲示物撤去

ア 平成１４年９月２０日午前１０時４８分頃、Ｙ7助役らは、分会が

分会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点が協約違反で

あるとして分会書記長Ｘ18（以下「Ｘ18書記長 ）に対して、撤去す」

るよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は

上記掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に

返却した。

⑱－ａ

見出し 「ボルト折損!! 人命に関わる重大事故が発生してからでは手

遅れだ!!」

要旨

「会社は、ボルトが一本折れても安全走行上全く問題ない等とボ

ルト折損による問題を新幹線の走行上の問題のみに意図的に矮

小化して、一歩間違えば多くの人命に関わる重大事故にもつな

がることを隠蔽し、早急な抜本的対策を放置してきました。先

日、検査でブレーキディスク取付ボルト折損が発見されたが、

この列車の乗車口扉にあった打痕キズに当該ディスクボルトの

ナット部分をあてたところ形が一致しました。私たちの調査で

は、当該列車がトンネル内を走行中に車輪のブレーキディスク

取付ボルトが破損し、そのナット部分が飛んでトンネル内にあ

たり、跳ね返って乗車口扉に当たったものと推測でき、危うく

ナット部分が窓ガラスを打ち破って車内に飛び込み乗客にケガ

をさせる事態であったと思われます。また、私たちの調査によ

れば、ブレーキディスク取付けボルト破損事故は１０６件発生し

ており、そのうち８９件は線路外に飛んでいます。ところが、
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会社は今回のような事態が発生することが当然予測されていた

にもかかわらず、対策を行わず放置し、事態を隠蔽するために

必死になっています。公共交通を担う会社の事故隠し、すなわ

ち早急な抜本的対策の放置を労働組合も黙認し、重大事故が発

、 。 、 、生したら 労働組合も同罪と言えます したがって 私たちは

あえて会社の事故隠しを社会的に告発し、安全輸送実現のため

に闘います 」。

なお、同掲示物の文章の区切りには、小見出しがつけられ、

「ＪＲ東海の新幹線ブレーキディスク取付ボルト欠損「事故隠

し」を告発する 「折損ボルト、危うく窓ガラスを打ち破っ」、

て乗客に怪我 「事故隠し!! 折損ネジ部での打痕キズを必死」、

に隠蔽するＪＲ東海 「ＪＲ東海の安全無視、事故隠蔽を許」、

さず、安全確立に向け闘います！」と記されている。

イ 平成１４年９月２０日午後８時５６分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点（東海労関西第

324）が協約違反であるとしてＸ18書記長に対して、撤去するよう通

告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲

示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分頃、分会に返却し

た。

⑱－ｂ

「 」見出し 何を考えている！ 誰の判断だ！ この責任は重大だ！

見出し 「ブレーキディスク板の検査を省略！」

要旨

（関西支社への緊急申入れ）

「私たちは、ブレーキディスク磁粉探傷検査について申入れを行

ったところだが、ブレーキディスクボルトの破損等が社会的に

問題になっている今日、定められた検査をしていない新幹線車

両が走行していることは、安全上重大な問題であり、ひいては
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乗客の生命にまで関わる問題だと認識する。ここに再使用して

いるディスクの磁粉探傷検査を行わず走行しているすべての新

幹線の即時運行停止を求めて申し入れる 」。

(20) 平成１４年１０月１８日の掲示物撤去

平成１４年１０月１８日午前９時１３分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点（東海労関西第32

8）が協約違反であるとして、分会員Ｘ19（以下「Ｘ19分会員 ）に対」

して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかった

ので、会社は上記掲示物を撤去し、同年１０月２２日午前１０時２０分

頃、分会に返却した。

⑲

見出し 「人の懐の心配をする暇があるなら真面目に組合活動をや

れ!!」

要旨

「東海ユニオンは、関西地本が東海ユニオン組合員に送付した手紙

が気に入らないらしく、組合の組合費が高いことを訴える掲示物

を掲示した。そもそも組合費の額が問題なのではなく、組合員や

その家族の利益を獲得するため使われているかどうかが問題だ。

、 、組合費の安さのみを強調することは それしかないということで

内容や質において指導部の低能さをさらけ出しているだけです。

東海ユニオンの組合費の多くは飲み会に当てられ、その恩恵に預

かっているのは一部の組合員と役員、そして管理者です。飲み会

の実態もユースを中心としてレクリエーションやサークルを行わ

せ、その場に役員や組合員づらした管理者が多数参加し、酒を飲

ませて日頃の不平不満を聞くふりをして査定を行っているという

ものです。東海ユニオンの真面目な組合員の皆さん、無駄な組合

費を払うのはやめて、私たちと一緒に勇気を持って立ち上がろう

ではないですか 」。
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(21) 平成１４年１１月８日の掲示物撤去

、 、平成１４年１１月８日午後９時１０分頃 大阪第二運輸所助役Ｙ9は

分会が分会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点（東海労

関西第331）が協約違反であるとして、Ｘ16執行委員に対して、撤去す

るよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上

記掲示物を撤去し、翌１５年１月１５日午後３時２０分頃、分会に返却

した。

⑳

見出し 「勤務時間外の呼び出しは業務指示である」

要旨

「車掌業務において過不足金が発生した際、会社は勤務時間終了後

に当該車掌を呼び出し事情聴取しながら、勤務として認めない問

題について、私たちは労基署へ相談に行きました。事実経過を聞

いた労基署は、管理者から仕事が終わったら来てくださいと言わ

れたら業務指示に当たり、その時間は労働時間である旨の見解を

示した。会社は、営業職場で人によって超勤をつけたり全くつけ

なかったりしているようですが、労基署は会社の行為は労働基準

法違反に該当すると思われるとの見解も明らかにした。さらに、

会社は従業員からの勤務時間として扱われなかったとの地方苦情

処理会議に対する苦情申告について 「運輸所発足以来誰も問題、

にしてこなかった。本人だけが時間外労働として扱えと言ってい

る」などと理由にならない理由を並べて会議を開催しようとしな

い。また、勤務に該当しないというのならば、拒否できるのか大

阪第二運輸所の管理者に尋ねると 「日勤で話を聞いてほしいの、

か」と乗務はずしの恫喝をし、サービス労働を正当化しようとし

た 」。

(22) 平成１４年１１月１３日の掲示物撤去

平成１４年１１月１３日午後２時１５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分
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会掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物２点（ＪＲ東海労ニュース

） 、 、Ｎｏ.522及びＮｏ.523 が協約違反であるとして Ｘ3分会長に対して

撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会

社は上記掲示物を撤去し、翌１５年１月１５日午後３時２０分頃、分会

に返却した。

○－ａ21

見出し 「東二運分会Ｘ4書記長に対する不当配転を撤回せよ！」

要旨

「１１月７日、会社は東京第二運輸所分会の書記長Ｘ4（東京第二

運輸所分会の書記長Ｘ4のこと。以下「Ｘ4書記長」又は「Ｘ4書

」） 、 。記長 に対し 新横浜事業管理所への配転の事前通知を行った

Ｘ4書記長は、事故以降、日勤勤務を指定され、運転士復帰に向

けたフォロー試験を受けてきたが、シミュレーターの練習を拒否

されたり、３０名もの見学者がいる中でシミュレーター装置を使

った試験が実施されたりした。１０月下旬に新横浜事業管理所長

が「運輸所で日勤をしている組合員が１１月に転勤してくる」と

語ったことからみれば、Ｘ4書記長のフォロー試験は、運転士復

帰のためでなく、配転のための口実づくりと思われる。さらに、

Ｘ4書記長を職場から放出することで、組合破壊をねらったもの

ともいえる。我々は不当配転撤回はもちろん、異常な職場管理体

制打破、安全確立のため、さらに奮闘する 」。

○－ｂ21

見出し 「Ｘ4さんの不当配転を撤回せよ！」

要旨

「組合は本日、Ｘ4書記長に対する配転の事前通知撤回を求め、会

社に申入れをした。Ｘ4書記長はこれまで不当な日勤指定の中で

フォロー試験を受けてきたが、その過程では、３０名を超える管

理者、課員の中でフォロー試験が行われるという異常な事態が発
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生した。さらに、本人の試験合格のためシミュレーター装置を使

。 、って練習をしたいという要望を会社は拒否してきた これらから

会社は試験を合格させない環境を作ったというべきである。私た

ちは不当配転に強く抗議する 」。

(23) 平成１４年１１月２２日の掲示物撤去

平成１４年１１月２２日午後４時１７分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の掲示物１点が協約違反であるとして、分会員

（ 「 」） 、 。 、Ｘ20 以下 Ｘ20分会員 に対して 撤去するよう通告した しかし

分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、翌１５

年１月１５日午後３時２０分頃、分会に返却した。

22○

見出し 「信用のないユニオン分会長と書記長」

同掲示物は、前記第２の２の(3)のエ(ｲ)記載の差出人不明の者から

送られた１１．１４郵便物の内容を記載したもの 「分会掲示に大き、

な反響！ ユニオン分会三役に不満続出！ 反響のまたもや手紙届

く!!」と記載された文書及び関西地本あての封筒から成っている。

(24) 平成１４年１２月９日の掲示物撤去

平成１４年１２月９日午後７時４７分頃、Ｙ7助役等は、分会が分会

掲示板に掲示した下記の掲示物１点が協約違反であるとして、Ｘ3分会

長に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わな

かったので、会社は上記掲示物を撤去し、翌１５年１月１５日午後３時

２０分頃、分会に返却した。

23○

見出し 「サービス労働を強要する会社！ 業務中に発生した過不足

金を巡る事情聴取は業務でないのか！」

要旨

「会社は、業務中に発生した過不足金について、退出点呼後に呼び

出し、事情聴取や過不足金発生チェックシートへの記入を求める
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一方、これにかかった時間を超過勤務とせず、サービス残業を強

要している。現場では状況報告を書いた場合は超勤になると言っ

ているが、状況報告の対象になるかは２０００円以上か否かで決

められており、この見解は論外である。また、会社は、幹事間の

説明は、会社業務として命じた場合は労働時間にすると現場の説

明と矛盾したことを言ったが、業務で発生した問題の延長で行う

ことが業務指示とならないとするのはおかしい。過不足金をなく

すために事情聴取や過不足金発生チェックシートへの記入を実施

しているのだから、これにかかる時間は労働時間とするのが当然

である。管理者からの呼出しが超勤の対象にならないならば、業

務指示ではないのだから、応じる必要はないはずであるのに、会

社は拒否した場合には日勤にする場合があるとも言っている 」。

(25) 平成１４年１２月１６日の掲示物撤去

平成１４年１２月１６日午前１１時５４分頃、Ｙ7助役らは、分会が

分会掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点（交差点Ｎｏ.７）が協

約違反であるとして、Ｘ9執行委員に対して、撤去するよう通告した。し

かし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、

翌１５年１月１５日午後３時２０分頃、分会に返却した。

24○

見出し「苦肉の策が連判状か!?」

要旨

「東海ユニオンの分会は、組合らが若い社員に郵送した手紙への対

応策として「手紙はいらない」とする連判状を掲示板に貼り出し

た。しかし、伝え聞くところによるとこの連判状は、東海ユニオ

ン若手組合員の意思に反して、しかも、東海ユニオン役員ではな

く、一部管理者によって押印を強制されたものらしい。これが事

実ならば職制を利用した不当労働行為である。その他にも、管理

者が東海ユニオン若手組合員に組合が出した手紙に関して 「変、
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な手紙は来ていないか？来たら内容証明付きで送り返してやれ」

と言う等、管理者が勤務時間中に組合活動を行っていた事実が発

覚している。このことについて会社はどう釈明するだろうか。今

回のような管理者による強制、強要を許してしまうと、自由に発

言できない職場になってしまいます。暗黒の職場支配を許さない

ために闘おう 」。

なお、大阪第二運輸所の所長以外の管理者のほとんどすべての者

は、労働組合に加入しており、加入者全員が東海ユニオンに所属し

ていた。

(26) 平成１４年１２月１７日の掲示物撤去

平成１４年１２月１７日午後７時３０分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物２点が協約違反であるとし

て、Ｘ14執行委員に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上

記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、翌１５年１月１

５日午後３時２０分頃、分会に返却した。

○－ａ25

見出し 「急告!! 本日（１７日）大阪第二運輸所に労働基準監督署が調

査に入る！」

要旨

「時代に逆行している会社のサービス労働強要の実態が明らかにな

る。私たちは労働者の権利を守るために闘う」

○－ｂ25

見出し 「ユニオン一部役員に警告する！」

要旨

「最近、東海ユニオン有志一同を名乗るものから、組合を誹謗中傷

する手紙が組合員の自宅に郵送されたが、言いたいことがあるな

ら、堂々と労働組合として主張すべきである。東海ユニオン組合

員の皆さん、東海ユニオンは、組合の役員が組合員の意見を聞か
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ないと言っているようだが、東海ユニオンの役員は、皆さんの意

見や不平・不満を会社管理者と一体となって押さえ込んではいま

。 、 、 、せんか 先日 東海ユニオンは 私たちが郵送した手紙に関して

若手の東海ユニオンの組合員の連判状らしきものを貼り出した

が、皆さんの意思に基づくものですか。責任を放棄した東海ユニ

オンの役員に代わって、一部の跳ね上がり管理者から、強要・恫

喝されて仕方なく印鑑を押したのではないですか。この行為は、

企業権力を利用した労働組合への支配介入であると警告する 」。

(27) 平成１４年１２月２４日の掲示物撤去

平成１４年１２月２４日午後３時２７分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点（交差点Ｎｏ．９）が協

約違反であるとして、Ｘ16執行委員に対して、撤去するよう通告した。

、 、 、しかし 分会が上記通告に従わなかったので 会社は上記掲示物を撤去し

翌１５年１月１５日午後３時２０分頃、分会に返却した。

26○

見出し 「サービス労働を強要する会社!!」

要旨

「会社は、業務中の過不足金の発生について、退出点呼後に従業員

を呼び出し、事情聴取や過不足金発生チェックシートの記入をさ

せていますが、これにかかった時間を超過勤務扱いにせず、サー

ビス労働を強要している。現場では、状況報告の対象になるか否

かで超過勤務扱いにするか否かを判断しており、会社は幹事間の

、 、説明で 勤務時間以外の呼出しを超勤扱いにするか否かについて

ケースバイケースで、単に声をかける場合もあるし、明確に業務

指示として呼び出した場合は労働時間になると述べている。過不

足金が発生し、管理者から呼出しを受け、超過勤務にしないなら

ば、呼出しに応じる必要はないはずなのに、会社は過不足金をな

くすために行っており、拒否した場合は日勤にすることもあると
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述べている。そうすると、業務上の必要性に基づき事情聴取等を

行っているのだから、労働時間として取り扱うことが当然で、会

社の行為は労働基準法第３７条に違反している 」。

(28) 平成１５年１月９日の掲示物撤去

平成１５年１月９日午前１０時３１分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

（ ）掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点 東海労関西第338

及び分会作成の掲示物１点が協約違反であるとして、Ｘ14執行委員に対

して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかった

ので、会社は上記掲示物を撤去し、同月１５日午後３時２０分頃、分会

に返却した。

○－ａ27

見出し 「２００３年平和運動に邁進しよう!!」

要旨

「組合員、家族の皆さん、あけましておめでとうございます。今世

紀もまた戦争へと突き進み、確実に戦前へ回帰する中にあり、Ｊ

Ｒ総連に結集する労働組合組織の破壊を目的とする労働組合員の

逮捕もありました。私たちは、この反動の嵐に抗して攻撃を粉砕

しなければなりません。そして、職場ではエスカレートする不当

配転、不当処分の乱発、三点セットの強要が当たり前に行われて

いるこの苦痛な現実に対し、立ち向かっていかねばなりません。

また、東海ユニオン組合員の中には、その役員に対して不満があ

ることも感じられますが、会社、東海ユニオン役員はこの不満を

恫喝によって抑えこんでいます。本年もともに奮闘していこうで

はありませんか 」。

なお、同掲示物には傘下の各分会長からの年頭あいさつも掲載

されており、その中に「所長以下管理者による社員に対する「人

権無視のいじめ」がありました 「会社は、安全を無視するよ」、

うな運行を幾度となく行ってきました」という記載がある。
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○－ｂ27

見出し 「労基署が所長以下に注意・指導!! 今回の問題は「労働時

間の管理をしっかりしていないからだ」!!」

要旨

「私たちは過不足金発生に関連した労働時間問題に取り組み、労基

署にも相談してきたが、先日、労基署からの調査が入り、事実関

係の報告書の提出が求められた。会社は調査では労基署の担当者

１名に所長以下６名が対応し、報告書の提出には所長ら３名がか

なり緊張した趣で対応したそうです。会社は、呼出しは過不足金

の原因を思い出せないから支援として行っている等と説明したよ

うだが、労基署は「今回の問題は、労働時間の管理が曖昧だから

発生したもので、曖昧な意識はいけない。労働時間の管理をしっ

かりするように」と所長らに注意、指導をし、所長はわかりまし

たと回答したそうです。乗務員の皆さん、会社の考え方からする

と、過不足金発生に伴う事情聴取には一切応じる必要はありませ

ん。私たちは、労基署に対して嘘の報告までする会社に対して、

サービス労働の撤廃に向けて闘っていきます 」。

(29) 平成１５年１月１４日の掲示物撤去

平成１５年１月１４日午前１０時５５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点が協約違反であるとし

て、Ｘ3分会長に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記

通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同月１５日午後３

時２０分頃、分会に返却した。

28○

見出し 「内部告発、第三弾が届く!! やっぱり連判状作成に、一部

管理者が関与していた！ 一部管理者と分会長の行為は 「不、

当労働行為」であり、糾弾されるべきである！」

要旨
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「組合に届いた三通目の告発状には、東海ユニオン分会長と管理者

が一人一人東海ユニオンの労働組合員を呼び出し、押印を強要し

て 「ユニオンユースによる連判状」を作成したという、同分会、

長と管理者が結託して不当労働行為を行ったことが書かれてい

た。人権を無視し職権を利用して、押印を強制、強要することは

絶対に許されるものではありません。告発状を送ってきたＡ君、

次回は、是非、不当労働行為を行った管理者の名前を明らかにし

てください。傲慢な分会長と職権を乱用する管理者を糾弾し、少

。」しでも明るく働きやすい職場をつくるために共に闘っていこう

(30) 平成１５年１月１５日の掲示物撤去

平成１５年１月１５日午後７時５９分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（ＪＲ東海労業務速報Ｎ

ｏ.400）及び分会作成の掲示物２点が協約違反であるとして、分会副分

会長（当時）Ｘ2（以下「Ｘ2副分会長 ）に対して、撤去するよう通告」

した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を

撤去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

○－ａ29

見出し 「重要施策の実施断念！ 「新幹線電車検査周期延伸」ボル

トはまだ折れるのか！」

要旨

「会社は実施を検討していた新幹線列車の検査周期延伸を平成１４

年度中は実施しないことを関西地本などに対して業務委員会で明

らかにした。組合からの質問に関して会社は窓口において「答え

る必要はあるが説明する必要はない」などと極めてふざけた対応

をしている。実施断念は、何度対策をたててもボルトの折損事故

がなくならないこと、さらに私たちの検査周期延伸反対の闘いに

よるものだ。安全が確立されていない状況での検査周期延伸は安
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全上問題があり、延伸の中止に向けてさらなる闘いを展開しまし

ょう 」。

○－ｂ29

見出し 「内部告発、第三弾が届く!!」

要旨

「東海ユニオン掲示板に貼り出された連判状は職権を利用して押印

を強制されたものであるとする東海ユニオン若手組合員からの手

紙が届いた。人権を無視し、職権を利用した強制・強要は許され

るものではない。次回の手紙では、押印を強要した人物の名前を

明らかにするよう期待する。人権を無視した強権的な職場支配を

許さず、少しでも明るく働きやすい職場をつくるために共に闘っ

ていこう 」。

○－ｃ29

見出し 「労働基準監督署から指摘を受ける!!」

要旨

「時間外労働問題について、会社は、労基署に過不足金発生チェッ

クシートに不備があった場合は管理者が支援を行っているが、こ

れは事情聴取に基づく業務命令ではないなどと説明したが、会社

の行為は明らかなサービス残業の強要だ。改善を求めて闘ってい

こうではないか 」。

(31) 平成１５年１月１８日の掲示物撤去

平成１５年１月１８日午後３時２５分頃 大阪第二運輸所助役Ｙ10 以、 （

下「Ｙ10助役 ）らは、分会が分会掲示板に掲示した下記の分会作成の」

掲示物１点が協約違反であるとして、Ｘ20分会員に対して、撤去するよ

う通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲

示物を撤去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

30○

見出し 「告発状第４弾届く!!」
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要旨

「年末に東海ユニオンが掲示した連判状形式の「手紙は要らない」

、 。 、と題する文書は 会社と手を組んで作成したものである むしろ

会社が作ったものといった方が正しいかも知れない。総務科長が

内勤中に、出勤もしくは退出時の若手を呼び込みまでして、押印

させたものだ。一部の者は、労働時間中に呼ばれている。労働組

合が会社と手を組んで不当労働行為を認めるとは何たることか。

また、担当助役は組合からの手紙や年賀状についても 「届いた、

か」と尋ね、会社と東海ユニオンが共同して回収を行っている。

前回、組合がアンケートはがきを同封した手紙を送付した時は、会

社も回収は１００％行うと言っていた。回収に応じない人物がア

ンケートに応じた要注意人物となるわけだ。東海ユニオンには常

に会社が関わっていて、正常な組合活動は行われず、自由に物も

言えない異常な状態になっている。東海ユニオンの上層部が会社

から甘い汁を吸っている。都合の悪いことにはいつも蓋をするの

は、会社も東海ユニオンも同じだ 」。

なお、同掲示物の見出しの下には 「捺印を「強制・強要したの、

は総務科長だった!! 」と記載されている。」

(32) 平成１５年１月２１日の掲示物撤去

平成１５年１月２１日午前１１時３３分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点が協約違反である

として、Ｘ16執行委員に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会

が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年６月４

日午後３時５０分頃、分会に返却した。

31○

見出し 「不当配転・配属粉砕の闘いに勝利！」

要旨

「会社は、平成７年から大阪第一車両所及び大阪第三車両所に設置
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しているサービスセンターを解消することを明らかにした。同セ

ンターは不当労働行為の温床で、不当差別、配転により設置され

た職場である。私たちは、このサービスセンターにおける配置・

配属は不当であるとして裁判や労働委員会で争うなどしてきまし

たが、同センターの解消は、会社の攻撃を我々の団結力で跳ね返

し粉砕した勝利の結果であるといえます。熾烈化する会社の攻撃

を粉砕するため、さらなる組織の強化を目指して闘っていきまし

ょう 」。

(33) 平成１５年１月２７日の掲示物撤去

平成１５年１月２７日午前１１時０５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分

会掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点及び分会作成の掲示

物２点（交差点Ｎｏ.12及び同Ｎｏ.13）が協約違反であるとして、Ｘ2副分会

長に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わな

、 、 、かったので 会社は上記掲示物を撤去し 同年６月４日午後３時５０分頃

分会に返却した。

○－ａ32

見出し 「不当労働行為について申し入れ！」

要旨

「東海ユニオンの掲示板に組合からの手紙を拒否するとした押印を

添えた文書が掲示された。これは一見労労問題に見えるが、総務

科長をはじめとする複数の管理者が、東海ユニオンに加入してい

る従業員に対して、勤務時間中に押印を強要したことが明らかに

なった。この行為は、組合活動に会社が介入する極めて悪質な不

。 、 。」当労働行為に該当する ここに会社に対して 厳重に抗議する

○－ｂ32

見出し 「事故隠蔽?! 偽装か?!」

要旨

「先日、見習運転士が停止位置不良（行き過ぎ）を起したが、その



- 54 -

際の修正は、指令が指示のあるまで動かないようにとしているに

もかかわらず、指導操縦者の判断により行われた。すなわち、停

止位置不良を運転士の判断で勝手に修正し、指示指令に違反したも

、 、のであるが 職場にはこれについて指導・注意を促す掲示すらなく

かわりに事実を歪曲した「他山の石」が掲示されている。この件

について、助役に質問しても「運転士の判断で修正したんじゃな

いか、記録に残ってないらしい」等と返答し、事故を隠蔽してい

るとしか思えない。所長は年末年始安全輸送期間、何が何でも事

故を起したくなかったのでしょう。陰湿で卑怯な職場になったも

のです。私たちは事故・ミスにおける事実隠蔽と偽装を許さず、

明るい職場づくりと安全確立の闘いを推し進めていきます 」。

○－ｃ32

見出し 「 過不足金」発生に伴う事情聴取は一切応じる必要はな「

い!!」

要旨

「先日、労基署が大阪第二運輸所に調査に入り、Ｙ11所長（大阪第

二運輸所の所長Ｙ11のこと。以下「Ｙ11所長 ）以下に注意、指」

導するという前代未聞の不祥事があった。労基署の注意、指導に

対し、所長らは「はい、わかりました」と回答した。タダ働きさ

せた社員にＹ11所長は謝罪すべきだ。会社は、労基署に、労働時

間外に過不足金発生チェックシートの記入などを拒否しても、ペ

ナルティはない等と説明したとしており、この説明は会社の実態

と大きく食い違っていることから、私たちは労基署に対し、直接

担当した助役に対して調査するよう強く申し入れた。労基署に嘘

の報告をしてまでサービス労働を隠蔽しようとする会社に対して

今後も粘り強く闘っていく。過不足金があるとすると、助役のと

ころへ行くように言われるが、これは助役が呼んだのではなく自

発的に来たもので業務指示に当たらないとして扱う、これはタダ
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働きの巧妙なワナである 」。

(34) 平成１５年２月１６日の掲示物撤去

平成１５年２月１６日午前８時５７分頃、Ｙ10助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点が協約違反であるとし

て、Ｘ9執行委員に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上

記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年６月４日午

後３時５０分頃、分会に返却した。

33○

見出し 「勤務時間に組合活動!!」

要旨

「Ｙ12総務科長（大阪第二運輸所の総務科長Ｙ12のこと。以下「Ｙ

12総務科長 、助役及びユニオン分会長が結託して行った不当」）

労働行為を告発する手紙が届いた。昨年、東海ユニオンの掲示板

に掲示された連判状は、東海ユニオン分会長と管理者が、東海ユ

、 、ニオン若手組合員を一人一人呼び出して 押印を強要し作成され

その中心人物がＹ12総務科長だった。私たちは、Ｙ12総務科長及

び会社の不当労働行為を絶対に許しません 」。

、 、「 」、なお 同掲示物の上記見出しの下には 勤務時間に組合活動!!

「ユニオンユース組合員に捺印を強制・強要!! 「人権無視!! 、」、 」

「不当労働行為!! 「組合の自主性を侵害!! 「組合運動に対す」、 」、

る支配介入!!」との見出しが併記して記載されるとともに、その下

「 、 」に 白昼堂々と不当労働行為をする Ｙ12総務科長は もういらん

と記載されており 「Ｙ12総務科長は、もういらん」の文字は同掲、

示物中、最も大き文字で記載されている。

(35) 平成１５年２月１７日の掲示物撤去

平成１５年２月１７日午後１時４５分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

（ ）掲示板に掲示した下記の関西地本作成の掲示物１点 東海労関西第343

が協約違反であるとして、Ｘ14執行委員に対して、撤去するよう通告し
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た。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤

去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

34○

見出し 「労基署が大阪第二運輸所に２度目の調査を行なう！」

要旨

「先日、労基署は２度目の職場調査を行い、３名の管理者に対して

事情聴取をしました。前回の調査では、会社は過不足金発生に関

する勤務時間外の事情聴取について強要して行ったわけではない

などとまったくのデタラメを報告していたが、今回も、３名の管

理者は前回調査の内容をオウム返しのように答えるだけで、事前

に口裏を合わせごまかした対応を取った。会社は、勤務時間内外

の明確な取決めもなく、管理者の恣意的な対応で、過不足金の発

生の責任の全てを社員に押し付ける犯人扱いするような対応で事

情聴取を行っている。私たちは、勤務時間外の事情聴取を勤務時

間扱いにするよう会社に申し入れてきましたが、会社は社員にサ

ービス労働を強要しています。私たちは働きやすい労働条件を目

指して今後も取り組んでいきます 」。

(36) 平成１５年２月２６日の掲示物撤去

平成１５年２月２６日午後２時５６分頃 大阪第二運輸所助役Ｙ13 以、 （

下「Ｙ13助役 ）らは、分会が分会掲示板に掲示した下記の関西地本作」

成の掲示物２点（東海労関西第344）が協約違反であるとして、 Ｘ18

書記長に対して、撤去するよう通告した。しかし、分会が上記通告に従

わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年６月４日午後３時５

０分頃、分会に返却した。なお、これらの掲示物は、両面に印刷された

ビラのそれぞれの面を表に向けて２点として並べて掲示したものであ

る。

○－ａ35

見出し 「労基署が会社に対し「口頭注意」！」
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要旨

「会社は、車掌業務で発生した過不足金に関しての事情聴取を勤務

時間外に行っていたにもかかわらず、勤務と認めずサービス労働

をさせていました。労基署の調査において、会社は、業務に関す

る事情を聞いておきながらそれを社員への支援や単なる会話とウ

ソぶいてきましたが、どんな奇麗事で取り繕うとも会社のウソは

誰の目にも見透かされている。会社は口頭注意の事実を素直に認

めるべきだ 」。

○－ｂ35

見出し 「淀川労働基準監督署による口頭注意に関する申し入れ」

要旨

「関西地本は会社に対して、労基署が行った口頭注意の内容を組合

側と確認すること、口頭注意の内容を全従業員に明らかにするこ

と、この件について早急に労使協議の場を設定することを申し入

れる 」。

(37) 平成１５年３月３日の掲示物撤去

平成１５年３月３日午後０時２２分頃、Ｙ13助役らは、分会が分会掲

示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点 ＪＲ東海労ニュースＮｏ.（

531）が協約違反であるとして、Ｘ12執行委員に対して、撤去するよう

通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示

物を撤去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

36○

見出し 「ユニオン２００３年春闘「ベアゼロ」容認か?! 「ベアと

夏季手当の同時要求 」」

要旨

「会社は、新賃金交渉において夏季手当についても議論し回答する

ことを口頭で提案した。東海ユニオンからの申入れを受け入れ、

会社は賃上げと夏季手当の回答と妥結をセットで行うことにする
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というもので、従来の交渉を全く無視した乱暴極まりないもので

ある。東海ユニオンのベアと夏季手当の同時要求はベアゼロを前

提としたものであることは明らかで、同時要求の根拠は何も示さ

れていないし、この時期に交渉するメリットは何も示されていな

い。組合員を愚弄する東海ユニオンと会社の茶番は明らかだ！」

(38) 平成１５年３月７日の掲示物撤去

平成１５年３月７日午後２時５８分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会掲

示板に掲示した下記の分会作成の掲示物１点（交差点Ｎｏ.15）が協約違反

であるとして、Ｘ3分会長に対して、撤去するよう通告した。しかし、分

会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年６月

４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

37○

見出し 「淀川労働基準監督署大阪第二運輸所及び会社に対して「口頭注

意 」」

要旨

「先日、労基署は労働時間に対する認識が曖昧であるとして正式に

会社に口頭注意を発した。これは、過不足金が発生した場合の事

情聴取についてサービス労働を強要していることが労働基準法違

反であったからに他ならない。過不足金が発生した場合の事情聴

取、過不足金発生チェックシートの記入の強要について、会社は

事情聴取の意思はなく、業務指示は行っておらず、単なる会話で

あると嘯いたそうだが、事情聴取は社員側が拒否して帰れるよう

な状況でなかったことは私たちが一番わかっている。弱みに付け

込んで、会社は確信犯としてサービス労働を強要している。会社

、 、 。 、は 違法行為と知りながら法を犯す 非道徳的会社である また

会社はＱＣ活動や提案を自己の時間に行わせ、勤務評価の対象に

はしないとしつつ、現実は明らかに、間接的に強要している。こ



- 59 -

のようなことが日常繰り返されることによって、サービス労働を

強要し、させられているという認識を風化させているのである。

サービス労働は労働基準法違反です。労働基準法が守られている

か、私たち労働者がしっかり監視していく必要がある 」。

(39) 平成１５年３月１４日の掲示物撤去

平成１５年３月１４日午後１時２分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会掲

示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点 ＪＲ東海労業務速報Ｎｏ.（

405）が協約違反であるとして、分会員Ｘ21に対して、撤去するよう通

告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物

を撤去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

38○

見出し 「会社提案に対する回答「今交渉において、夏季手当の要求

は出さない」社員の努力に応えるためにもベアを実施しろ！」

要旨

「組合は、春闘交渉において、会社が今交渉において夏季手当を議

論し回答するとしたことに対して、東海ユニオンとだけ決めたこ

とを強要している、今交渉で夏季手当を議論し回答を受けること

のメリットはない、ベアゼロを前提とした夏季手当の議論と回答

という危惧を持つとして、今交渉において夏季手当の要求は出さ

ないと回答した。会社はベアに関しては、厳しいとの回答を繰り

返すのみでした 」。

(40) 平成１５年３月１９日の掲示物撤去

平成１５年３月１９日午後０時６分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会掲

示板に掲示した下記のＪＲ総連及び組合作成の掲示物１点が協約違反で

あるとして、Ｘ8執行委員に対して、撤去するよう通告した。しかし、

分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記掲示物を撤去し、同年６

月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

39○
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見出し 「 Ｘ5・Ｘ6解雇無効裁判」最高裁の上告棄却に抗議する」「

要旨

「最高裁判所はＸ5裁判について、上告受理申立てを棄却した。Ｘ5

組合員らの解雇は、平成３年の組合結成と同時に決起した安全確

立の闘いの広がりへの報復である。直接的には、会社の看板商品だ

った３００系のぞみ号の導入を急ぐが故の会社の杜撰な台車検査

計画を頓挫させた組合の組織破壊を目的としたもので、また、こ

れは国家権力とＹ4社長のＪＲ総連の破壊のもくろみの一環でも

ある。平成５年に始まる３００系車両の台車検査の訓練に端を発

する攻撃は、会社、警察権力、養殖組合が一体として行ったもの

である。１０年間の裁判闘争に対するＪＲ総連傘下の皆さんのご

支援に、心から感謝と御礼を申し上げ、Ｘ5組合員らとともに会

社と闘い続ける決意を明らかにする 」。

(41) 平成１５年３月２４日の掲示物撤去

平成１５年３月２４日午後２時３７分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の組合作成の掲示物１点（ＪＲ東海労ニュースＮ

ｏ.544）が協約違反であるとして、分会書記次長Ｘ22に対して、撤去す

るよう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上

記掲示物を撤去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

40○

見出し 「戦争大好きＹ4社長！ 政府の判断は正しい」

要旨

「Ｙ4社長は、ダイヤ改正等について述べた定例記者会見で、イラ

ク情勢について質問を受け、よせばいいのに「日本政府はアメリ

カを支持するとの声明を総理が出しており、これは正しいと思い

ます」と戦争支持を明らかにした。みなし公務員の一企業経営者

が出過ぎたことだ。Ｙ4社長は今年元旦の新聞紙上での発言とい

い、戦争が好きなのだろう。それほど戦争が好きならば国際秩序
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回復のために自らイラクへ行くといい 」。

(42) 平成１５年３月３１日の掲示物撤去

平成１５年３月３１日午後６時１１分頃、Ｙ7助役らは、分会が分会

掲示板に掲示した下記の関西地本大阪第一車両所分会作成の掲示物１

点 関西地本関西地区分会作成の掲示物１点及び分会作成の掲示物１点 交、 （

差点Ｎｏ.17）が協約違反であるとして、分会員Ｘ23に対して、撤去する

よう通告した。しかし、分会が上記通告に従わなかったので、会社は上記

掲示物を撤去し、同年６月４日午後３時５０分頃、分会に返却した。

○－ａ41

見出し 「勝利声明」

要旨

「私たちが大阪第一車両所分会を結成して以来、会社、現場管理者

等は、ありとあらゆる手段をもって私たちの組織と運動の破壊を

目的とした攻撃を仕掛けてきた。私たちは、この悪辣な攻撃に対

して、憤然と立ち上がり、雇用を守る闘いなどへの取組を進め、

その一環として掲示板での組合掲示物を通じて、会社からの攻撃

の実態等の周知を図ってきた。会社、管理者はこれを嫌悪し、組

。 、合掲示物の一方的不当撤去という暴挙に打って出た これに対し

組合は平成７年に救済申立てを行い、同１０年に勝利命令を勝ち

取った。ところが、会社は、この命令を踏みにじり掲示物の不当

撤去を再開したため、同１１年に、組合は新たに救済申立てを行

い、本日、勝利命令を勝ち取った。今後は、現在もかけられてい

る会社による攻撃を粉砕し、安心して働ける職場作りを通じて、

組織の強化、拡大を目指して奮闘していくものである 」。

○－ｂ41

見出し 「地労委（Ｈ・Ｉ）不当命令に対する抗議声明」

要旨
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「本日、１３－２８、４９事件について、申立てを棄却する不当

命令が出された。これは、１１－３３事件の勝利命令に伴い社

会的にも自らの不当労働行為が明らかになった会社が副委員長

に対して報復的攻撃を行った事案で、１１－３３事件において

証拠資料として提出された配布資料明細書によって不当労働行

為を暴露された会社が、問題を資料の入手経路、入手方法へと

すりかえ、守秘義務違反を理由に副委員長に対し二度の事情聴

取の後、始末書・顛末書の提出を強要し、訓告処分を行ったも

のである。処分通知書には守秘義務違反とはなく、会社施設内

での組合活動、会社の備品の無断使用というように巧みに会社

は個人の責任に変質させているが、私たちは労働組合として会

社と対峙しており、これを個人の問題とする悪意に満ちたすり

かえを断じて許さない。これらは、明らかに１１－３３事件で

の敗北を予想した会社の行った卑劣な報復攻撃である。今回の

。命令は会社による組織破壊攻撃を下支えした不当なものである

私たちは、今後も、仲間と共に闘っていく 」。

○－ｃ41

見出し 「自らイラクへ行け!! テロの目標にされる発言」

要旨

「定例記者会見で、ある企業の社長は、今、イラクで起きている

米英による武力攻撃に対する国際世論の武力攻撃反対の声を全

く無視し、戦争を支持する発言をしました。開戦後は、テロを

警戒して、新幹線も含め、攻撃目標となり得る重要施設では厳

戒態勢に入っているにもかかわらず、その企業の社長が自らテ

ロの目標にされるような無責任な発言をし、社員を危険にさら

すとは信じられません。それだけ戦争が好きなら、自ら武力攻

撃に参加すべくイラクへ行くべきです。なんと、無神経で非人

間的な人物でしょう！右翼的思想をお持ちの社長か！国際世論
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を無視して、平気で大量殺戮の支持を表明する社長が君臨する、

会社で働く社員は気の毒としか言いようがありません 」。

５ 掲示物撤去にかかる地方苦情処理会議の開催について

(1)ア 協約第２７２条第１項では 「組合員が、労働協約及び就業規則等、

の適用及び解釈について苦情を有する場合は、その解決を苦情処理会

議に請求することができる 」とされている。そして、協約では、苦。

情処理機関として 「中央苦情処理会議」及び「地方苦情処理会議」、

を設けることとされ、前者は本社に、後者は「地方において団体交渉

を行う箇所」に設置することとされており（協約第２７３条 、この）

うち「地方苦情処理会議」は、会社を代表する委員及び組合を代表す

る委員各３名の苦情処理委員によって構成することとされている（協

約第２７７条 。）

イ 組合員から、苦情申告があった場合は、労使各側の苦情処理委員か

らそれぞれ選出された１名の幹事間で事前審理を行い（協約第２８２

条及び同第２８４条 、事前審理において、申告を受けた苦情の内容）

が苦情として取り扱うことが適当であると認められた場合には、地方

苦情処理会議で受理され、審議されるが（協約第２８５条第１項 、）

適当であると認められない場合には、当該苦情は、却下される旨規定

している（協約第２８６条 。）

なお、事前審理において、苦情として取り扱うことが適当であると

されるには労使各側幹事の合意が必要とされている。また、事前審理

の結果は、苦情申告を行った組合員には直接通知されず、組合側幹事

を通じて、当該組合員に知らせることになっている。

(2) 平成１４年３月下旬から同年４月中旬にかけて、Ｘ3分会長ほか数名

の分会員は、会社が分会掲示板上の掲示物を撤去理由を明確にせず、一

方的に撤去したことは協約に違反するとした苦情申告票計１０数通を関

西支社の地方苦情処理会議あてに提出した。
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(3) 平成１４年４月８日及び同月１８日、関西支社の地方苦情処理会議の

事前審理が、労使双方の幹事間で開催された。

会社側幹事は、上記(2)の苦情申告について、①協約第２２９条からす

ると、掲示物の内容が協約に違反するか否かは、会社の判断事項と解釈さ

れること、②会社が撤去理由を組合に説明しなければならないとの規定

は存在しないこと、③毎年の協約改訂を議題とする団交において、会社

側が上記①及び②に言及した上で協約が改訂されていることから、これ

らの苦情申告は協約に定める苦情処理の範囲に該当しないと主張し、苦

情として取り扱うことは適当ではないと述べた。このため、これら苦情

申告を地方苦情処理会議で取り扱う旨の合意は成立せず却下された。

なお、会社は、協約改訂に当たって、上記会社側幹事が述べた①及び

②の説明並びに掲示物の撤去理由を説明する考えがないことを説明して

いた。

(4) Ｘ3分会長は、平成１４年４月１７日付けで、上記同月８日に開催さ

れた事前審理において、分会掲示板上の掲示物の撤去に関する苦情申告

を却下したことが協約に違反するとした苦情申告票を関西支社の地方苦

情処理会議あてに提出した。この苦情申告についても、同月１８日に開

催された事前審理において協議され、地方苦情処理会議で取り扱う旨の

合意は成立せず却下された。

６ フォロー試験について

(1) 平成９年頃から、会社は、運転士等の乗務員が事故等を発生させる等

業務の取扱いを誤った場合は、当該乗務員のその後の勤務予定を日勤勤

（ ） 、 、務 乗務を行わず事務所等で勤務すること に変更の上 事情聴取の後

再教育を行い、フォロー試験に合格するまで、原則として列車の乗務に

復帰させない取扱いをするようになった。

なお、再教育は日勤勤務に指定された勤務日に行われるが、その期間



- 65 -

及び内容は、原則として現場長が決定する。

(2)ア フォロー試験は、筆記試験である知識確認と、シミュレーター装置

を用いて実際に運転に関する作業をし、基本動作を正しく行っている

かを確認する技能確認から成る。ただし、状況によっては知識確認と

技能確認のいずれか一方のみが課せられることもある。

イ 知識確認は、乗務に関連した会社の規程等を出題範囲としている。

技能確認は、列車を起動するために必要な運転整備、車両故障等が

発生した場合の処置である応急処置、実際の運転操作の三分野から成

り、複数の採点者が行うべき作業を記載した技能確認チェックシート

を用いて、受験者の作業状況を確認しながら採点する。

なお、会社は筆記試験の答案や技術確認チェックシートの内容を受

験者に開示していない。

ウ フォロー試験に不合格の場合には、通常、約１か月後に再度受験す

るが、状況に応じてそれよりも短い間隔で試験が実施されることもあ

る。

エ 大阪第二運輸所においては、知識確認及び技能確認のいずれにおい

ても、７割以上正解した場合を合格としている。また、知識確認につ

いては、穴埋め問題、選択問題、記述式問題等の形式による複数の問

題をあらかじめ作成しておき、それを任意に組み合わせて各受験者に

対して出題している。

(3) 会社の運転事故報告取扱細則によると、責任事故は、会社の安全対策

部長が乗務員の取扱い誤りにより生じた鉄道運転事故等の中から認定す

。 、 、 、ることとされている また 責任事故のうち 鉄道運転事故となったもの

輸送障害となったもの、インシデントに該当するもの、事故により人の死傷

を生じたもの、物の損傷の損害額が５０万円以上のもの、飲酒によるなどの

原因が悪質なもの、その他重要なもの、に該当するものを「責任事故Ａ 、」
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それ以外の責任事故を「責任事故Ｂ」と認定するとされている。なお、

関西支社においては、乗務員の取扱い誤りにより発生した鉄道運転事故

等で責任事故に至らなかったもののうちから 「準事故」を認定してい、

る。

大阪第二運輸所においては、乗務員に対して、当該鉄道運転事故等が

、 、 、責任事故Ａ 責任事故Ｂ 及び準事故のいずれかと認定されたか否かは

通知していない。

(4) 国土交通省令である「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」は、

次のとおり定めている。

「第１０条 鉄道事業者は、列車等の運転に直接関係する作業を行う係

員並びに施設及び車両の保守その他これに類する作業を行う係員

に対し、作業を行うのに必要な知識及び技能を保有するよう、教

育及び訓練を行わなければならない。

２ 鉄道事業者は、列車等の運転に直接関係する作業を行う係員が

作業を行うのに必要な適性、知識及び技能を保有していることを

確かめた後でなければその作業を行わせてはならない。

３ 鉄道事業者は、列車等の運転に直接関係する作業を行う係員が

知識及び技能を十分に発揮できない状態にあると認めるときは、

。 」その作業を行わせてはならない

会社は、上記の省令に基づき、社内規程として「新幹線運転取扱実施

基準規程」を定めており、教育及び訓練について、次のように規定して

いる。

「第６条 列車又は車両の運転の安全に関係がある作業を行う係員につ

いては、運転関係業務適性検査取扱細則の定めに基づく適性検査

を行い、その作業に必要な保安のための教育を施して、作業を行

うのに必要な知識技能を保有することを確かめた後でなければ、

作業を行わせてはならない。 」

(5) 平成１１年１０月２２日、組合員である運転士Ｘ24（以下「Ｘ24組合員 ）」
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は、京都駅にて、連絡電話の呼出音を列車の扉が閉じた際に鳴る音と思

、 、 、い違いをし 乗客の乗降を行わないまま列車を起動させるなどし 結局

当該列車は京都駅を７分増延して発車した。これは責任事故Ｂと認定さ

れ、Ｘ24組合員は８日間の日勤勤務指定中に再教育を受け、フォロー試

験として知識確認１４回、技能確認２０回を受験した後、同１３年６月

２９日に合格し、列車乗務に復帰した。

(6) 平成１２年１１月３０日、運転士であるＸ19分会員は、新大阪駅発車

前に携帯時計を見誤り、発車時の行路票の時刻確認、携帯時計の時刻確

認を怠り、当該列車を所定発車時刻の４５秒前に発車させた。これは準

、 、事故と認定され Ｘ19分会員は４日間の日勤勤務指定中に再教育を受け

フォロー試験として知識確認４回、技能確認６回を受験した後、同１３

年５月２２日に合格し、列車乗務に復帰した。

会社は、大阪第二運輸所の乗務員準備スペースに設置された業務用掲

示板に、平成１２年１１月３０日付けで「警告 列車早発事故発生」と

題する指導科長名の文書を掲示した。同文書の要旨は、以下のとおりで

ある。

「過日、新大阪駅発車時に、時計を見間違い、４５秒早発するという

事象が発生した。原因は、意識を持たず、漫然と作業をしていたこ

とにある。当該運転士は指押しにて発車時刻と時計を確認し、発車

三原則を行ったと言っているが、これでは 「仏作って魂入れず」、

である。年末年始の多客輸送を目前に控え、魂を入れた業務の遂行

を望むものである 」。

(7) 平成１３年４月１５日、運転士であるＸ20分会員は、大阪第一車両所

で、車両の入換中にＡＴＣの切替えを失念した。これは準事故と認定さ

れ、Ｘ20分会員は３日間の日勤勤務指定中に再教育を受け、フォロー試

験として知識確認１０回、技能確認１３回を受験した後、同１４年４月
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１１日に合格し、列車乗務に復帰した。なお、この取扱い誤りはＸ20分

会員の自己申告により明らかになったものである。

(8) 平成１４年２月２３日、東海ユニオンに加入している運転士Ｚ1（以

下「Ｚ1運転士 ）は、小田原駅到着時、意識が朦朧となり、停止位置」

を２０メートル行き過ぎ、当該列車を小田原駅に８分遅着させた。これ

は責任事故Ｂと認定され、Ｚ1運転士は８日間の日勤勤務指定中に再教

育を受け、フォロー試験として知識確認１回、技能確認１回を受験した

後、同年３月７日に合格し、列車乗務に復帰した。

会社は、大阪第二運輸所の乗務員準備スペースに設置された業務用掲

示板に、同年２月２８日付けで「警告掲示 停止位置不良発生」と題す

。 、 。る指導科長名の文書を掲示した 同文書の要旨は 以下のとおりである

「過日、小田原駅にて運転士が一時的に意識朦朧となり停止時機を逸

し、所定の停止位置を約２０メートル行き過ぎて停止する事故が発

生した。過去にも、眠気によるブレーキ時機の失念、目測の誤り等

の同種事故が発生している。ブレーキ時機は運転士として一番緊張

しなければならない瞬間であり、この時機に自分の意識を最高潮に

持っていくのが、運転士としての職責である。日頃より各自が体調

管理に努め、緊張箇所での注意を高め、作業を確実に行い同種事故

防止に努められたい 」。

(9) 平成１４年３月２日、東海ユニオンに加入している運転士Ｚ2（以下

「Ｚ2運転士 ）は、静岡駅と掛川駅の間を運転中に速度計算を誤り、」

区間採時を行わなかったため掛川駅を２分遅通した。これは責任事故Ｂ

と認定され、Ｚ2運転士は６日間の日勤勤務指定中に再教育を受け、フ

ォロー試験として知識確認３回、技能確認２回を受験した後、同年４月

２２日に合格し、列車乗務に復帰した。

会社は、大阪第二運輸所の乗務員準備スペースに設置された業務用掲
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示板に、同年３月２日付けで「警告 遅通事故発生！」と題する指導科

長名の文書を掲示した。同文書の要旨は、以下のとおりである。

「 、 。 、過日 列車が掛川駅を２分遅通するという事故が発生した 原因は

担当運転士が静岡駅通過後、次駅までの残距離を間違いその結果、

区間の速度計算を誤り、途中の速度計算を行わず走行したことにあ

る。速度計算の誤りも然ることながら、途中での速度計算が全くな

されていないことも問題である。これまで再三、２回以上の区間採

時の実行を喚起しているにもかかわらず、このような事故が起こる

のは誠に遺憾である。今後は、基本動作を確実に励行し同種事故の

防止に努められたい 」。

(10) 平成１４年３月２日、東海ユニオンに加入している運転士Ｚ3（以下

「Ｚ3運転士 ）は、名古屋車両所で誤った箇所に器具を装着しため、」

。 、他の社員の操作時にこの器具が破損した これは責任事故Ｂと認定され

Ｚ3運転士は６日間の日勤勤務指定中に再教育を受け、フォロー試験と

して知識確認２回、技能確認２回を受験した後、同年４月１０日に合格

し、列車乗務に復帰した。

(11) 平成１４年４月２日、東海ユニオンに加入している運転士Ｚ4（以下

「Ｚ4運転士 ）は、東京第一車両所で運転整備を行った際、列車番号」

を誤って設定した。これは準事故と認定され、Ｚ4運転士は４日間の日

勤勤務指定中に再教育を受け、フォロー試験として知識確認は実施され

ず、技能確認１回を受験した後、同月７日に合格し、列車乗務に復帰し

た。

(12) 平成１４年１１月１３日、組合員である運転士Ｘ25（以下「Ｘ25組合

員 ）は、東京第一車両所で運転整備を行った際、列車番号を誤って設」

定した。これは準事故と認定され、Ｘ25組合員は４日間の日勤勤務指定

中に再教育を受け、同１６年５月１日現在で、フォロー試験として知識

確認１６回、技能確認１６回を受験したが合格していない。
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なお、Ｘ25組合員は、平成１７年９月２０日フォロー試験に合格し、

列車業務に復帰した。

(13) 平成１４年、組合員であるＸ26は取扱い誤りを行なったが、知識確認

２回、技能確認３回を受験してフォロー試験に合格し、取扱い誤りから

約３か月後に運転業務に復帰した。また、同１５年６月、組合員である

Ｘ10執行委員は取扱い誤りを行ったが、技能確認１回を受験してフォロ

ー試験に合格し、取扱い誤りから約１週間後に運転業務に復帰した。

一方、同１２年頃、東海ユニオンに加入しているＺ5は取扱い誤りを

行ったが、知識確認６回、技能確認１３回を受験してフォロー試験に合

格し、取扱い誤りから約１年後に運転業務に復帰した。また、同年、東

海ユニオンに加入しているＺ6は、取扱い誤りを行ったが、知識確認５

回、技能確認２回を受験してフォロー試験に合格し、取扱い誤りから約

６か月後に運転業務に復帰した。

(14) 会社は、大阪第二運輸所の乗務員準備スペースに設置された業務用掲

示板等に上記(6)、(8)及び(9)以外にも乗務員が発生させた事故等に関す

る掲示を行った。

７ Ｘ3分会長への訓告について

(1) 平成１４年６月１２日午後３時６分ころ、Ｘ3分会長は、本件カメラ

に近寄り、本件カメラに触れたことにより、同カメラの撮影角度が変わ

った。

本件カメラは、新大阪駅西側高架下庁舎３階の大阪第二運輸所内通路

の突き当たりで、西日本旅客鉄道株式会社電気課との間の常時閉扉され

ている防火扉付近の天井（床から２３０㎝上部）に設置されていた。本

件カメラの映像は、映像の左約３分の２は各労働組合が使用する掲示板

を写すものであり、その余の右約３分の１の部分に、左から、乗務員ロ

ッカー室の扉、壁、乗務員ロッカー室の他方の扉を写すものであった。
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なお、本件カメラの撮影角度が変わったことにより、右端に小さく写

っていた乗務員ロッカー室の扉が写らなくなった。

また、当時、１２－８２事件が大阪府労委に係属中であったが、同日

までにＸ3分会長は同事件において組合側申請の証人として証言をして

おり、同年７月２日には、Ｙ2元所長及びＹ3副所長に対する反対尋問が

予定されていた。同事件は、同３の(3)のエのとおり、同労委によって

会社が関西地本の本件カメラの撤去申入れ等に応じないことが不当労働

行為に当たるとされた。

(2) 平成１４年６月２８日、Ｙ3副所長及びＹ12総務科長が出席し、本件

カメラの撮影角度が変わっていることについて、Ｘ3分会長に対する事

情聴取が行われた。Ｘ3分会長は、同月１２日に本件カメラを触ったこ

とを否認した。

(3) 平成１４年９月６日、会社は、Ｙ3副所長がＸ3分会長に対して、同日

付け訓告書を読み上げることにより、本件訓告を通知した。同訓告書に

記載された訓告事由は下記のとおりである。なお、Ｘ3分会長は、同訓

告書の受領を拒否した。

「平成１４年６月１２日、大阪第二運輸所にセキュリティ対策として設

置されているＩＴＶカメラの撮影角度を変え、その防犯機能を失わせ

、 。 、 。」たことは 社員として誠に不都合な行為である よって 訓告する

また、会社は、Ｘ3分会長の同年年末一時金について、本件訓告を理

由として成績率を５％減じて算出した額を支給した。

(4) 会社は、次のとおり、就業規則で社員の懲戒等を定めている。

「第１４０条 社員が次の各号の１に該当する行為を行った場合は、懲

戒する。

(1) 法令、会社の諸規程等に違反した場合

(2) 上長の業務命令に服従しなかった場合
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(3) 職務上の規律を乱した場合

(4) 注意を怠り、又は必要な助言、諫止又は援助を欠き、よっ

て事故を発生させ、あるいは損害を拡大させた場合

(5) 旅客又は運送品の取扱いに関して、不正な行為を行った場

合

(6) 金銭物品の取扱い又は土地家屋等の売買に関して、不正な

行為を行った場合

(7) 物品又は財産を不当に損壊し、滅失し、又は私用に供した

場合

(8) 懲戒されるべき事実を故意に隠した場合

(9) 履歴又は提出書類を偽り、その他不正な方法により採用さ

れたことが判明した場合

(10) 社員証の発行、行使等に関して、不正な行為を行った場合

(11) 他人を教唆煽動して、上記の各号に掲げる行為をさせた場

合

(12) その他著しく不都合な行為を行った場合

第１４１条 懲戒の種類は次のとおりとする。

(1) 懲戒解雇 予告期間を設けず、即時解雇する。

(2) 諭旨解雇 予告期間を設けず、即時解雇する。

(3) 出勤停止 ３０日以内の期間を定めて出勤を停止し、将来

を戒める。

(4) 減 給 賃金の一部を減じ、将来を戒める。

(5) 戒 告 厳重に注意し、将来を戒める。

。 」２ 懲戒を行う程度に至らないものは訓告又は厳重注意する

また 会社は賃金規程により ①期末手当の支給額は [基準額× １、 、 、 （

－期間率±成績率）]とすること、②基準額は人事部長が別に定めるこ

と、③訓告を受けた者は成績率を５％減ずること、を定めている。

(5) Ｘ3分会長が本件訓告に関して苦情申告票を関西支社の地方苦情処理
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会議あてに提出したところ、苦情として取り扱うことが適当であると認

められ、平成１４年９月１９日、地方苦情処理会議が開催された。

会社側の苦情処理委員は、①本件カメラの撮影角度が変わったことが

確認されていること、②本件カメラの角度が変わる前後に撮影された映

像中にＸ3分会長が写っていること、③本件カメラの撮影角度が変わる

際に本件カメラの方を振り向く社員が写っていたこと、④当該社員に対

し、事情聴取を行ったところ、Ｘ3分会長が本件カメラに触れていると

ころを見たと証言したこと、を述べた。

結局、Ｘ 分会長の上記苦情申告は却下された。3

第３ 当委員会の判断

１ 争点(1)（分会の救済申立人適格）について

〔会社の主張要旨〕

労働委員会に救済申立てをなし得る労働組合は、労働委員会の労働組合

資格審査において、所定の労働組合法の規定に適合するとの決定を得なけ

ればならず、申立人適格を有する労働組合というためには、①構成主体、

②自主性、③目的、④団体性、⑤労働組合の規約中の定め、の各点におい

て労働組合法所定の規定に適合することが必要である。しかし、分会は、

組合の関西地方本部の最末端の内部組織に過ぎず、組合や同地方本部から

離れて独自の活動をすることは不可能であることは自明である。また、た

とえ形式的に規約が存在しそこに議決機関ないし執行機関の定めが存在し

ていたとしても、その実態はなく、少なくとも会計の独立性は全く有して

いないのであるから、上記要件のうち②、④及び⑤の要件を欠いており、

救済申立てをする当事者適格を有する労働組合には該当しない。

〔当委員会の判断〕

会社は、上記のとおり主張するが、前記第２の１の(3)認定のとおり、

分会は、独自の分会規約を設けている上、分会長、副分会長などの役員を

有し、分会大会、分会執行委員会などの組織体制を整えており、また、本
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件において認められるように、分会による掲示物の作成・掲出の情宣活動

など分会独自の活動を行っていることは明らかである。そして、当委員会

、 、は 平成１９年１１月２１日開催の第二部会の労働組合資格審査において

分会は労働組合法第２条及び第５条第２項の規定に適合すると判定し、労

働組合法上の労働組合としての適格決定を行った。

したがって、この点についての会社の主張は採用できない。

２ 争点(2)（本件掲示物撤去）について

〔当事者の主張要旨〕

(1) 会社の主張要旨

ア 本件掲示物撤去の正当性の判断は、掲示物の撤去要件について定め

た協約第２２８条及び同第２２９条の文言に該当するか否かという観

点から客観的に判断されなければならない。

組合らに掲示板使用を許諾するか否かは使用者の裁量の範疇にあ

り、使用者がこれを許諾する場合、掲示板の大きさ、場所及び使用条

件はもっぱら使用者と労働組合の合意によって決定され、許容される

掲示物の内容についても、使用者と労働組合の合意によって限界が画

される。このことからすれば、掲示物の撤去が正当か否かは当該掲示

物が労使間で合意した撤去要件に該当するか否かによって決まり、使

用者が撤去要件に該当する掲示物を撤去する行為は正当な行為であっ

て支配介入たり得ない。協約第２２８条は 「会社の信用を傷つけ 、、 」

「事実に反し」を撤去要件と定めており、これらの文言上の意味は一

義的に明確であるから、初審命令が、協約に基づき会社が組合に対し

組合掲示板を貸与しているものとしながら、会社が協約を根拠にして

掲示物を撤去することについて相当の理由を必要とするものと解すべ

きである旨判断したことは、協約当事者の意思に反する独自の解釈で

あり失当である。

イ 掲示物撤去が支配介入になるか否かの問題と、掲示物の掲出が民事

上違法か否かの問題は一応別次元の問題ではあるが、協約第２２８条
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に示されている会社又は個人の名誉・信用を毀損し、あるいは職場規

律等を乱すという撤去要件については、民事上名誉毀損ないし職務規

律違反として違法な掲示物の掲出が上記協約に違反することは明白で

ある。しかるに、初審命令は、それらについての民事上の違法性に関

する判例法理を踏まえておらず、民事上違法な掲示物の掲出を正当と

しており失当である。

すなわち、第一に、名誉毀損と事実の真実性に関する最高裁判所の

判例の法理は、労使紛争にも当然適用があり、組合らは、掲示物の記

載内容が真実であるか真実と信じるに足りる相当の理由があることを

立証しなければ免責されないところ、初審命令は組合らがこの点に関

し何ら立証を行っていないにもかかわらず本件掲示物の撤去の大半を

支配介入と判断しており誤っている。さらに、初審命令は、掲示物の

記載内容につき事実の摘示、意見表明の各部分を具体的に検討しない

まま判断しており失当である。

第二に、最高裁判所は、関西電力事件において、民事上違法とされ

る活動は組合活動としても違法であるとしているが、民事上違法な活

動には名誉毀損等の不法行為に該当する場合のみならず企業秩序遵守

義務に違反する場合も含むと解され、企業秩序遵守義務違反には会社

の名誉、信用を毀損しない義務の違反のみならず個人に対する誹謗・

中傷により会社に対し故なき不信感を醸成しないよう行動すべき義務

の違反も含まれるところ、本件掲示物の掲出は、企業秩序が維持され

るべき会社施設内の多数の社員、第三者の目に触れる場所で行われ、

企業秩序を著しく乱していることは明らかであるから、正当な組合活

動であると到底認められないにもかかわらず、初審命令がこの点を看

過していることは失当である。

ウ 組合掲示板使用をめぐる使用者と労働組合の権利義務関係は、分会

掲示板使用を許諾した際の両者の合意すなわち協約によって決まると

ころ、協約上、掲示物が協約に違反するかどうかは会社の責任で判断
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すると定められている（協約第２２９条）一方、会社が組合らに対し

協約違反の理由を説明する義務や組合らが掲示物に関し自主的撤去な

ど相当の措置をとる時間的猶予を与える義務は定められていないので

あるから、撤去手続の態度いかん等を支配介入の判断に当たり考慮す

ることは誤りである。

（各本件掲示物撤去に関する会社の主張要旨は、後記〔当委員会の判

断〕の( )のイの当該各撤去についての判断箇所に記載）2

(2) 組合らの主張要旨

ア 会社は、組合結成以来、組合活動に対する支配介入、組合員に所属

することによる差別扱い等を繰り返してきたが、とりわけ、掲示物の

撤去については日常茶飯事のように行ってきた。

イ 組合掲示物は、労働組合としての主義・主張を示したものであり、

職場にいる分会員にとって重要な情報の伝達手段である。そうである

のに、会社はなんら具体的理由を明らかにすることなく掲示物撤去を

行ってきており、これは組合の運営に対する支配介入に当たる。

ウ 本件掲示物は、いずれも組合としての主義・主張を示したものであ

り、初審命令が撤去を相当と判断した２点の掲示物の掲出も含め、こ

。 、 、れを撤去することは相当ではない 初審命令のとおり 分会掲示板は

職場の中の廊下に設置されており、一般の人の目にも触れるものでも

なく、ましてや組合と会社は長い間対立関係にあり、本件掲示物に多

少表現の問題があったにしても、組合の主義・主張として許される範

疇のものである。

〔当委員会の判断〕

(1) 本件掲示物撤去に係る判断枠組について

ア 労働組合法第４章第２節に定める労働委員会の不当労働行為救済制

度は、労働者の団結権等の保護を目的とし、これらの権利を侵害する

使用者の一定の行為を不当労働行為として禁止した同法第７条の規定

の実効性を担保するために設けられたものであり、不当労働行為によ
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って発生した侵害状況を除去、是正し、正常な集団的労使関係秩序の

迅速な回復、確保を図ることを目的としている。そして、労働組合法

第７条第３号が使用者に労働組合の結成、運営に対し支配し介入する

ことを禁じたのは、労働組合の自主性、団結力及び組織力を確保し、

使用者との間に実質的な対等性を保障するため、使用者による組合弱

体化のおそれのある不当な行為を禁止したものと解される。

、 、そうすると 労働組合法第７条第３号の支配介入の成否については

単に使用者の行為が民事上の権利義務関係の観点からみて正当か否か

にのみに依拠して判断することは相当ではなく、従前の労使の対立関

係の有無・程度等集団的労使関係秩序に関連する諸般の事情を総合考

慮した上、問題となる使用者の行為が組合を弱体化するおそれがある

不当な行為か否かに着眼して判断すべきものである。

この点、会社は、前記関西電力事件に関する最高裁判所の判例（最

判昭和５８年９月８日労働判例４１５号２９頁）を引用した上、民事

上違法な活動は組合活動としても違法であるところ、本件掲示物の掲

出は会社及び会社管理者に対する中傷・誹謗に満ちており、これら掲

示物が会社施設内の多数の社員や第三者の目に触れる場所で掲出され

たことを併せ考えれば、企業秩序を乱していることは明らかであるか

ら、これら掲示物の掲出行為は民事上も違法であり、正当な組合活動

とも認められない旨主張する。

しかしながら、上記判例は、その大部分が事実に基づかず、又は事

実を誇張歪曲して会社を非難攻撃し、全体として誹謗中傷するビラの

配布を理由とする懲戒（譴責）処分の効力が争われた事案において、

当該ビラ配布「行為をもって労働組合の正当な行為とすることもでき

ないというべきである」旨の判断を示しているものに過ぎず、およそ

民事上違法とされる活動がすべて組合活動としても違法であるなどと

一般的に判示したものではないことは明らかであるから、会社の上記

判例の引用は本件に適切ではない。そして、上記のとおり、支配介入
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の成否は、集団的労使関係秩序に関連する諸般の事情を総合的に考慮

した上で、使用者の行為が労働組合を弱体化させるおそれのある不当

な行為に該当するか否かによって決するものであるから、掲示物掲出

行為が民事上違法であるか否かのみの観点から結論を導くことはでき

ず、会社の上記主張は適切でないと言わざるを得ない。

イ そこで、掲示物協約が締結されている状況下における掲示物撤去が

支配介入に該当するか否かの判断枠組について検討を加える。

、 、労働協約は 使用者及び労働組合が対等な当事者として協議を行い

その結果双方の自主的な合意に基づいて締結されるものであるから、

当事者の一方である使用者がその合意内容に反し、正当な理由がない

のにその合意内容を履行しなかった場合は、対等な当事者として行っ

た交渉の成果を軽視し、労働組合の立場を著しく不安定にするもので

あって、その団結力及び団体交渉力を減殺し、労働組合を弱体化する

おそれのある不当な行為と言い得る。そして、労使間で掲示板の貸与

協約が締結されている場合、使用者が掲示物を撤去する行為は、同協

約に基づく組合の掲示板利用の権利を侵害し、同協約による正常な集

団的労使関係秩序を害するものとして、それ自体で原則として組合の

弱体化を招くおそれがある不当な行為といえ、支配介入に該当する。

他方、同協約に、掲示物の記載内容が事実に反し、会社の信用を毀損

する場合には使用者が掲示物を撤去できるなどの規定が置かれている

場合には、当該掲示物が撤去要件規定に該当すれば、使用者の掲示物

撤去行為は、原則として支配介入にならないものと解することができ

る。

ウ そして、掲示物の記載内容の撤去要件該当性の判断のあり方につい

ては、当該掲示物が全体として何を訴えようとしているのかとの点を

踏まえて、当該記載内容による被侵害利益の性質、侵害の程度、記載

内容の裏付け証拠の有無、掲示物掲出をめぐる労使関係等の具体的事

情を実質的・総合的に考察した上で、当該掲示物が労働組合に掲示板
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を貸与した労働協約の趣旨・目的に反するものといえるか否かによっ

て判断されるべきである。

以下、その理由を述べることにする。

(ｱ) 本件当時、組合掲示物に関し、協約は、第２２７条第１項におい

て 「組合は、会社の許可を得た場合には、指定された掲示場所に、

、 、 、 。」おいて 組合活動に必要な宣伝 報道 告知を行うことができる

と規定し、同第２２８条第１項において 「掲示類は、組合活動の、

運営に必要なものとする。また、掲示類は、会社の信用を傷つけ、

政治活動を目的とし、個人を誹謗し、事実に反し、又は職場規律を

乱すものであってはならない 」と規定するとともに、同第２２９。

条において 「 会社は組合が第２２８条等の規定に）違反した場、（

合は、掲示類を撤去し、掲示場所の使用の許可を取り消すことがで

きる 」旨規定していた。。

組合掲示物は、労働組合の組合員に対する情報伝達、意見集約の

基本的な手段であり、労働組合の活動にとってその必要性が高く、

特に、本件のように、従業員の交替制勤務が取られている会社にお

、 。いては 掲示板上の掲示物を介しての上記情報伝達等が重要となる

このことは、掲示板利用の便宜供与を受ける組合はもとより、協約

への調印に応じた会社においても少なからず認識していたものと考

えられる。そうすると、協約第２２７条第１項及び同第２２８条第

１項第１文を合理的に解釈すれば、会社は、このような組合掲示板

及び同掲示物の組合活動における意義・趣旨をも考慮して、組合に

対し組合掲示板を貸与し、その使用により組合活動に必要な宣伝、

報道、告知を行う組合の権利を認めたものであるとみることができ

る。

他方、協約第２２８条第１項２文及び同第２２９条は、組合掲示

板の使用による会社の損害及び職場規律の乱れの防止、個人の権利

保護を目的として、組合掲示板に掲出する掲示物の内容が会社の信
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用を毀損するもの、事実に反するもの、個人を誹謗・中傷するもの

等については、組合に掲示板を貸与した趣旨・目的に反する掲示物

として会社が自ら撤去できることを定めたものであると考えられ

る。

(ｲ) そこで、掲示物の記載内容が、協約の趣旨・目的に反するものか

否かが問題となるが、この際、組合掲示板に掲出される掲示物の以

下のような特色・事情を考慮することが必要・不可欠である。

a 労使関係を巡るある事象が発生した場合、労働組合としては当

該事象に対する労働組合の認識、意見等を当該組合員に出来る限

り早期に伝えたり、当該組合員の意見を早期に集約し当該組合員

の理解・協力を求め労働組合としての意思決定を図る必要性があ

る場合が多く、そのため事象の発生後速やかにその旨を記載した

掲示物を掲示板に掲出する必要があること。

b 労働組合が経営事項等使用者が保有する情報を情宣活動に先立

ってあらかじめ入手することは事実上困難であること。

c 労使間で対立する事象に関して労働組合が作成する掲示物の内

容は、通常労働組合は、組合組織を防衛し、当該事象に関する労

働組合の立場を強調する必要から、労働組合の立場からの批判や

抗議の表明になりがちであること。

ｄ 上記ａ～ｃの事情から、組合掲示物の記載内容には多少の誇張

や正確さを欠くものが含まれることはやむを得ないものであり、

当該労使関係の実情に相当程度通じている企業経営者、職制、そ

の従業員、他の労働組合の組合員等は、このような組合掲示物の

特質を認識し、その上で掲示板に掲出された掲示物の趣旨・内容

を理解するのが通常であること。

ｅ 組合掲示物は、その対象読者が当該組合員であることが予定さ

れていることが通常である上、実際上も企業施設内に設置された

組合掲示板に貼付された組合掲示物を閲覧する者は、当該組合員
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のほか、職制、従業員等企業関係者といった限られた範囲の者で

あることから、企業の信用や個人の名誉が問題となる組合掲示物

にあっても、その記載によって侵害される程度は、新聞雑誌等の

報道による侵害の程度に比較して一般的に軽度であるといえるこ

と。

(ｳ) 協約の前記趣旨・目的及び組合掲示物を巡る上記特色・事情に照

らすと、組合掲示物が撤去要件に該当するか否かを判断するに当た

っては、当該掲示物が全体として何を伝えようとし、訴えようとし

ているかを中心として、実質的に撤去要件を充たすか否かを検討す

べきであり、当該掲示物の記載内容のうち細部若しくは個々の記述

又は表現のみを取り上げ、これをもって「事実に反する」とか「会

社の信用を傷つける」等と判断することは相当でないというべきで

ある。

そして、組合掲示物の記載内容の撤去要件該当性については、さ

らに、以下のような諸事情、すなわち、

a 当該掲示物の記載内容はいかなる信用・名誉にかかわるものか

（掲示物による被侵害利益の内容に関する観点であり、企業内の

労使関係に関係するものか、企業の中心的業務や企業の安全上の

信用に関わる性質のものか、社会一般との関係において問題とな

るものか、特定の第三者との関係で問題となるものか等を検討す

ることになる 。。）

b 当該掲示物の掲出による企業の信用毀損、職場規律の乱れ、個

人の名誉毀損等、権利侵害の危険性の有無・程度はどのようなも

のか。

c 組合掲示物の記載内容を裏付ける証拠の有無、内容及び程度は

どのようなものか。

d 当該組合掲示物が掲出された当時の労使事情、とりわけ当該組

合掲示物が掲出された具体的な経緯はどうであったか。
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等々の具体的な事情を実質的・総合的に検討した上で、当該掲示物

が労働組合に掲示板を貸与した労働協約の趣旨・目的に反するもの

といえるか否かによって判断されるべきである。

(ｴ) 以上からすれば、掲示物撤去の正当性は、掲示物の撤去要件につ

いて定めた協約第２２８条及び同第２２９条に規定されている意味

内容が一義的に明確な「会社の信用を傷つけ」等の撤去要件の文言

に該当するか否かという観点から客観的に判断されなければならな

いとする会社の主張は、これを採用することができない。

なお、会社は、名誉毀損と事実の真実性の関係について判示した

最高裁判所の判例（最判昭和４１年６月２３日民集２０巻５１号１

１８頁）を引用し、組合らは、掲示物記載内容が真実であることあ

るいは真実と信じるに足りる相当の理由があることを立証しなけれ

ば免責されず、組合らが当該立証を何ら行っていないのに、本件掲

示物中５１点の掲出行為を正当と判断したことは誤りがある旨主張

する。しかしながら、上記判例は名誉毀損の不法行為につき加害者

の損害賠償責任が成立するか否かに関する判断であり、掲示物を撤

去する行為が不当労働行為か否かが問題となっている本件に直ちに

引用することは適切とは言い難い。よって、会社の上記主張も採用

できない。

エ また、上記(1)のアのとおり、支配介入の成否は、使用者の行為が

組合弱体化のおそれがある不当な行為といえるか否かの点にかかって

いるので、そうした行為といえるかについては、掲示物の撤去要件該

当性のみならず、その他の労使関係等諸般の事情も踏まえて判断すべ

き場合がある。

使用者が協約違反と判断する場合においても、状況に応じ、表現の

修正、一部削除、掲示期間の短縮等撤去以外の方法を含めて組合に弾

力的な対応を求めていくことは、掲示板貸与に関する協約の円滑な運

用のために望ましいことであり、支配介入の成否に関し、こうした事
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情を考慮すべき場合がある。

(2) 本件掲示物撤去について

会社が行った各本件掲示物撤去の支配介入該当性について各別に検討

する前に、共通の問題について、以下検討を加える。

ア 分会掲示板の設置位置及び状況等について

(ｱ) 会社は、①分会掲示板設置箇所が一般第三者の立入りが禁止され

ているか否かを問わず、掲示物の記載内容が協約第２２８条に反す

るものであれば撤去の対象になることは明らかであり、それが会社

・組合間の合意になっていること、②分会掲示板の設置箇所は不特

定多数の者が出入りでき、掲示物をみることができる場所であるか

ら、初審命令は事実認定を誤っている旨主張する。

(ｲ) しかし、組合掲示板の設置位置及び状況、とりわけ会社関係者以

外の第三者が閲覧できる可能性の有無・大小については、組合掲示

物による会社の信用毀損、個人の名誉毀損等の有無・程度に直接的

に関係する事情であって、上記(1)のウの(ｳ)bの判断要素になるも

のであり、撤去要件該当性の判断を行う上で重要視されるべきもの

である。

そして、前記第２の３の(2)認定のとおり、分会掲示板が設置さ

れている新大阪駅西側高架下庁舎の一般人の出入りは原則として禁

止されており、同掲示板は、同西側高架下庁舎３階の大阪第２運輸

所内の駅ホームに通じる階段から最も離れた西側通路の最も奥に位

置する防火扉横の壁面に設置されているのであるから、分会掲示板

を閲覧する第三者は極めて少ないと認められるし、そのような設置

、 、状況の下においては 同掲示板に掲出された掲示物を閲覧する者は

会社と組合らとの間の具体的な労使事情に通じた会社関係者、すな

わち会社経営者、会社職制、会社従業員がほとんどであると考えら

れる。

そうすると、分会掲示板の設置状況に関する会社の上記主張は理



- 84 -

由がないから採ることはできない。

(ｳ) なお、前記第２の４の(1)認定のとおり、会社は、掲示物撤去に

当たり、どの部分が協約に抵触しているのか組合らに説明していな

いし、分会の再三の説明要求に対しても説明を行わず、会社は撤去

通告後遅くても１時間後までに当該掲示物を撤去していることが認

められるのであって、会社は、本件掲示物撤去の手続・手順につい

て集団的労使関係上の配慮をしたものとは認められない。

イ 各本件掲示物撤去について

(ｱ) 平成１４年５月２９日の掲示物（前記第２の４の(1)の①）撤去

について

前記第２の４の(2)認定のとおり ①の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「

Ｒ東海労業務速報Ｎｏ.376」であるが、その内容は、サッカーのワ

ールドカップ開催に伴う観客輸送について、業務委員会を開催し輸

送体制及び輸送時の安全の確保を求めたことを報じたものである。

会社は、会社は駅のガラスに飛散防止フィルムを貼ると回答した

が、新幹線車両のガラスに貼ると回答した事実はないから、同掲示

物の記載は事実に反する、と主張する。

しかし、たとえ会社主張のとおりであるとしても、誤りは飛散防

止フィルムを貼る場所に関する１点のみであり、このことが直ちに

会社の信用を毀損したり、会社に損害を与えるようなことは考え難

、 、 「 」く 同掲示物を全体としてみると 撤去要件にいう 事実に反する

ものとまではいえない。

よって、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえない。

また、この程度の誤りであれば組合にそれを伝え正確な報道を求

めれば足りることであり、撤去するまでの必要性は認められない。

したがって、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｲ) 同年６月６日の掲示物（同②）撤去について

前記第２の４の(3)認定のとおり、②の掲示物は、ＪＲ総連作成
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の「ＪＲ総連通信Ｎｏ.536」であるが、その内容は、会社とＪＲ総

連の間のシナリオ裁判の棄却判決に対しＪＲ総連の見解を示すとと

もに、上訴審で「闘うことを確認」することを主たる目的としたも

のである。

会社は 「シナリオ裁判」とされる判決の「原告主張の被告らの共同、

不法行為を認定するに足りるものということができる との前には 写」 「

しである本件送付文書が形式的にも実質的にも証拠力を有するもの

であるとすれば、本件送付文書は原告主張に沿う証拠を裏付けるも

のとして、同証拠と相まって」との文章があり 「認定するに足り、

るもの」との結論は、証拠力があると仮定した上のものであって、

実際には判決は 「写しの成立はもとより、写しに対応する真の原、

本の存在及びその成立を認めることができないから、その証拠力を

論じる前提を欠く」と判断していること、及び会社は組合破壊を仕

掛けた事実はないこと等から、同掲示物の記載は、事実に反し、会

社の信用を傷つけるものである、と主張する。

確かに、会社が主張するとおり、同通信で「ＪＲ総連の見解」の

なかで当該判決の内容を摘示した部分は、組合らに有利なように同

判決が引用され、読者に対し誤った認識を与える部分があり問題が

あるが 「 シナリオ」がコピーであることをもって「証拠を」論、「

じる前提を欠く」とし、請求を棄却した」と、組合らの主張が斥け

られたことも記載されており、上記のとおり、同掲示物を全体とし

てみると、同掲示物の主たる目的は、組合員に対し上訴審で闘うこ

とを確認し、組合員にそのことの理解を求める趣旨のものであるこ

とは明らかである。また、会社が組合破壊を仕掛けた旨の記載につ

いても 「シナリオ」が存在するとの主張を前提とした上でのＪＲ、

総連の認識・主張を記載したものであり客観的にこれが認められた

ことを記載したものでないことはその内容からして明らかである。

このことに、上記アの(ｲ)の分会掲示板の設置場所の状況をも併
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せ考えれば、上記のとおり同掲示物には、一部誤解を招く部分は存

在するものの、このことをもって、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当

、 。たるとはいえず 会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する

(ｳ) 同月１７日の掲示物（同③）撤去について

前記第２の４の(4)認定のとおり ③の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「

Ｒ東海労ニュースＮｏ.488」であるが、その内容は、組合員に対す

る出向を非難し会社に抗議するものである。

会社は、同掲示物で記載された出向は、組合員が運転士として勤

務した際に事故を発生させたため行った事情聴取で虚偽の申告をし

たこと等により、運転士不適格と判断し、会社の出向規程及び会社

と組合との出向協定に基づき出向させたものであること、同出向は

組織破壊攻撃ではないこと、会社は出向について理解を得る取組を

行ったこと等から、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を

傷つけるものである、と主張する。

しかし、仮に同出向命令が客観的には正当な出向命令であったと

しても（名古屋地方裁判所は、同出向は不当労働行為には当たらな

いとしている 、組合ないし組合員が同出向は同出向命令を受け。）

た組合員にとって不利益なものであると認識し、組合員に対する同

出向命令の撤回を求め、これを非難することは組合としてはいわば

自然な行為である。また、同掲示物にある「組合破壊攻撃」との表

現については、客観的にみれば会社に対しそのような評価ができな

いとしても、同出向命令を不当とし今後とも同命令の撤回に向けて

活動を継続していくこととした組合の立場から、組合の役員である

組合員に対する同出向命令を強く非難したものであると考えられ

る。さらに、同掲示物の「ウソつくな」との記載は、同出向命令に

対して、本人が納得のいくような説明を現場長が行っていないこと

を非難するものと思われるが、同出向を不利益なものとして受け入
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れない組合ないし組合員の率直な認識・心情を表現したものともい

える。そして、これらのことは組合員のみならずその他の読者も認

識し得るものであり、読者はそう認識したうえで同掲示物の内容を

理解するものといえる。

以上のことに、上記アの(ｲ)の分会掲示板の設置場所の状況をも

併せ考えれば、同掲示物は事実に反し、会社の信用を傷つけるもの

とまではいえない。

したがって、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会

社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｴ) 同月２１日の掲示物（同④）撤去について

前記第２の４の(5)認定のとおり ④の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「

Ｒ東海労ニュースＮｏ.490」であるが、その内容は、会社とＪＲ総

、 「 」連の間のシナリオ裁判の棄却判決に対し 上訴審で 断固たたかう

ことを伝え組合員の理解を求めるためのものである。

会社は、会社が勤労情報で「シナリオ裁判」の判決内容を隠し、

キャンペーンを行ったことはないから、同掲示物の記載は、事実に

反し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。

確かに、同掲示物の「判決の内容を隠し、社員や組合員を欺く悪

質なキャンペーン」との記載については、組合らからこのような評

価をすべき根拠が示されておらず、同記載は穏当を欠き不適切な表

現であるといわざるを得ないが、同掲示物を全体としてみれば、組

合が自らの主張が正しいことを前提に、会社及び東海ユニオンの同

判決についての報道を非難するとともに、控訴審での勝訴に向けた

活動を行うことを伝えることを目的としたものであることは明らか

である。同掲示物が、このような趣旨・目的をもったものであるこ

とは、組合員のみならずその他の読者も認識し得るものであり、読

者はそう認識したうえで同掲示物の内容を理解するものといえる。

したがって、同掲示物の記載には一部穏当を欠く表現が用いられ
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ているが、これは組合の敗訴判決に反発する組合の立場からそのよ

うな表現をとったものと思われ、これらのことに、上記アの(ｲ)の

、 、分会掲示板の設置場所の状況をも併せ考えれば 同掲示物の記載は

事実に反し、会社の信用を傷つけるものとまではいえない。結局、

同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の

撤去は不当労働行為に該当する。

(ｵ) 同年７月４日の掲示物（同⑤）撤去について

前記第２の４の(6)認定のとおり ⑤の掲示物は 分会作成の 交、 、 「

差点Ｎｏ.34」であるが、その内容は、Ｙ8助役のホーム検査担当乗

務で組合員である（Ｘ3分会長）に対する言動及びこのことに関す

る顛末書・始末書作成を求める等の会社の対応を非難等するもので

ある。

会社は、Ｙ8助役が「寝ているのか、２３分から１分の否認」と

発言した事実はないこと、同助役が居眠りをデッチあげた事実はな

く 顛末書・始末書の作成を強要した事実もないこと 同助役が 寝、 、 「

ていた!!」と因縁をつけた事実はないこと、管理者４名で顛末書・

始末書を書くよう恫喝した事実はないこと、同助役がＸ3に始末書

を書くよう恫喝したかのような記載及び同助役をテロリストと同じ

と決めつける記載は、事実に反し、個人を誹謗し、職場の規律を乱

すものである、と主張する。

しかし、同助役がＸ3分会長に勤務時間中に居眠りをしていたの

ではないかと尋ねたこと、同人に顛末書・始末書の作成を求めた事

実は会社自身が認めるところであるから(会社・再審査最終陳述書4

、 、2頁) Ｘ3分会長が居眠りしていたことを否認している状況の下で

Ｘ3分会長が寝ていたとして顛末書・始末書の作成を求めた会社の

対応を分会が不当なものと非難することはいわば自然なことといえ

る。確かに、同掲示物には 「暴力的に恫喝。テロリストと同じ」、

等行き過ぎた表現が認められるが、Ｙ8助役の言動、このことに関
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する会社の対応の外、同掲示物には顛末書・始末書作成の業務命令

に従わなければならないのかどうかの分会の質問に対する労働基準

監督署の見解を示した記事も掲載されており、同掲示物を全体とし

てみると、上記Ｙ8助役の言動及び顛末書・始末書作成を求める等

の会社の対応について分会の認識を記載するとともに、当該会社の

対応を非難し職制の管理のあり方に抗議したものであるといえる。

以上のことに、上記アの(ｲ)の分会掲示板の設置場所の状況をも

併せ考えれば、同掲示物の記載は、事実に反し、個人を誹謗しある

いは職場規律を乱すものとまではいえない。結局、同掲示物の記載

は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働

行為に該当する。

(ｶ) 同月８日の掲示物（同⑥）撤去について

前記第２の４の(7)認定のとおり、⑥の掲示物（同(7)のイ認定の

添付した新聞記事を含む ）は、関西地本作成の「法対ニュースＮ。

ｏ.105」であるが、その内容は、大阪第一車両所分会のＸ7副分会

長が落とし関西支社大阪第一車両所で拾得されたノート（以下「拾

得ノート ）を会社管理者が無断でコピーしたこと等について、同」

副分会長、組合らが会社、会社社長らに対し損害賠償訴訟を提起し

たことを報じたものである。

会社は、拾得ノートには意図的に検査を遅らせている可能性のあ

る記載及び検査の遅れに組合が関与している可能性がある記載が含

まれていたことから、企業秩序維持の必要性に基づき同ノートをコ

ピーしたもので、プライバシー権や人格権の侵害には該当しないこ

と、同ノートを広範囲に開示していないこと、事情聴取は企業秩序

維持の観点から行われ、組合脱退慫慂等は行っていないこと、同ノ

ートのコピー行為及び事情聴取は報復的な攻撃や組織破壊攻撃では

ないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものである、と主張する。
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しかし、前記第２の２の(3)のウ認定のとおり、会社管理者は、

同ノートの写しを取ったり、その記載された内容に基づき組合員に

対して事情聴取を行っていたのであるから、たとえ会社管理者が拾

得したノートを持ち主を特定するためにこれを読んだものであると

しても、会社管理者が同ノートのコピーをとりこれを関西支社に送

るとともに、会社は同ノートの記載の内容から企業秩序の観点に基

づき組合員の事情聴取に及んだものであるから、関西地本や拾得ノ

ートの所持者であるＸ7副分会長からすれば、当該会社の対応につ

いて、同ノートが広く開示されたと認識したことや、プライバシー

権や人格権を侵害するものであると認識したことには理由があると

いえる。また、関西地本がこれを「組合破壊攻撃」として捉えたこ

とも、会社は同ノートの記載に関して組合員らに事情聴取を行った

のであるから、そのように表現したことに理由がないとはいえない

（大阪地方裁判所は、会社管理者が同ノートの「プライバシーに関

する記載部分までを含めてすべてのページについて写しを作成し、

関西支社に届けること」はプライバシーを侵害するものであるとし

て、同ノート所有者に対し会社管理者及び会社の賠償責任を認めて

いる 。。）

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たる

とはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｷ) 同月９日の掲示物（同⑦）撤去について

前記第２の４の(8)認定のとおり、⑦の掲示物は、分会作成の掲

示物であるが、その内容は、東海ユニオンの情宣（組合員が隣接線

の東海ユニオンに所属する車掌の行動を撮影したことに関する東海

ユニオンの批判）について反論を行うとともに、その中で自列車の

列車監視を怠った車掌を車掌不適格として他職に配転した会社を非

難するものである。
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会社は、組合員である車掌が停車中に自列車のそばを離れて、隣

接線に停車中の列車の車掌に業務に無関係なことを話しかけたた

、 、 、め 列車監視を怠るものとして再教育 フォロー試験を実施したが

最終的にはフォロー試験を受験拒否するなどしたため、車掌として

乗務させることはできないと判断し、他職へ配転したものであるこ

と、同車掌の行為は業務指示違反であり、隣接線の列車の安全確認

は不要であること、同配転は業務上の必要性に基づくものであり、

「暴挙」などではなく、組合員を狙い撃ちにしたものなどでもない

こと、大阪第二運輸所において自列車の列車監視を怠り隣の番線に

行っているとの事象を確認したことなどないことから、同掲示物の

記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるものである、と主張す

る。

しかし、たとえ会社において、隣接線の列車の安全確認が業務上

の指示として行われていないとしても、同第２の４の(11)認定の⑩

の掲示物の内容からすると、自列車を離れて隣接線の車掌のところ

へ赴くことが日常行われていたことが窺われるから、こうした認識

の下に、分会が自列車を離れた車掌を車掌不適格としたことを非難

することに理由がないとまではいえない。しかも、上記組合員の他

職への配転については、訴訟で争われ、東京地方裁判所は、上記会

社の主張を認めるとともに、同配転命令は有効であるとしたが、車

掌職を追われた組合員の他職への配転の有効性の有無等について

は、労使間の利害対立事項として両者で認識の違いが生じる場合が

多く、こうした事情は組合員のみならずその他の読者も認識したう

えで同掲示物の内容を理解するものといえる。同配転を会社の「暴

挙」等とする同掲示物の記載はやや行き過ぎの感はあるが、これは

分会が他職への配転という重大な労働条件の変更に対して、その立

場からその認識・心情を率直に表現したものともいえ、これをもっ

て、会社の信用を傷つけるものであるとまではいえない。
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なお、同掲示物には、東海ユニオンの組合役員を揶揄した「ユニ

オン養殖ダラ幹」とする表現が複数見受けられるが、会社はこれを

同掲示物の撤去要件としていないので判断の限りではない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとはいえない。結局、同掲示物は撤去要件に当たるとはい

えず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｸ) 同月１１日の掲示物（同⑧）撤去について

前記第２の４の(9)認定のとおり ⑧の掲示物は 組合作成の か、 、 「

んじんＮｏ.119」であるが、その内容は、上記(ｷ)と同様、組合員

が隣接線の車掌の行動を撮影したことに関する東海ユニオンの批判

を非難するとともに、会社が自列車の列車監視を怠ったとして車掌

を車掌不適格として他職に配転したこと、及び会社の組合への対応

を非難するものである。

会社は、(a)車掌が自分が乗務する列車のそばを離れて隣接線へ

行く行為は日常的に行われていないこと、(b)組合員である車掌が

隣接線へ行ったのは雑談目的としか考えられないこと、(c)車掌が

お互いに隣接線の列車を監視している事実はないこと、(d)会社が

組合の抗議に対して居直っている事実はないことから、同掲示物の

記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるものである、と主張す

る。

(a)ないし(c)に関しては、上記(ｷ)で判断したとおりであり、ま

た、同(d)については、労使関係上対立した状況の下における会社

管理者の態度を組合の立場から表現したものであって、そのような

状況下で「居直（っている 」かどうかは、労使の認識・評価の相）

違に過ぎないものであり、この程度の表現をもって行き過ぎがある

とはいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものであるとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要
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件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該

当する。

(ｹ) 同月１５日の掲示物（同⑨）撤去について

前記第２の４の(10)認定のとおり、⑨の掲示物は、関西地本作成

の「東海労関西第315」であるが、その内容は、⑥の掲示物同様、

拾得ノートの会社管理者らの扱いに関して、組合らが会社、会社社

長らに対し損害賠償訴訟を提起したことを報じるものである。

会社は、拾得ノートをコピーしたのは企業秩序維持の必要から行

ったものであること、同ノートを拾得したのはＹ5総務科長ではな

く、広範囲に開示した事実もないこと、同ノートのコピー及び事情

聴取は企業秩序の必要から実施したもので報復的な攻撃ではないこ

と、同事情聴取において組合を誹謗中傷したり組合員に脱退を迫る

発言をした事実はないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、

会社の信用を傷つけるものである、と主張する。

同掲示物に関しての上記会社の主張は、上記(ｶ)とほぼ同様であ

り、同様の主張については同(ｶ)で判断したとおりであり、また、

拾得ノートを拾得した者がＹ5総務科長でなかったとしても、掲示

物の大意に変わりはなく、当該記載をもって同判断を左右するもの

とはいえない。したがって、同掲示物の記載は撤去要件に当たると

はいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｺ) 同月１６日の掲示物（同⑩）撤去について

前記第２の４の(11)認定のとおり、⑩の掲示物は、関西地本作成

の「東海労関西第316」であるが、その内容は、上記(ｷ)及び(ｸ)と

同様、東海ユニオンを非難するとともに、会社が自列車の列車監視

を怠ったとして車掌を車掌不適格として他職に配転したこと、及び

会社の組合への対応を非難するものである。

会社は、あたかもすべての車掌が自列車のそばを離れて隣接線へ

行くような記載は事実に反すること、組合員である車掌が隣接線へ



- 94 -

行ったのは雑談目的であったこと、同車掌は始末書の提出を拒否し

ており反省文を強要したことはないこと、同車掌の配転は業務上の

必要性に基づくものであり、組合員を狙い撃ちにした車掌職剥奪や

強制配転はないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の

信用を傷つけるものである、と主張する。

同掲示物に関しての上記会社の主張は、上記(ｷ)とほぼ同様であ

るが、これについては同(ｷ)で判断したとおりであり、また、始末

書の提出を拒否していることが直ちに反省文を強要したことがない

ことにはならず、会社も反省文を求めたことは否定しないのである

から、組合員が会社の対応を強要と認識し関西地本がそのように記

、 。載したとしても これをもって同判断を左右するものとはいえない

したがって、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社

の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｻ)・ 同月１７日の掲示物（同⑪－ａ）撤去について

前記第２の４の(12)認定のとおり、⑪－ａの掲示物は、分会

作成の 交差点Ｎｏ.35 であるが その内容は 上記(ｷ) (ｸ)「 」 、 、 、

及び(ｺ)と同様、東海ユニオンを非難するもの、会社が自列車

の列車監視を怠ったとして同車掌を他職に配転したことを非難

するもののほか、上記(ｵ)で分会が報じたＸ3分会長が居眠りを

したとして３点セットを書くことを強要したこと及びこれに関

する会社の対応を非難するものである。

会社は、組合員である車掌（Ｘ29）が隣接線の車掌のところ

へ行ったのは列車監視を目的とするものではないこと、自列車

のそばを離れて隣接線へ行くような同車掌の行為が日常的に行

われていたり、他の車掌がこのようなことを行っている事実は

ないこと、管理者が大声を出し同車掌に「３点セット （状況」

報告書、顛末書、始末書のことと思われる ）を書くよう強要。

した事実はなく、また、ホーム検査担当のＸ3分会長に作成を
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求めたのは顛末書、始末書であること 「会社の一方的労務政、

策」とあるが、会社において社会的常識から大きく逸脱してい

る職場など存在しないこと、会社には防犯目的で設置されてい

るカメラはあるが監視カメラはないことから、同掲示物の記載

は、事実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけるもの

である、と主張する。

このうち、上記(ｵ)、(ｷ)、(ｸ)及び(ｺ)と同様の会社の主張に

ついては、それぞれ(ｵ)、(ｷ)、(ｸ)及び(ｺ)で判断したとおりで

、 、 「 」、あり また その他会社が問題とする 会社の一方的労務政策

「異常な職場環境」及び「監視カメラ」との記載は、会社と組

合らとの対立がある中で、分会がその立場からの認識を表現し

たもので、行き過ぎとまではいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

し、会社の信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物

の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去

は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同⑪－ｂ）撤去について

前記第２の４の(12)認定のとおり、⑪－ｂの掲示物は、分会

作成の「交差点Ｎｏ.36」であるが、その内容は、同第２の３

の(3)のエ認定の１２－８２事件において、大阪府労委でＹ2前

所長及びＹ3副所長が証言したことに関するものである。

会社は、会社側の傍聴者が眠たそうに座っていただけとの事

実はないこと 「とぼけた連中」とは個人を誹謗するものであ、

ること、大阪第二運輸所のカメラは防犯を目的とするものであ

ること、Ｙ2前所長のＹ6助役の行動についての証言に関する記

載は事実に反するものであること、Ｙ3副所長が組合員に対し

て不当で差別的な乗務停止をしたり、助役が恫喝したり暴言を

発したことはないこと、同掲示物上で乗務停止とされているこ
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とは、Ｘ3分会長が自分には全く関係のない予備の勤務指定表

を見ていたため事情聴取を行おうとしたが、反抗的な態度を示

したため乗務に間に合わない可能性があると考え、同人の勤務

を待機に変更し注意指導を行ったものであること、Ｘ11執行委

員の遺失物取扱い誤りについて、６名の管理者で注意指導を行

ったことはあるが恫喝したことはないこと、事情聴取、注意指

導に関する勤務の取扱いが管理者の気まぐれなどによって行わ

れているものではないこと、Ｙ3副所長の証言に関する記載に

は誤りがあり、また、社員管理として当然と開き直っていたこ

とはないこと、会社が不当労働行為を行っている事実はないこ

と、Ｙ2前所長及びＹ3副所長がウソの証言をしたことはないこ

とから、同掲示物の記載は、事実に反し、個人を誹謗し、職場

規律を乱し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。

しかし、会社と組合らとの間で争われている事件に関する労

働委員会や裁判所における証言については、当該事件を巡る相

対立した利害関係の下で、労使それぞれの受け取り方が相違す

、 、 、ることは一般的にみられるものであること また 同掲示物は

１２－８２事件の審問について、組合員に直ちに審問の状況を

伝えるとともに、組合員に同事件に対する理解や今後の支援を

求めることを目的としたものであると考えられ、審問の状況等

の報道は即応性が求められるものであることからすると、その

記載において、客観的な事実に対する表現を超えた誇張や強調

が行われたり、また、ある程度正確さを欠くものとなるのもや

むを得ないといえる。確かに、会社の問題とするＹ2前所長及

びＹ3副所長の証言、Ｘ3分会長に対する乗務停止及びＸ11執行

委員に対する管理者の言動に関する記載は正確さを欠き、組合

らの主張に有利なように記載するものともいえるが、上記のよ

うな組合掲示物の性格からすると、これをもって、事実に反す
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るものとはいえないし、上記のような事情は、組合員のみなら

ずその他の読者もこれを認識したうえで同掲示物の内容を理解

するものといえるから、会社の信用を傷つけるものともいえな

い。

なお、同掲示物中の「とぼけた連中 「嘘つきは泥棒の始」、

まり 「管理者の気まぐれ」との記載は管理者を揶揄するも」、

のであり、また 「恫喝」との記載は穏当を欠き不適切な表現、

、 、であるといわざるを得ないが その他会社が問題とする表現は

「監視カメラ」の記載のように分会が認識したところを表現し

たものであったり、組合らが問題とする会社の行為を分会の立

場から「不当 「差別的 「不当労働行為」と表現するもの」、 」、

である。掲示物撤去要件の有無については、細部の表現にとら

われることなく、掲示物全体をみてこれに当たるかどうかを判

断すべきものであるが、上記のとおり、同掲示物が１２－８２

事件における審問の状況を報じることを目的としたものである

ことは明らかであり、上記穏当を欠く表現も係争中の事件を報

じる中でのもので、こうした状況下においては特に非難すべき

ものではないし、この程度の記載をもって上記判断を左右する

ものとはいえない。

以上のことに、上記アの(ｲ)の分会掲示板の設置場所の状況

をも併せ考えれば、同掲示物の記載は、事実に反し、個人を誹

謗し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけるものとはいえな

い。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会

社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｼ) 同月１８日の掲示物（同⑫）撤去について

前記第２の４の(13)認定のとおり、⑫の掲示物は、関西地本作成

の「法対ニュースＮｏ.105」であるが、その内容は、組合に対する

組合事務所貸与を巡る裁判の口頭弁論の様子を報じるものである。
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会社は、同掲示物で記載された裁判期日では、会社は組合の主張

を踏まえて主張する予定と返答していること、会社が関西地区で組

合に便宜供与を行っていないのは便宜供与する場所がないからであ

ることから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけ

るものである、と主張する。

しかし、上記(ｻ)の⑪－ｂの掲示物について判断したとおり、会

社と組合らとの間で争われている事件に関する判定機関における証

言の記載については、客観的な事実に対する表現を超えた誇張や強

調が行われたり、また、ある程度正確さを欠くものとなったりする

ことを非難することはできないものといえる。また、組合事務所の

不貸与を「不法行為」と表現しているのは、組合の立場からみて、

組合の主張としてそのように記載したものであることは明らかであ

る。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たる

とはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ｽ) 同月１９日の掲示物（同⑬）撤去について

前記第２の４の(14)認定のとおり ⑬の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「

Ｒ東海労ニュースＮｏ.499」であるが、その内容は、会社による乗

務員の知識・技能の確認が公正・公平に行われていないとして、そ

の対応を非難するものである。

会社は、国土交通省令に基づく知識・技能の確認の合否の判断及

び不合格の場合の取扱いは全職場で統一されていること、知識・技

能の確認は公正・公平な判断に基づき行われていることから、同掲

示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけ

るものである、と主張する。

しかし、たとえ会社による乗務員の知識・技能の確認が公正・公

平に行われていたとしても、同掲示物をその全体からみると、同掲
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示物は、組合が、組合員に対する知識・技能の確認の取扱いの状況

等から同確認が公正・公平に行われていないものと認識し、当該認

識に基づき会社による乗務員の知識・技能の確認の取扱いに抗議す

るとともに、組合活動としてこの改善に取り組むこと報じることを

目的としたものであるとみることができる。したがって、同掲示物

の記載から、読者をして客観的な事実として会社の同確認が公正・

公平に行われていないと認識されるおそれは乏しいといえる。

このように、同掲示物は、事実に反し、職場規律を乱し、会社の

信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要

件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該

当する。

(ｾ) 同月２９日の掲示物（同⑭）撤去について

前記第２の４の(15)認定のとおり ⑭の掲示物は 分会作成の 交、 、 「

差点Ｎｏ.37」であるが、その内容は、⑦の掲示物の内容をほぼそ

のまま当該組合機関誌としたものであり（ただし 「ユニオン養殖、

ダラ幹」の記載は「ユニオン役員」と変更されている 、同掲示。）

物に対する会社の主張も同⑦の掲示物に対するものと同様である。

したがって、上記(ｷ)で判断したとおり、同掲示物の記載は撤去

要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に

該当する。

(ｿ) 同年８月１２日の掲示物（同⑮）撤去について

前記第２の４の(16)認定のとおり ⑮の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「

Ｒ東海労ニュースＮｏ.506」であるが、その内容は、会社がＸ28元

分会長を東京駅に配転したこと及びその理由について会社を非難す

るものである。

会社は、同元分会長が乗務していた列車の車掌がバカヤローと発

言した事実はあるが、その後の事情聴取において、発言者が特定で

きなかったことから、その発言は不問としたこと、同元分会長の配
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転は「バカヤロー」との発言を理由としたものではなく、業務上の

必要性に基づくものであること、同配転に際して会社が何かをデッ

チあげたことはないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、会

社の信用を傷つけるものである、と主張する。

上記組合員の東京駅への配転については、訴訟で争われたが、東

京地方裁判所及び東京高等裁判所は、同配転命令は有効であるとし

た。また、東京地方裁判所判決では 「同配転命令はＸ28元分会長、

「 」 」の ばかやろう との発言したことを問題としたものとはいえない

旨判断している。

しかし、たとえ会社が「バカヤロー」との発言を理由として当該

配転を行ったものではなく、同掲示物の記載の中に客観的な事実に

反するところがあったとしても、同掲示物は、組合の立場から同配

転を行った会社を非難することを目的としたものであると認めら

れ、このような配転の理由、その前提となる事実、配転の有効性の

有無等については労使間の利害対立事項として認識の違いが生じる

場合が多く、こうした事情は組合員のみならずその他の読者もこれ

を認識したうえで同掲示物の内容を理解するものといえる。また、

「デッチあげ」との表現は、組合が確たる根拠もなく記載したもの

と思われることからすると、当該表現は穏当を欠き不適切なもので

あるといえるが、これはＸ28元分会長が乗務から外された上、駅へ

の配転という重大な労働条件の変更を受けたことに対して、組合な

いし組合員の立場からその認識・心情を率直に表現したものともい

え、同記載をもって会社の信用を傷つけるものであるとまではいえ

ない。

そして、同掲示物を全体としてみると、同掲示物の記載は、同配

転を行った会社を非難することを目的としたものであるといえ、事

実に反し、会社の信用を傷つけるものとまではいえない。結局、同

掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤
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去は不当労働行為に該当する。

(ﾀ) 同月１９日の掲示物（同⑯）撤去について

前記第２の４の(17)認定のとおり、⑯の掲示物は、ＪＲ総連作成

の掲示物であるが、その内容は 「こんなにあるＪＲ東海会社の不、

法行為」と題して、会社と組合らとの争訟の一覧表が記されている

ほか、拾得ノートについての会社の対応を非難するもの等である。

会社は、同掲示物の記載はあたかも会社が不法行為や不当労働行

為を行っているかのような記載であるが、同掲示物の掲載された時

点で会社が不法行為や不当労働行為を行ったとして最終的に確定し

た第三者機関の判断はないこと、拾得ノートのコピーは企業秩序維

持の観点から行ったこと、同ノートの内容を広範囲に公表したこと

はないこと、組合を誹謗中傷したり、組合員に脱退を迫る言動を行

ったことはないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の

信用を傷つけるものである、と主張する。

会社と組合らとの対立した関係から多くの争訟が提起されたが、

同掲示物は、当該争訟の状況を報じることによって、会社の対応を

非難するとともに、組合員らの理解及び支援を求めることを目的と

したものと認められる。会社は 「こんなにあるＪＲ東海会社の不、

法行為」との記載を問題とするが、組合らはそれら争訟に係る事件

を不法行為ないし不当労働行為であると認識して提起したことから

このような表現になったものとみられる。確かに、同掲示物の掲示

時点で不法行為ないし不当労働行為との判断が確定したものはなか

ったが（掲示時点で、同掲示物に掲げられた係争事件の中で不当労

働行為と認定されたものはある 、同掲示物には争訟の経緯及び。）

結果も示されており、これらすべての争訟が確定的に不法行為ない

し不当労働行為と判断されたとする記載とはなっておらず、同掲示

物の読者にあってもそこに掲げられたすべての争訟に係る事件が会

社による不法行為ないし不当労働行為であると認識するおそれはな
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いものである。同記載は会社の信用を傷つけるものとはいえない。

また、拾得ノートに関する記載については、上記(ｶ)のとおり判

断できる。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとはいえない。結局、同掲示物は撤去要件に当たるとはい

えず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾁ) 同年９月１８日の掲示物（同⑰）撤去について

前記第２の４の(18)認定のとおり、⑰の掲示物は、分会作成の掲

示物であるが、その内容は、Ｘ3分会長に対する本件訓告に対し会

社を非難するものである。

会社は、Ｘ3分会長に対する本件訓告は同人が本件カメラの撮影

角度を変え、その防犯効果を失わせたことによるものであり、そも

そも訓告は懲戒処分でないから、本件訓告は不当処分や報復などで

はないこと、本件カメラは防犯を目的とするものであること、会社

が不当労働行為を行っている事実はないこと、本件訓告に関し会社

が事実をデッチあげたことはないこと、Ｘ3分会長が本件カメラの

撮影角度を変えたことを特定した事実関係についてＹ3副所長が証

言をしていること、その際に事実をデッチあげたことなどないこと

から、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるもの

である、と主張する。

しかし、後記５判断のとおり、本件訓告には理由がなく、また、

会社における訓告は一時金の減額を伴うものであるから 「処分」、

との受け止めが全く事実に反するものとはいえず、また、当時、同

第２の３の(3)のエ認定のとおり、１２－８２事件が争われていた

のであるから、本件カメラについても、その設置位置から組合らが

「監視カメラ」と受け止めたことに理由がないとはいえない。さら

に 「事実のデッチ上げ 「 訓告処分」攻撃の蛮行」との記載に、 」、「

ついては、同５判断のとおり、Ｘ3分会長が本件カメラの撮影角度
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を変えたことが認められ、このことを否認する同人の態度にも問題

はあるものの、これを業務上支障があるとして訓告とした会社の対

応は相当とはいえないのであるから、同表現は適切さを欠くとはい

え、これは分会長に対する不利益取扱いが争われている状況下にお

いて、分会が会社を批判する立場からその認識・心情を率直に表現

したものともいえる。こうした事情は組合員のみならずその他の読

者もこれを認識したうえで同掲示物の内容を理解するものといえ

る。

以上のことに、上記アの(ｲ)の分会掲示板の設置場所の状況をも

併せ考えれば、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当

、 。たるとはいえず 会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する

(ﾂ)・ 同月２０日の掲示物（同⑱－ａ）撤去について

前記第２の４の(19)のア認定のとおり、⑱－ａの掲示物は、

関西地本作成の掲示物であるが、その内容は、新幹線ブレーキ

ディスク取付ボルト折損に関する会社の対応を事故隠しである

と非難するとともに、関西地本の安全確立に向けた取組に支援

を呼びかけるものである。

会社は、ブレーキディスク取付ボルトの折損についてはマス

コミに発表しており、打痕キズの原因については調査をしたが

原因を特定できなかったためマスコミに発表しなかったもので

隠蔽した事実はないこと、原因を特定できなかったことを組合

に対して説明していること、ブレーキディスク取付ボルトの折

損についてその都度対策を実施してきたことから、同掲示物の

記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるものである、と主

張する。

会社は、旅客鉄道事業を中心的な業務としており、その事業

の性格上安全な運行が最も重要なものとして乗客、乗務員ら社
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内外から強く求められているといえる。そこで、安全対策・安

全運行に関する情報については、一般からの関心も高いものと

なり、その内容如何によっては直ちに会社の信用問題となる。

したがって、安全対策・安全運行の不備を疑わせるような記載

を含む掲示物にあっては、その内容が真実又は真実と信じるに

つき相当な理由をもって作成されたものでなければならず、そ

れ以外の掲示物を掲示することは、上記アの(ｲ)の分会掲示板

の設置場所における状況等を考慮しても、会社の信用を傷つけ

るものとして、撤去要件に直ちに該当するものと解される。

同掲示物は、見出しを「ボルト折損!!人命に関わる重大事故が

発生してからでは手遅れだ!!」とするものであり、小見出しと

して ＪＲ東海の新幹線ブレーキディスク取付ボルト欠損 事、「 「

故隠し」を告発する 「折損ボルト、危うく窓ガラスを打ち」、

破って乗客に怪我 「事故隠し!! 折損ネジ部での打痕キズを」、

必死に隠蔽するＪＲ東海 「ＪＲ東海の安全無視、事故隠蔽」、

を許さず、安全確立に向け闘います！」と記されており、同掲

示物の読者が一見すると、会社の安全対策に不備があるかのよ

うな体裁となっている。関西地本が「隠蔽 「事故隠し」と」、

しているのは、打痕キズの発生事実を原因が明らかとならなか

ったとして公表しない会社の態度を指してのものであるとも推

測されるが、上記小見出しにおいて「隠蔽 「事故隠し」と」、

繰り返し記載することは、会社には相当な根拠なく非難された

ものと受け止められるばかりか、掲示物の読者には会社が事故

等の「隠蔽 「事故隠し」を行っているという印象を与える」、

こととなるものである。会社に、これらの字義どおりの故意に

行われる「隠蔽 「事故隠し」があったとする事実ないし事」、

実の存在を疑わせるような事情は窺われないから、同掲示物の

記載は、会社の信用を傷つけるものして、撤去要件に当たると
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いうべきであり、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当

しない。

・ 同日の掲示物（同⑱－ｂ）撤去について

前記第２の４の(19)のイ認定のとおり、⑱－ｂの掲示物は、

関西地本作成の「東海労関西第324」であるが、その内容は、

定められた検査をしていない新幹線が走行しているとして、再

使用しているブレーキディスクの磁紛探傷検査を行わずに走行

している新幹線の即時運行停止を関西支社に申し入れたことを

報じたものである。

会社は、会社作業マニュアルには、車輪、ブレーキディスク

の交換を要しかつブレーキディスク及びブレーキディスク取付

ボルトを再利用する場合は、それらについて磁粉探傷を行い傷

がないことを確認することが定められているが、車輪、ブレー

キディスクの交換が不要な場合は磁粉探傷を行う必要はないこ

とは明らかであるから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社

の信用を傷つけるものである、と主張する。

、 、上記⑱－ａの掲示物において判断したとおり 会社において

安全対策・安全運行の不備を疑わせるような記載を含む掲示物

にあっては、その内容が真実又は真実と信じるにつき相当の理

由をもって作成されたものでなければならず、それ以外の掲示

物を掲示することは、上記アの(ｲ)の分会掲示板の設置場所の

状況等を考慮しても、会社の信用を傷つけるものとして、撤去

要件に直ちに該当するものといえる。

同掲示物は、その文面を子細にみれば、関西地本は、車輪、

ブレーキディスクの交換が不要な新幹線に磁紛探傷検査をして

いないことを問題としているのではなく 「再使用しているデ、

ィスクの磁紛探傷検査を行わずに走行」している新幹線を「定

められた検査をしていない新幹線」として、当該新幹線の即時
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運行停止を求めているともみられないでもないが、その見出し

で「ブレーキディスク板の検査を省略！」と大きく記載してお

り、掲示物の読者には会社が定めたブレーキディスク板の検査

を一切省略しているような印象を与えるものである。会社が、

、 、ブレーキディスク板の検査について 定められた内容に反して

これを行っていないとする事実ないし事実の存在を疑わせるよ

うな事情は窺われないから、同掲示物の記載は、会社の信用を

傷つけるものして、撤去要件に当たるというべきであり、会社

の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当しない。

(ﾃ) 同年１０月１８日の掲示物（同⑲）撤去について

前記第２の４の(20)認定のとおり、⑲の掲示物は、関西地本作成

の「東海労関西第328」であるが、その内容は、関西地本が東海ユ

ニオンの組合員に送付した手紙に関する同組合の対応ないし同組合

の行為を批判するものである。

会社は、同掲示物の中の東海ユニオンのレクリエーションやサー

クルで管理者が査定を行っている旨の記載は、会社の現場機関の管

理者には人事権はなく、現場機関の管理者が組合員として組合活動

をすることはあっても、それ以上の活動をすることはないから、同

掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すものである、と主張

する。

しかし、たとえ会社の規定上、組合員である会社の管理者には査

定権限が与えられていないものであったとしても、通常管理者は一

般社員を何らかの形で管理し、部下の勤務状況等を把握することが

求められているといえるのであるから、この面を捉えて 「査定」、

と表現してもあながち誤りであるとはいえない。また、東海ユニオ

ンの行事において会社の管理者により上記行為が行われている旨の

記載については、組合らがこれを裏付ける的確な証拠を提出してい

ないから、組合の推測に基づく記載であるとみられ、適切さを欠き
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不用意なものと言わざるを得ないが、同掲示物は、全体としてみる

と、東海ユニオンと組合らが対峙する状況の下で、関西地本の連帯

の呼びかけに応えない東海ユニオンの姿勢を強く非難し同地本の活

動の正当性を主張することを目的としたものであり、同記載を同掲

示物の読者がそのまま客観的事実として受け取るとは考え難い。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の職場規律を

乱すものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たる

とはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾄ) 同年１１月８日の掲示物（同⑳）撤去について

前記第２の４の(21)認定のとおり、⑳の掲示物は、関西地本作成

の「東海労関西第331」であるが、その内容は、過不足金に関する

管理者の呼出しが勤務時間終了後に行われる場合に、これを会社が

勤務扱いにしないことを批判するとともに、勤務扱いとされなかっ

た社員の苦情に対し会社が苦情処理会議を開催しなかったこと等を

非難するものである。

会社は、同掲示物で「事情聴取」としていることは、過不足金発

生チェックシートに記入させていることについて、その記入に際し

当該車掌が原因を思い出せない時に管理者が記憶喚起の支援を行っ

ていることを指していると思われるが、これは任意の支援であり業

務として命じているわけでないので超過勤務として扱っていないこ

と、あらかじめ指定した勤務を超えて業務を命じた場合は超過勤務

として扱っており、その取扱いが異なることはないこと、地方苦情

処理会議を開催しなかったのは、過不足金発生チェックシート記入

に当たっての支援は任意のもので、業務として命じていないため労

、 、働時間として取り扱わないことは当然で 当該申告内容が就業規則

協約の適用・解釈に該当しないことは明らかであり、このことは同

会議の事前審理でも説明していることから、同掲示物の記載は、事

実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけるものである、と
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主張する。

しかし、会社は関西地本のいう「事情聴取」を業務として命じて

いないとはいうものの、勤務時間外の会社管理者による過不足金発

生チェックシート記入に際しての「支援」は、勤務に関する行為を

管理者立会いの下で行うものであり、後日にではあるが、労働基準

監督署は会社に対し、労働時間の管理を厳密に行うよう注意してい

るのであるから、関西地本が勤務扱いとしない会社の対応を批判す

ることには理由がある。また、会社は金額、原因等によっては、必

要に応じて業務指示で事情聴取を行うときがあるとしているのであ

るから（会社・再審査最終陳述書101頁 、同様に過不足金が生じ）

た場合でも、あるものは勤務扱いとされ、あるものは勤務扱いとさ

、 、れない場合が生じていることが推測され こうした状況を考えれば

人によって取扱いが異なる旨の記載も事実に反するものとまでいう

ことはできない。また、地方苦情処理会議の事前審理で、このよう

、 、な扱いを会社が説明していたとしても まさにこのことは就業規則

協約で定める労働時間の解釈・適用の問題であるから、同会議を開

催しないことについての会社の主張には理由がなく、このことを批

判する記載を問題とすることもできない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱し、

会社の信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は

撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行

為に該当する。

(ﾅ)・ 同月１３日の掲示物（同○－ａ）撤去について21

前記第２の４の(22)認定のとおり、○－ａの掲示物は、組合21

「 」 、 、作成の ＪＲ東海労ニュースＮｏ.522 であるが その内容は

東京第二運輸所分会のＸ4書記長に対し、新横浜事業管理所へ

の配転の事前通知を行ったこと及び同人の再教育時の会社の対

応を非難するものである。
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会社は、Ｘ4書記長の配転は、同人が運転士としても車掌と

しても必要な知識・技能を有していることを確認できないこと

から、乗務員不適格と判断したためであること、シミュレータ

ー装置を使用した練習は管理者とともに行うものであり、管理

者が練習に従事でき、当該装置に使用予定がない場合にはＸ4

書記長に許可しており、理由もないのに拒否したことはないこ

と、シミュレーターによる試験で３０名もの見学者がいたこと

はないこと、新横浜事業管理所長は掲示物に記載されているよ

うな発言をしたことはないこと、知識・技能試験は口実作りの

ものではないこと、異常な職場管理体制の職場などないことか

ら、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるも

のである、と主張する。

会社は、これら主張を裏付ける証拠を提出するほか、上記Ｘ

、4書記長の新横浜事業所への配転については訴訟で争われたが

東京地方裁判所及び東京高等裁判所は、同配転命令は有効であ

るとし、同判決は平成１７年４月２６日が経過したことにより

確定している。一方、組合らは同掲示物の記載の根拠を裏付け

る的確な証拠を提出していない。

しかし、同掲示物は、全体としてみれば、組合の立場から、

運転士であった役員である組合員に対して他職種への配転を行

った会社を非難することを目的としたものであると認められ、

たとえ同掲示物の記載の中に客観的な事実に反する箇所があっ

たとしても、配転の理由、その前提となる事実、配転の有効性

の有無等については労使間の利害対立事項として両者に認識の

違いが生じる場合が多く、こうした事情は組合員のみならずそ

の他の読者もこれを認識したうえで同掲示物の内容を理解する

ものといえる。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を
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傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件

に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に

該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について21

前記第２の４の(22)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、組合作21

21成の「ＪＲ東海労ニュースＮｏ.523」であるが、その内容は、○

－aとほぼ同じ内容のものである。

会社は、会社が試験を合格させない環境を作ったことはないこ

と、当該配転は業務上の必要性に基づくものであること、Ｘ4書

記長に対して日勤勤務に指定をして再教育したことは安全安定輸

送の確保のためで不当ではないことから、同掲示物の記載は、事

実に反し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。

21 21同主張は同○－aの掲示物に対するものと同様であるが 上記○、

－aの掲示物について判断したとおり、同掲示物の記載は撤去要

件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に

該当する。

(ﾆ) 同月２２日の掲示物（同○）撤去について22

前記第２の４の(23)認定のとおり、○の掲示物は、分会作成の掲22

示物であるが、１１．１４郵便物が届いたことを報じる文書並びに

１１．１４郵便物の本文及びその封筒からなるものである。

会社は、会社におけるいかなる職場においても、管理者が社員を

脅かすようなことをすることはないから、同掲示物の記載は、事実

に反し、職場規律を乱すものである、と主張する。

しかし、前記第２の２（(3)のエを除く ）認定の会社と組合と。

の間の労使関係からすると、上記会社が主張するような事象があり

得ないとまでは断定できないから、会社が問題とする１１．１４郵

便物の中の記載が全く根拠がないとまではいえない。また、会社の

問題とする当該記載は、東海ユニオンと対峙する分会に送付されて
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きた手紙の中にある一部であり、この文面からみれば、これは自ら

所属する労働組合の方針や活動に批判的な者がその立場から記した

ものであることが一応推測できるのであるから、同掲示物の読者を

して同記載を直ちに客観的な事実に基づくものとして受け取らせる

おそれは低いものといえる。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すも

のとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはい

えず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾇ) 同年１２月９日の掲示物（同○）撤去について23

前記第２の４の(24)認定のとおり、○の掲示物は、分会作成の掲23

示物であるが、その内容は、過不足金に関する管理者の呼出しを業

務扱いとしないことを非難するとともに労働時間としての取扱いを

求めるもの及び労働基準監督署が大阪第二運輸所に調査に入ること

を報じたものである。

会社は、過不足金発生チェックシートの記入に際しての管理者の

支援は任意のものであり、業務として命じていないため、サービス

、 、労働を強要した事実はないこと 高額な過不足金の発生の場合等は

事実関係の確認のため業務命令で事情聴取を行い状況報告書等を作

成させるが、これがあらかじめ指定した勤務時間を超えた場合は超

過勤務として扱っているから、管理者が掲示物の記載のような発言

をするはずはないこと、同掲示物の記載は過不足金が発生した場合

はすべて業務指示で事情聴取しているかのような記載であるが、そ

の取扱いは一律ではないこと、過不足金発生時の事情聴取の取扱い

について、会社が詭弁、不誠実な対応に終始している事実はないこ

とから、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すものであ

る、と主張する。

しかし、上記(ﾄ)で判断したとおり、会社は業務として命じてい

ないというものの、勤務時間外の会社管理者による過不足金発生チ
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ェックシート記入の際の「支援」は、勤務に関する行為を管理者の

立会いの下で行わせるものであるから、分会が勤務扱いとしない会

「 」 。社の対応を サービス労働 等として批判することには理由がある

また、会社は状況報告書を書くことにより勤務時間を超えた場合は

超過勤務扱いにしていたというのであるから、勤務時間内に状況報

告書を書いた場合を対象として、単に「現場では「状況報告を書い

」 。」 「 「 」た場合は超勤にする と言っています とか 現場で 状況報告

を書くか書かないかによって判断としています 」と記載しても、。

勤務時間を超えない場合に「超勤」とされないことは当然であるか

ら、この程度の正確さを欠く記載をもって、全体として事実に反す

るものとまではいえない。

会社は、同掲示物には過不足金が発生した場合はすべて業務指示

で「事情聴取」しているかのような記載があるが、その取扱いは一

律でないから事実に反するとも主張するが、同記載は、過不足金が

発生した場合の管理者の「事情聴取」は業務の必要から行われてい

るものであり 「事情聴取」はすべて業務指示による「労働時間と、

して取り扱う事が当然」であるとする分会の立場を主張しているも

のに過ぎない。

また、同掲示物の過不足金発生時の管理者の呼出しについて、会

社が「詭弁、不誠実な対応に終止（始 」しているとする記載は、）

当該呼出しを会社が勤務扱いとしない場合があることに抗議し、そ

。 、 、うした会社の態度を批判したものといえる そして 上記のとおり

管理者による過不足金発生チェックシート記入の際の「支援」は、

勤務に関する行為を管理者の立会いの下で行われるものであるか

ら、分会が勤務扱いとしない会社の対応を批判することには理由が

あり、このことに取り組んできた分会がその立場からこのような表

現をしたとしても不当とまでいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すも
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のとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはい

えず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾈ) 同月１６日の掲示物（同○）撤去について24

前記第２の４の(25)認定のとおり ○の掲示物は 分会作成の 交、 、 「24

差点Ｎｏ.７」であるが、関西地本及び分会から東海ユニオンの組

合員に宛てた手紙について、東海ユニオンの対応を批判するととも

に、同手紙に関連して一部管理者が勤務時間中に組合活動を行って

いることを報じたものである。

会社は、管理者が東海ユニオン組合員に押印を強要したことはな

いこと、管理者が当該掲示物に記載されたような発言をした事実は

、 、ないこと 管理者が勤務時間中に組合活動を行ったことはないこと

大阪第二運輸所で暗黒の職場支配が行われていることはないことか

ら、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すものである、

と主張する。

しかし、上記記載についての真偽は明らかでないが、同第２の２

の(3)のエ認定のとおり、分会、関西地本から東海ユニオンの組合

員にあてて手紙を送付したが、これに対し、同月上旬、東海ユニオ

ンは同組合の掲示板に「燃えるゴミ到着 「手紙はもういらん!!」」、

とする掲示物を掲載していたこと、この掲示物には約７０名分の押

印が添えられていたこと、同２の(3)のエ、(4)及び同４の(25)認定

並びに審査の全趣旨からすると、東海ユニオンの組合員の中には管

理者である者も含まれていること、東海ユニオンと会社とは協調関

係にある一方、組合と会社、及び組合と東海ユニオンとは対立の関

係にあること、同掲示物の掲出後ではあるが関西地本に送付された

１２．３１郵便物及び１．１５郵便物には、同掲示物の記載を裏付

ける内容が記されていること等からすると、それが勤務時間中であ

るかどうかはともかく、同掲示物に記載されているような行為が行

われた可能性を一切否定することはできないものといえる。
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したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すも

のとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たると

はいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾉ)・ 同月１７日の掲示物（同○－ａ）撤去について25

前記第２の４の(26)認定のとおり、○－ａの掲示物は、分会25

作成の掲示物であるが、大阪第二運輸所に労働基準監督署が調

査に入ったことを報じるものである。

会社は、会社はあらかじめ指定した勤務を超えて業務を命じ

た場合は超過勤務として取り扱っており、サービス労働を強要

、 、 、している事実はないことから 同掲示物の記載は 事実に反し

職場規律を乱すものである、と主張する。

同掲示物の記載は、過不足金に関する管理者の呼出しの取扱

いを巡るものであるが、このことについては上記(ﾄ)及び(ﾇ)判

断のとおりであるから、分会が労働基準監督署が調査に入った

ことで 「会社のサービス労働強要の実態が明らかになる!!」、

と記載したことは、このことに関する取組を行ってきた分会の

立場からすれば理由があり、当該記載は分会の期待を含んだ表

現であることが明らかであるから、事実に反するものとはいえ

ない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

すものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当た

るとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当す

る。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について25

前記第２の４の(26)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、分会25

作成の掲示物であるが 「東海ユニオン有志一同」から組合員、

に手紙が送付されたことについて批判するとともに、関西地本

から東海ユニオンの組合員あてに出した手紙に対する管理者の
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行為を非難するものである。

会社は、管理者が東海ユニオン組合員に捺印を強要したり、

、 、 、恫喝したことはないことから 同掲示物の記載は 事実に反し

職場規律を乱すものである、と主張する。

同掲示物における「恫喝」との記載は穏当を欠き適切な表現

とはいえないが、上記会社の主張に対する判断は、上記(ﾈ)で

判断したとおりであり 「恫喝」との記載があることをもって、

その結論を左右するものではないから、同掲示物の記載が撤去

要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行

為に該当する。

(ﾊ) 同月２４日の掲示物（同○）撤去について26

前記第２の４の(27)認定のとおり ○の掲示物は 分会作成の 交、 、 「26

差点Ｎｏ．9」であるが、その内容は、過不足金に関する管理者の

呼出しを会社が業務扱いとしないことを非難するとともに労働時間

としての取扱いを求めるもの等である。

会社は、会社はサービス労働を強要していないこと、車掌業務で

過不足金を発生させた場合、原因等によっては業務命令として事情

聴取することがあるが、あらかじめ指定した勤務時間を超えた場合

は超過勤務として扱っているから、管理者が「状況報告書を書いた

」 、場合は超勤にする 旨の発言をするはずはなくしたこともないこと

同掲示物の記載は過不足金が発生した場合はすべて業務指示で事情

聴取しているかのような記載であるが、その取扱いは一律ではない

ことから、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱し、会社

の信用を傷つけるものである、と主張する。

同掲示物に関しての上記会社の主張は、上記(ﾇ)とほぼ同様であ

るから、その判断も同(ﾇ)で判断したとおりであり、同掲示物の記

載は、事実に反し、職場規律を乱し、また、会社の信用を傷つける

ものともいえない。結局、同掲示物の記載が撤去要件に当たるとは
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いえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾋ)・ 同１５年１月９日の掲示物（同○－ａ）撤去について27

前記第２の４の(28)認定のとおり、○－ａの掲示物は、関西27

地本作成の「東海労関西第338」であるが、(a)会社では不当配

転、不当処分及び３点セットの強要が行われている、(b)社員

の不満を会社・東海ユニオンが恫喝により押さえ込んでいる、

(c)会社において人権無視のいじめがある、(d)会社は安全を無

視するような運行を行ってきている等とするものである。

会社は、不当配転、不当処分が当たり前に行われていること

はないこと、３点セットの作成を強要をしてはいないこと、会

社が社員の不満を恫喝によって押さえ込むようなことはないこ

と、会社において人権無視のいじめがあったようなことはない

こと、会社が安全を無視するような運行を行っていることはな

いことから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷

つけるものである、と主張する。

しかし、上記(a)の記載は、上記(ﾀ)でみたとおり、会社と組

合らの間では多くの争訟が係属し、その中には配転、懲戒処分

、 、について争うものも含まれていたこと 上記(ｵ)でみたとおり

会社は非違行為を否認するＸ3分会長に対し顛末書・始末書の

、 、作成を求めたことがあったこと 関西地本はこれら配転や処分

始末書等の文書の提出要求は 「不当」なもの 「強要」する、 、

ものであると受け止めていたことからすると、関西地本の認識

を記載したものであり、同地本の立場からすれば同地本がその

ように認識したことに理由がないとはいえない。

また、上記(b)の記載は、上記(ﾈ)及び(ﾉ)（○－ｂの掲示物25

に関する部分）でみたとおり、組合らと東海ユニオンが激しく

対峙する中で、関西地本が、会社管理者・東海ユニオン役員が

社員の不満を押さえ込んでいると認識したことを記載したもの
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と思われ、同地本がそのように認識したことに理由がないとま

ではいえない（ 恫喝」との記載については、上記(ﾉ)で○－「 25

ｂの掲示物に関して示した判断に同じ 。。）

さらに、上記(d)の記載も、上記(ﾂ)でみたとおり、組合らは

会社の安全対策は未だ不十分であると考えていたことが窺える

から、これも関西地本の認識を記載したものであり、同地本の

主張からは同地本がそのように認識したことに理由がないとは

いえない。

なお、上記(c)の記載の名古屋車両所における「人権無視の

いじめ」が具体的にどのようなことを指していうのか明らかで

はない。

以上のことと、同掲示物で記載された事項については、労使

間の利害対立事項等が含まれるもので両者間で認識の違いが生

じる場合が多く、こうした事情は組合員のみならずその他の読

者もこれを認識したうえで同掲示物の内容を理解するものであ

るといえることからすると、同掲示物の記載をもって、事実に

反し、会社の信用を傷つけるものとまではいえない。

、 、したがって 同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず

会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について27

前記第２の４の(28)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、分会27

作成の掲示物であるが、過不足金に関する管理者の呼出しに関

し労働基準監督署が調査に入ったことについて報じたものであ

る。

会社は、平成１４年１２月２６日にＹ11所長、Ｙ12総務科長

は労働基準監督署に行っておらず、同署に行ったＹ3副所長は

注意指導を受けた事実はないこと、過不足金の発生時に業務指

示として行う事情聴取を拒否してはならないこと、会社が労働
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基準監督署にウソの報告をしたこと及びサービス労働の事実は

ないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。

、 、 、 （ ）しかし 上記(ﾄ) (ﾇ) (ﾉ) ○－ａの掲示物に関する部分25

及び(ﾊ)のとおり、過不足金発生時の会社管理者の呼出しの取

扱いを巡っては、分会がこれをすべて勤務扱いにすることを求

めて活動を行っていたが、会社は、過不足金の額や発生時の事

情によっては業務命令で事情聴取を行うことはあるが、過不足

金発生チェックシートの記入の際の管理者による「支援」は任

意のものであり、勤務時間には当たらないという態度をとって

いたことが認められる。そして、分会がこうした会社の取扱い

について、労働基準監督署に相談した結果、会社が同署から事

情聴取を受けたものと思われるが、当該事情聴取は分会の知見

し得ないところで行われているのであるから、その内容、会社

側の対応者の氏名等について正確な情報を得ることは困難であ

る。一方、上記過不足金に関する管理者の呼出しの取扱いにつ

いては、分会が従前から取り組んできた問題であり、分会員の

関心も高いものであったと思われ、このような状況下で、同問

題について労働基準監督署から調査が入り、これに対し会社も

報告書を提出していたのであるから、分会は、これら経緯やそ

の内容をできる限り速やかに報道することが求められていたも

のといえる。そうすると、その内容に多少の齟齬や不正確さが

あったとしてもこれをもって事実に反するものとみることは相

当ではない。

また、会社は、分会が過不足金の事情聴取に応じる必要はな

いと報じたことは職場規律を乱すものであると主張するが、こ

のことは会社が過不足金に関する管理者の呼出しを勤務扱いに

しないという態度をとる限り、事情聴取（管理者の呼出し）に
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は応じる必要がないことを分会が主張したものといえるから、

こうした組合員への呼びかけを職場規律を乱すものとみること

はできない。

さらに、会社は、労働基準監督署にウソの報告をしたとする

旨の記載を問題とするが、当該事情聴取（管理者の呼出し）の

、 、性格を巡っては会社・分会双方に対立した見解があり 分会は

過不足金発生時の管理者の立会いを任意による支援とする会社

の報告をもって「ウソ」と表現したものと思われる。同記載は

その表現に適切さを欠くが、上記分会の認識を反映させたもの

といえ、これをもって不当とまではいえない。

「サービス労働」との記載については、上記(ﾇ)で判断した

とおりである。

そして、以上述べたような事情は組合員のみならずその他の

読者もこれを認識したうえで同掲示物の内容を理解するもので

あるといえる。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

し、会社の信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物

の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去

は不当労働行為に該当する。

(ﾌ) 同月１４日の掲示物（同○）撤去について28

前記第２の４の(29)認定のとおり、○の掲示物は、分会作成の掲28

示物であるが、関西地本らの連帯の呼びかけを拒否する旨の意思を

示す書面の捺印に際して、東海ユニオンの組合員に対し管理者によ

る強要があったとして、これが不当労働行為に当たるとして非難す

るものである。

会社は、管理者が東海ユニオン組合員に捺印を強要した事実はな

く、不当労働行為が行われていることもないから、同掲示物の記載

は、事実に反し、職場規律を乱すものである、と主張する。
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しかし、前者の主張については、上記(ﾈ)及び(ﾉ)（同○－ｂの掲25

示物に関する部分）で判断したとおりであり、また、これを「不当

労働行為」と記載したことは、分会が同(ﾈ)においてみた当該捺印

の経緯についての認識を前提に、分会としての見解を示したもので

、 。あり 分会がそのように受け取ったことに理由がないとはいえない

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すも

のとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たると

はいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾍ)・ 同月１５日の掲示物（同○－ａ）撤去について29

前記第２の４の(30)認定のとおり、○－ａの掲示物は、組合29

作成の「ＪＲ東海労業務速報Ｎｏ.400」であるが、会社が新幹

線電車の検査周期を延伸したことについて報じるものである。

会社は、検査周期の延伸を平成１４年度中に実施しないこと

を決定したが、延伸を断念したものではないこと、会社側の窓

口が掲示物に記載されているような発言をしたことはないこ

と、検査周期延伸の延期がブレーキディスクボルトの折損に対

する組合の闘いと関係があるかのような記載は、同延期が作業

方法や作業体制等の検討をするためであることから、同掲示物

の記載は事実に反するものである、と主張する。

会社は、関西地本には上記主張するところを説明したとする

が（再審査・会社最終陳述書151頁 、どのような内容をどの）

程度説明したか明らかではない。そして、たとえ会社が延伸実

施の条件を検討していると説明していたとしても、少なくとも

当該延伸後の実施時期は明らかにされていなかったとみられる

（審査の全趣旨）のであるから、組合がこれを「断念」と受け

取ったとしても理由がないとはいえない。

また、上記(ﾂ)（⑱－ａの掲示物に関する部分）でみたとお

り、組合らは、ブレーキボルト折損について重大視し、新幹線
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の安全運行について取組を行ってきていたのであるから、組合

がこのような取組が会社の延伸決定に寄与したものと評価した

ことに理由がないとまではいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反ものとまではいえ

ない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、

会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について29

前記第２の４の(30)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、分会29

作成の掲示物であるが、○及び○の掲示物と同様、関西地本ら24 28

の連帯の呼びかけを拒否する旨の意思を示す書面に、管理者が

職権を利用して東海ユニオンらの組合員に捺印を強要したとし

て非難するものである。

会社は、管理者が捺印を強要したことはないこと、大阪第二

運輸所で強権的な職場支配を行っていることはないことから、

同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱すものである、

と主張する。

しかし、このことについては、上記(ﾈ)、(ﾉ)（○-bの掲示物25

に関する部分）及び(ﾌ)で判断したとおりであり、同掲示物の

「 」 、記載には 強権的な職場支配 等穏当を欠く記載もみられるが

組合と会社及び東海ユニオンが対峙する中で、関西地本らの東

海ユニオンの組合員に対する連帯の呼びかけを拒否することに

対し、強く抗議する意味を込めたためにこうした表現がとられ

たともいえるから、同記載の表現等をもって上記(ﾈ)及び(ﾌ)の

判断を左右するものとはいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

すものとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に

当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該

当する。
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・ 同日の掲示物（同○－ｃ）撤去について29

前記第２の４の(30)認定のとおり、○－ｃの掲示物は、分会29

作成の掲示物であるが、過不足金に関する管理者の呼出しにつ

いて、労働基準監督署から指摘を受けたことを報じたものであ

る。

、 、会社は 会社がサービス残業を強要した事実はないことから

掲示物の記載は事実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷

つけるものである。なお、同掲示物は表面と裏面が並べて掲出

、 、されているが これらは一体として協約に違反するものである

と主張する。

しかし、このことについては、上記(ﾇ)、(ﾉ)（○-aの掲示物25

に関する部分）及び(ﾊ)で判断したとおりであり、また、会社

も 「労働基準監督署から「時間管理が曖昧であるから、問題、

が発生する。労働時間の管理をしっかりするように」と指摘」

されたとする同掲示物の記載部分については否定しないのであ

るから、分会がこれを「サービス労働の強要」とみたことに理

由がないとはいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

し、会社の信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物

の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去

は不当労働行為に該当する。

(ﾎ) 同月１８日の掲示物（同○）撤去について30

前記第２の４の(31)認定のとおり、○の掲示物は、分会作成の掲30

示物であるが、○、○及び○－ｂの掲示物で報じた関西地本らの連24 28 29

帯の呼びかけを拒否する旨の意思を示す書面に東海ユニオンの組合

、 、員が捺印をしているが それを強要したのは総務科長だったとして

会社及び東海ユニオンの対応を非難するものである。

会社は、Ｙ12総務科長が捺印を強要した事実はないこと、管理者
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が手紙等の回収を行ったり、東海ユニオンの活動に関与した事実は

ないこと、東海ユニオンの上層部が会社の甘い汁を吸っていること

、 、はないこと 会社が悪いことに蓋をするようなことはないことから

同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷

つけるものである、と主張する。

上記(ﾈ)判断のとおり、同掲示物掲出当時、一部管理者が上記東

海ユニオンの組合員の捺印に関与した可能性を一切否定することは

できないという事情は窺われるものの 同掲示物は 当該捺印を 強、 、 「

制・強要したのは総務科長だった!!」と断定して記載するもので、

同掲示物に記載された「総務科長」がＹ12総務科長であることはこ

れを読む社員にとって明らかである。そうすると、同掲示物は、個

人の信用に関わり、また、会社の管理者である総務科長を非難する

ものであり、職場規律にも影響を与えるものである。このように会

社の管理者について、個人を特定して非難・攻撃する場合は、組合

掲示物といえども相当の根拠もって記載するものでなければ、個人

を誹謗し、会社の職場規律を乱すものとして、撤去要件に該当する

ものといえるところ、組合らはこのことを根拠づける的確な証拠を

提出していない。

そうすると、同掲示物の記載は、撤去要件に当たるというべきで

あり、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当しない。

(ﾏ) 同月２１日の掲示物（同○）撤去について31

前記第２の４の(32)認定のとおり、○の掲示物は、関西地本作成31

の掲示物であるが、会社の鳥飼車両基地のサービス班、サービスセ

ンターを解消することが明らかになったことを報じたものである。

会社は、サービス班、サービスセンターは余裕人員を活用して設

置されたものであり、不当労働行為の温床であり不当差別・配転に

より設置されていることはないことから、同掲示物の記載は、事実

に反し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。
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しかし、たとえ会社におけるサービス班、サービスセンターの設

置自体には必要性があったとしても、前記第２の２の(2)のエ認定

のとおり、一部のサービスセンターの運用については、大阪府労委

から不当労働行為であるとの認定がされていたのであるから、関西

地本がサービス班、サービスセンターを「不当労働行為の温床 、」

「不当差別・配転」と捉えたことに理由がないとはいえず、これら

記載が撤去要件にいう「事実に反する」ものであるとはいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たる

とはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾐ)・ 同月２７日の掲示物（同○－ａ）撤去について32

前記第２の４の(33)認定のとおり、○－ａの掲示物は、関西地32

本作成の掲示物であるが、関西地本が、東海ユニオンの組合員に

よる関西地本の連帯の呼びかけを拒否する旨の意思を示す捺印

は、会社管理者が勤務時間中に強要したものであるとして、会社

の関西支社に抗議を申し入れたことを報じたものである。

会社は、管理者が東海ユニオンの掲示物に押印を強要したこと

はないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱

すものである、と主張する。

しかし、このことについては、上記(ﾈ)、(ﾉ)（同○－ｂの掲示25

物に関する部分 、(ﾌ)及び(ﾍ)（○－ｂの掲示物に関する部分）） 29

で判断したとおりである。

なお、同掲示物には 「総務科長をはじめとする複数の管理者、

が勤務時間中に強要した事実が明らかとなった」として、総務科

長が関与したことを示す記載があるが、同記載は上記○及び後記30

○の掲示物とは異なり、総務科長個人を特定して書かれたもので33

はなく、関与した管理者の一人として同科長が挙げられているも

のであること、上記(ﾈ)で判断したとおり、当該記載のような行
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為が行われた可能性を一切否定することはできないこと、上記ア

の(ｲ)の分会掲示板の設置場所の状況をも併せ考えれば、同掲示

、 、 。物の記載は 事実に反し 職場規律を乱すものとまではいえない

結局、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同

掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について32

前記第２の４の(32)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、分会32

作成の「交差点Ｎｏ.12」であるが、東京駅で発生した事故につ

いて、同事故に関する指導・注意掲示がされないことを非難す

るものである。

会社は、東京駅で発生した事故について事実関係を調査し、

すべての指導操縦者に対して見習運転士のブレーキ操作時の指

導方法について改めて徹底し、大阪第二運輸所では、当該事故

について関西支社に報告しており、事故隠蔽、偽装などは行っ

ていないこと、当該指導操縦者は厳重注意となったこと、掲示

物に記載された列車指令と当該指導操縦者とのやり取りのよう

な事実はないこと、停止位置を修正するよう指示したのは列車

指令であること、大阪第一運輸所等の掲示物で「他山の石」と

していることは事実を歪曲したものではなく当該事故の事実関

係を正確に記載したものであることから、同掲示物の記載は、

事実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけるものであ

る、と主張する。

しかし、たとえ会社が当該事故について事実関係を調査し、

すべての指導操縦者に対して指導方法について改めて徹底し、

大阪第二運輸所が事実関係を関西支社に報告していたとして

も 会社は事故等に関して 同第２の６の(6) (8) (9)及び(1、 、 、 、

4)認定のとおり、事故等後には警告掲示を行うことがあったの

であるから、指導・注意の掲示すらなされないことについて、
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その表現には穏当を欠くが、分会がこれを「事故隠蔽?! 「偽」、

装?!」と疑問符を付けて表現したとしても理由がないとまでは

いえない。

また、列車指令と当該指導操縦者とのやり取りの状況の記載

が正確な内容のものでなかったとしても、同操縦者が列車指令

に連絡せずに停車位置を修正したことは会社も認めるところで

あり、分会はそのことが問題であると指摘しているのであるか

ら、このような些細な事実記載の違いをもって事実に反すると

まではいえない。

同掲示物には 「所長は年末年始安全輸送期間、何が何でも、

事故を起したくなかったのでしょう。陰湿で卑怯な職場になっ

たものです 」と管理者を揶揄する記載もみられるが、これを。

もって個人を誹謗したとまではいえない。

同掲示物を全体としてみれば、分会が安全運行のために、事

故等の公表・指導等を徹底するよう会社に求めたものといえ

る。

、 、 、 、したがって 同掲示物の記載は 事実に反し 個人を誹謗し

会社の信用を傷つけるものとまではいえない。結局、同掲示物

の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去

は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－c）撤去について32

前記第２の４の(32)認定のとおり、○－cの掲示物は、分会32

作成の「交差点Ｎｏ.13」であるが、過不足金に関する管理者の

呼出しに関し労働基準監督署から指摘を受けたこと等について

報じるものである。

会社は、過不足金の発生時に業務指示として行う事情聴取を

拒否してはならないこと、Ｙ11所長が平成１４年１２月２６日

に労働基準監督署に行ったことはなく、同署から注意・指導を
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受けたこと及び労働基準監督署の注意・指導に「所長らは「は

い、わかりました 」と回答」したことはないこと、Ｙ11所長。

が社員をタダ働きさせた事実はないこと、会社が労働基準監督

署にウソの報告をしたこと、サービス労働の事実もそれを隠蔽

することもないこと、社員をだまして「タダ働き」させている

ようなことはないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、

個人を誹謗し、職場規律を乱すものである、と主張する。

しかし、これら会社の主張に対しては、上記(ﾋ)（同○－ｂ27

） （ ）掲示物に関する部分 及び(ﾍ) 同○－ｃ掲示物に関する部分29

で判断したことに加え、会社は労働基準監督署の注意・指導を

受けたことは否定せず、当該注意・指導に異議を述べたとの事

情も認められないのであるから 「はい、わかりました」との、

回答はＹ11所長のものではないとしても会社管理者の誰かがそ

の旨を述べたと推認できること、同第２の２の(3)のオ認定の

とおり、後に、同署から労働時間管理を明確にすることを求め

られているのであり、このことを捉えて、分会の立場から「タ

ダ働きさせた」と記載したことには理由がないとはいえない。

、 、 、 、したがって 同掲示物の記載は 事実に反し 個人を誹謗し

職場規律を乱すものとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤

去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働

行為に該当する。

(ﾑ) 同年２月１６日の掲示物（同○）撤去について33

前記第２の４の(34)認定のとおり、○の掲示物は、分会作成の掲33

示物であるが、○の掲示物と同様、関西地本らの連帯の呼びかけを30

拒否する旨の意思を示す書面に東海ユニオンの組合員に対し捺印を

強制・強要した中心人物は、Ｙ12総務科長だったとして、会社の対

応を非難するものである。

会社は、Ｙ12総務科長が東海ユニオンの掲示物の作成に際して捺
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、 、 、印を強要したことはないことから 同掲示物の記載は 事実に反し

職場規律を乱し、個人を誹謗するものである、と主張する。

同掲示物には 「白昼堂々と不当労働行為をする Ｙ12総務科長、

は、もういらん」と大きく記載するほか、捺印の強要を行った「中

心人物がＹ12総務科長だった」とするものであり、同掲示物の記載

は、○の掲示物と同様の性質のものであるから、上記(ﾎ)で判断し30

たとおり撤去要件に当たり、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為

に該当しない。

(ﾒ) 同月１７日の掲示物（同○）撤去について34

前記第２の４の(35)認定のとおり、○の掲示物は、関西地本作成34

の「東海労関西第343」であるが、労働基準監督署が過不足金に関

する管理者の呼出しについて、大阪第二運輸所に再度調査に入った

ことを報じたものである。

会社は、労働基準監督署の調査に対して、管理者が口裏を合わせ

たり、でたらめを報告したことはないこと、過不足金発生の責任を

社員に押し付けているようなことはないこと、サービス労働を強要

したことはないことから、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規

律を乱し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。

しかし、これら会社の過不足金に関する管理者の呼出しについて

の主張に対しては、上記(ﾄ)、(ﾇ)、(ﾉ)（同○－a掲示物に関する部25

分 、(ﾊ)、(ﾋ)（同○－ｂ掲示物に関する部分）及び(ﾍ)（同○－ｃ） 27 29

掲示物に関する部分）で判断したとおりであり、これに加え、(a)

同掲示物の「口裏を合わせた」との記載は、過不足金に関する管理

者の呼出しを勤務扱いとはせず、管理者の任意の支援であるとして

統一かつ一貫して主張する会社の対応をそのように表現して批判し

たものと思われること、(b)同掲示物の「デタラメを報告」との記

載は、分会が業務と捉える管理者の呼出しを労働基準監督署に対し

て任意の支援であると説明していることを指すものであると思われ
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ること、(c)同掲示物の過不足金発生の「責任の全てを社員に押し

付けている」との記載は、管理者の呼出し時等の状況を組合員の立

場から批判するためにそのように表現したものであると思われるこ

と、(d)同第２の２の(3)のオ認定のとおり、労働基準監督署も会社

の過不足金に関する管理者の呼出しについて、後に注意・指導を行

っていること、(e)これら記載は、当該呼出しを業務扱いとし勤務

時間として取り扱うよう求める分会の立場から表現されたものであ

ることは容易に理解でき、組合員のみならずその他の読者もそのよ

うに受け取れるものであることからすると、同掲示物の記載をもっ

て、事実に反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけたものとは

いえない。

したがって、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会

社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾓ)・ 同月２６日の掲示物（同○－ａ）撤去について35

前記第２の４の(36)認定のとおり、○－ａの掲示物は、関西35

地本作成の掲示物「東海労関西第344」であるが、労働基準監

督署が過不足金に関する管理者の呼出しについて、会社に注意

を行ったことを報じるものである。

会社は、会社がサービス労働をさせたり、労働基準監督署に

ウソをついたことはないことから、同掲示物の記載は、事実に

反し、職場規律を乱し、会社の信用を傷つけるものである、と

主張する。

しかし、これら会社の過不足金に関する管理者の呼出しにつ

いての主張に対しては、上記(ﾄ)、(ﾇ)、(ﾉ)（同○－a掲示物に25

関する部分 、(ﾊ)、(ﾋ)（同○－ｂ掲示物に関する部分 、(ﾍ)） ）27

（同○－ｃ掲示物に関する部分）及び(ﾒ)で判断したとおりで29

ある。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱
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し、会社の信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物

の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去

は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について35

前記第２の４の(36)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、関西35

地本作成の掲示物「東海労関西第344」の裏面で、会社の過不

足金に関する管理者の呼出しについて労働基準監督署の注意が

行われたことに対して、関西地本が会社の関西支社に申し入れ

た文書をそのまま掲載したものである。

会社は、○－ａの掲示物と並べて掲出されていたので、一体35

の掲示物として、両方を撤去した、と主張する。

しかし、○－ａの掲示物は上記のとおり、撤去要件には当た35

らない掲示物であり、しかも○－ｂの掲示物は○－ａの掲示物35 35

とは独立したものであり、その内容に撤去要件に当たる記載も

認められない。

、 、したがって 同掲示物の記載が撤去要件に当たるとはいえず

会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾔ) 同年３月３日の掲示物（同○）撤去について36

前記第２の４の(37)認定のとおり ○の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「36

Ｒ東海労ニュースＮｏ.531」であるが、会社が東海ユニオンの申入

れを受けて、賃上げ要求と夏期手当を併せて協議することになり、

組合ともこの方法により協議することを会社から通知されたことを

非難するものである。

会社は、東海ユニオンからの申入れを受けて、会社は新賃金と夏

季手当を併せて議論するのが合理的と判断し、すべての労働組合に

新賃金と夏季手当を併せて交渉することを伝えたものであるから、

会社と東海ユニオンとが何か茶番をしているような同掲示物の記載

は、事実に反し、会社の信用を傷つけるものである、と主張する。
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同掲示物は、組合が賃上げ要求と夏期手当を併せて協議すること

は求めず、春闘要求では賃上げのみを求めていたことが認められる

状況の下で、多数組合の意向を汲んだ会社を批判したものである。

そして会社は、当該協議方法について、東海ユニオン以外の労働組

合とは協議せず、東海ユニオンとの合意に基づき同協議方法による

ことを一方的に通知したことが窺われる。そうすると 「ユニオン、

と会社の茶番」とする記載は穏当を欠く表現であるとはいえ、上記

事情に鑑みると、これをもって事実に反し、会社の信用を傷つける

ものとまではいえない。

したがって、同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず、会

社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

(ﾕ) 同月７日の掲示物（同○）撤去について37

前記第２の４の(38)認定のとおり ○の掲示物は 分会作成の 交、 、 「37

差点Ｎｏ.15」であるが、労働基準監督署が過不足金に関する管理

者の呼出しについて会社に注意を行ったことに関して、会社を非難

するものである。

会社は、会社が過不足金の発生した際に、サービス労働を強要し

たことや事情聴取や過不足金発生チェックシートの作成を強要した

ことはないこと、ＱＣ活動や提案を勤務評価の対象としたことはな

いことから、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱し、会

社の信用を傷つけるものである、と主張する。

しかし、過不足金に関する管理者の呼出し等に関する会社の主張

、 、 、 （ ）、 、に対しては 上記(ﾄ) (ﾇ) (ﾉ) 同○－a掲示物に関する部分 (ﾊ)25

(ﾋ)（同○－ｂ掲示物に関する部分 、(ﾍ)（同○－ｃ掲示物に関す27 29）

る部分 、(ﾒ)及び(ﾓ)（同○－ａ掲示物に関する部分）で判断した） 35

とおりである（このことに関する記載において「確信犯 「非道」、

徳的企業」との表現はやや行きすぎの感があるが、同問題の性格か

らこの程度の表現が職場規律を乱し、会社の信用を傷つけるものと
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はいえない 。これに加え、同掲示物のＱＣ活動や提案をサービ。）

ス労働として行わせ勤務評価の対象としているような記載について

は、分会が過不足金に関する管理者の呼出しについての会社の労働

時間管理に照らし、会社の業務改善等のために行われるＱＣ活動に

ついてもこれをサービス労働と捉え、同活動や提案について査定を

行っているものと推測し、これを批判したものであるものと思われ

る。組合らからＱＣ活動や提案について査定を行っていることを裏

付けるに足りる的確な証拠の提出はないから、当該推測には飛躍が

あるが、同掲示物を全体としてみると、同掲示物は、過不足金に関

する管理者の呼出しについての会社の対応を非難し、会社の業務に

関わることは勤務扱いとすべきであるとする分会の主張を示したも

のであるといえ、このことは組合員のみならずその他の読者もその

ように認識し理解できるものであるから、会社の信用を傷つけるも

のとまではいえない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、職場規律を乱し、

会社の信用を傷つけるものとはいえない。結局、同掲示物の記載は

撤去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行

為に該当する。

(ﾖ) 同月１４日の掲示物（同○）撤去について38

前記第２の４の(39)認定のとおり ○の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「38

Ｒ東海労業務速報Ｎｏ.405」であるが、その内容は、○の掲示物と36

同様、会社が東海ユニオンの申入れを受けて、賃上げ要求と夏期手

当を併せて協議することになり、組合ともこの方法により協議する

ことを会社から通知されたことを非難するものである。

同掲示物に対する会社の主張は同○の掲示物に対するものと同様36

である。

したがって、上記(ﾔ)で判断したとおり、同掲示物の記載も撤去

要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に
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該当する。

(ﾗ) 同月１９日の掲示物（同○）撤去について39

前記第２の４の(40)認定のとおり、○の掲示物は、ＪＲ総連及び39

組合作成の掲示物であるが、組合員２名の懲戒解雇に対する組合の

上告受理申立てについて最高裁判所が不受理としたことに関して報

じたものである。

会社は、同掲示物は、社員２名を懲戒解雇したのは、組合の闘い

の広がりへの報復攻撃であるかのようにいうが、同解雇は鳥飼車両

基地に乱入し、管理者に暴言を吐き、暴行を働いたことが理由であ

り、会社が杜撰な台車検査計画を立てたことはないことから、同掲

示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるものである、と

主張する。

しかし、社員２名の懲戒解雇が有効なものであり 「会社の杜撰、

な台車計画」が客観的な事実ではなかったとしても、同掲示物は、

ＪＲ総連及び組合の立場から、同解雇の原因となった会社の対応及

び同解雇に対する最高裁判所の決定を非難するものであることはそ

の文面から明らかである。同掲示物の「暴力的攻撃 「Ｙ4の野望」、

」 、達成 として会社らを非難する記載は甚だ穏当を欠く表現であるが

同掲示物は、組合員のみならずその他の読者も上記のように認識し

理解できるものである。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つ

けるものとまではいえない。結局、同掲示物の記載は撤去要件に当

、 。たるとはいえず 会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する

(ﾘ) 同月２４日の掲示物（同○）撤去について40

前記第２の４の(41)認定のとおり ○の掲示物は 組合作成の Ｊ、 、 「40

Ｒ東海労ニュースＮｏ.544」であるが、会社社長の発言を非難する

のものである。

会社は、Ｙ4社長が戦争が好きという発言をした事実はないこと
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、 、 、 、から 同掲示物の記載は 事実に反し 個人を誹謗するものである

と主張する。

同掲示物は、その内容からみて、そもそも組合活動についての宣

伝・報道・告知といえるか甚だ疑問がある。しかも、会社は会社社

長が政府のイラク政策を支持する発言を行っていることは否定しな

いものの、そのことをもって同社長が「戦争大好き」とみることに

ならないことは明らかである。

同掲示物の記載は、全体としてみても、会社の掲示板貸与の趣旨

・目的を明らかに超える掲示物であり、個人を徒に誹謗・中傷する

ものであって、撤去要件に当たるというべきである。

、 。したがって 会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当しない

(ﾙ)・ 同月３１日の掲示物（同○－ａ）撤去について41

前記第２の４の(42)認定のとおり、○－ａの掲示物は、関西41

地本大阪第一車両所分会作成の掲示物であるが、同第２の３の

(3)のウ認定の組合及び分会と同じ関西地本の傘下組合である

新幹線大阪第一車両所分会が救済を申し立てた事件について、

大阪府労委から一部救済命令が出されたことを報じるととも

に、同分会に対する会社の対応を非難するものである。

会社は、会社及び管理者が、組合の組織と運動の破壊を目的

とした攻撃を仕掛けたことはないこと、会社が撤去する掲示物

は協約に違反するものだけであり、それはすべての職場につい

て同様であることから、同掲示物の記載は、事実に反し、会社

の信用を傷つけるものである、と主張する。

しかし、同事件で救済の対象となった掲示物の撤去について

は、労働委員会及び裁判所において、会社の撤去の一部は不当

労働行為と判断されている。また、それ以前の同３の(3)のア

認定の事件でも、救済が申し立てられた会社の掲示物撤去の半

数以上は不当労働行為であると認められているのであるから、
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撤去するのは協約に違反するものだけである旨の会社の主張に

は理由がない。

また、同掲示物が報じる上記事件において 「同一の掲示物、

について現場によって異なる対応をしたこと自体は事実」であ

ることは、東京高等裁判所も認定するところであるから、すべ

ての職場で同様の取扱いをしている旨の会社の主張にも理由が

ない。

さらに、本件掲示物撤去にあっても、６点を除く４７点につ

いては会社の不当労働行為と判断されるのであり、このような

関西地本傘下の労働組合の掲示物に対し撤去要件には当たらな

い掲示物撤去を繰り返す会社の態度を、組合らが「私たちの組

織と運動の破壊を目的とした攻撃 「悪辣な攻撃」と評価・」、

認識したとしてもやむを得ないというべきである。よって、当

該攻撃を仕掛けたことがない旨の会社の主張にも理由がない。

したがって、同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を

傷つけるものであるとはいえない。結局、同掲示物の記載は撤

去要件に当たるとはいえず、会社の同掲示物の撤去は不当労働

行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｂ）撤去について41

前記第２の４の(42)認定のとおり、○－ｂの掲示物は、関西41

地本関西地区分会作成の掲示物であるが、同第２の２の(2)の

オ認定の１３－２８、４９事件について、大阪府労委が棄却命

令を発出したことを非難するものである。

会社は、同掲示物で記載された事件の訓告について、すりか

えはなく正当なもので、大阪府労委の命令においてもその正当

性は支持されたこと、会社は始末書、顛末書を強要していない

、 、こと 会社が不当労働行為の実態を認めたことはないことから

同掲示物の記載は、事実に反し、会社の信用を傷つけるもので
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ある、と主張する。

しかし、当該事件の訓告が有効なものであったとしても、同

掲示物は関西地本関西地区分会の立場から同棄却命令を批判し

たものであることはその文面から明らかであり、組合員のみな

らずその他の読者もそのように認識し、理解できるものである

、 、 。。から 事実に反し 会社の信用を傷つけるものとはいえない

、 、したがって 同掲示物の記載は撤去要件に当たるとはいえず

会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該当する。

・ 同日の掲示物（同○－ｃ）撤去について41

前記第２の４の(42)認定のとおり、○－ｃの掲示物は、分会41

作成の「交差点Ｎｏ.17」の掲示物であるが、その内容は、○の40

掲示物と同様、○の掲示物が記載したものと同一の会社社長の40

定例会見での発言を非難するのものである。

同掲示物に対する会社の主張は同○の掲示物に対するものと40

同様である。

したがって、上記(ﾘ)で判断したとおり、同掲示物の記載は

撤去要件に当たり、会社の同掲示物の撤去は不当労働行為に該

当しない。

３ 争点(3)（地方苦情処理会議の開催に応じないこと）について

〔当事者の主張要旨〕

(1) 組合らの主張要旨

会社による掲示物の撤去について、組合は、当該問題は労使間の話合

いで解決すべきものと考え、組合員により多くの苦情申告を行ってきた

が、会社は、常に事前審理において、具体な理由を明らかにせぬまま当

該問題は苦情処理会議の審議事項にはなじまないと述べることにより労

使の意見が対立し、会社の一方的判断で同会議が開催できないでいる。

これは、協約における掲示物撤去や地方苦情処理会議に関する規定に

違反した取扱いで、かかる会社の対応は支配介入に該当する不当労働行
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為である。

(2) 会社の主張要旨

本件苦情申告はいずれも分会掲示物が協約に違反するか否かを会社が

一方的に判断していること、及び掲示物撤去理由を明らかにしないこと

に関するものであるが、協約第２２９条によれば、掲示物の内容が協約

に違反するかどうかについては組合と協議する必要はなく、会社が判断

することとなっており、また、会社が掲示物の撤去理由を組合に説明し

なければならないとの規定はない。さらに、会社は、本社と組合本部と

の間で毎年行われる協約改訂のための団体交渉において、上記の点につ

いて説明し、それを踏まえて組合は協定を締結している。したがって、

本件苦情申告の内容は、会社・組合間で既に確認した事項についての蒸

、 、し返し もしくは解釈の変更に当たり協約の改訂を求めるものであって

協約第２７２条に定める苦情処理の範囲（ 労働協約及び就業規則等の「

適用及び解釈 ）に該当しないものであることは明らかである。苦情処」

理会議を開催しなかったのは、このような事情から、協約第２８４条に

基づく事前審理において、本件苦情申告を苦情として取り扱うことが適

当であるとは認められず、協約第２８６条に基づき却下されたことによ

るもので、協約違反でも不当労働行為でもない。

〔当委員会の判断〕

(1) 前記第２の５の(1)認定のとおり、会社と組合の協約において、組合

、 、員が 協約及び就業規則等の適用及び解釈について苦情を有する場合は

組合員はその解決を苦情処理会議に請求できるとされ、地方における苦

情は地方苦情処理会議において審議することとされていた。また、組合

員の苦情申告については、労使各側１名の幹事により事前審理を行い、

同審理において労使各側幹事が申告を受けた内容が苦情処理会議で取り

扱うことが適当であると認められた場合は、地方苦情処理会議で受理さ

れ審議されるが、これには労使各側幹事の合意が必要であるとする取扱

いが行われていた。
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(2) 前記第２の５の(2)認定のとおり、平成１４年３月下旬から同年４月

中旬にかけて、Ｘ3分会長ほか数名の分会員が、会社が分会掲示板上の

掲示物を理由を明らかにしないまま一方的に撤去したことは、協約第２

２９条に違反するとして、関西支社の地方苦情処理会議あて本件苦情申

告を行った。これに対し、同第２の５の(3)及び(4)認定のとおり、同処

理会議の会社側幹事が、事前審理において、①協約第２２９条からする

と、掲示物の内容が協約に違反するか否かは、会社の判断事項と解釈され

ること、②会社が撤去理由を組合に説明しなければならないとの規定は

存在しないこと、③毎年の協約改訂を議題とする団交において、会社側

が上記①及び②に言及した上で協約が改訂されていることから、本件苦

情申告を苦情として取り扱うことは適当でないと述べたため、本件苦情

申告を地方苦情処理会議で取り扱う旨の合意は成立せず、結局、同年４

月８日及び同月１８日の事前審理において本件苦情申告は却下され、同

会議で審議されないこととなった。

(3) 前記第２の４認定のとおり、上記苦情申告がなされた当時、会社と組

合との間では、組合の掲示物について、その表現を巡り、会社の「信用

を傷つける」あるいは「事実に反する」等として、会社による掲示物の

撤去が繰り返され、掲示物の撤去に当たって会社は撤去理由について説

明を行っていないこと及び掲示物撤去は協約の適用及び解釈に関わる問

題であることからすれば、これら掲示物を巡る対立を解決するため、分

会員らが地方苦情処理会議に苦情申告を行ったことは首肯できる。

、 、 、 、他方 同第２の５の(3)認定のとおり 会社は 協約締結に当たって

組合掲示物については、会社の判断により撤去し組合にその理由は説明

しない旨言及し、組合もこのことを了解していたとはいえないとしても

了知していたことが認められる。

そうすると、掲示物の撤去に当たって説明を行っていない状況の下で

会社が地方苦情処理会議を開催しないことには問題がないとはいえない

が、会社が会社の当該対応について組合に事前に説明していたものであ
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ることからすると、会社が本件苦情申告について地方苦情処理会議を開

催しなかったことが組合らの運営に支配介入するとまではいえない。

よって、この点に関する組合らの救済申立てには理由がない。

４ 争点(4)（フォロー試験における差別的取扱い）について

〔当事者の主張要旨〕

(1) 組合らの主張要旨

ア 会社は、事故等を起こした者に対して、再教育のためにフォロー試

験を行っているとするが、再発防止に向けての具体的な教育等は行わ

れておらず、ただ定期的に試験を実施しているのみである。また、会

社は、これが国土交通省令に基づいて行われているかのように主張す

るが、国土交通省令でいうところの教育とは、毎年実施されている訓

練及び新たに運転士として登用されるために設けられたものだけであ

る。

国土交通省令である「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」及

び会社の社内規定である「新幹線運転取扱実施基準規程」では、必要

な知識及び技能を保有した者でなければ列車の運転に直接関係がある

作業等を行わせてはならない旨定めているに過ぎず、フォロー試験の

実施についての規定はないこと、フォロー試験の内容は事故等とは直

接関係がないことから、フォロー試験の実施には問題がある。

イ フォロー試験は、現場長の独自判断により事故等を起こした者に対

しペナルティとして実施されており、組合員は差別的に取り扱われて

いる。

すなわち、組合以外の労働組合に属する社員に対しては、重大な事

故等を起こしたにもかかわらず、すぐにフォロー試験に合格させる一

、 、方 組合員に対してはあえて難しいフォロー試験を行って不合格にし

長期にわたり運転業務から当該組合員を排除している。フォロー試験

の内容が当該運転士等の事故等と直接関係ないことからみても、会社

がフォロー試験を組合員への差別のために利用していることは明らか
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である。かかる会社の対応は不当労働行為に該当する。

なお、事故等が発生した際に会社はそれに関する掲示を行うことが

あるが、掲示の有無、文面の内容等について、事故等に関与した社員

の所属組合によって差があることをみても、フォロー試験が差別的に

行われているとみることができる。

ウ 初審命令は、会社がフォロー試験を組合員に対して差別的に運用し

ているとまではみることができないとし、その理由として、日勤勤務

の長さや合格までの期間について、所属する労働組合によって差がな

いことを挙げるが、これは会社の主張を鵜呑みにした判断である。同

試験は、その評定基準や内容が何ら明らかにされないまま会社の一方

的な発表により合否が通知されており、初審判断には誤りがある。

(2) 会社の主張要旨

ア 会社は、運転士が事故等を発生させた場合、事情聴取の後、運転士

として必要な知識・技能を補うため、必要な範囲、必要な期間再教育

を実施し、その後乗務員として必要な知識・技能を有しているか確認

するためフォロー試験を実施している。

事故等に対する事情聴取は、事故等の事実関係を把握して原因を究

明するために実施しているものであり 「異常なまでの取調べ 「責、 」、

任追及に終始している」事実はない。

フォロー試験の目的は、上記のとおり、運転士としての必要な知識

、 「 」・技能を有しているかを確認することにあり これは ペナルティー

ではないし「事故等の一切の責任を本人の責任にするため」のもので

もない。組合らは 「事故等のフォローとはなっていない 「事故等、 」、

とは全く関係のない試験が行われている」と主張するが、いかなる範

囲の教育を実施するかは会社の裁量に属するところ、会社は事故等の

内容、過去の事故歴、勤務成績等を勘案して再教育を実施している。

、 、 、 「 」そして フォロー試験も 同様の観点から 同試験のうち 知識確認

については 運転士として当然知っているべき規程類から出題し 技、 、「
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能試験」については、運転士として行うことができなければならない

点について画一的に基本動作を実施しているかについても確認する

が、これは安全輸送のため当然のことであり、対象者によりその取扱

いが異なることはない。

イ 組合らは、フォロー試験実施が不当であるかのように主張するが、

全運転士が国土交通省令に基づく知識、技能の確認に合格しているこ

とは事実であるけれども、事故等を発生させた運転士に対し、これと

は別に、会社として必要な教育を行い、フォロー試験を実施すること

は安全安定輸送の確保のために当然のことであり、上記主張は誤りで

ある。

なお、フォロー試験は、国土交通省令である「鉄道に関する技術上

の基準を定める省令 、会社の社内規程である「新幹線運転取扱実施」

基準規程」の規定に基づいて実施しているものである。

ウ 組合らは、フォロー試験に合格するまで運転士としての乗務は許さ

れず車掌業務をさせていることが不当であるかのように主張するが、

会社の使命は安全安定輸送の確保であり、事故等を発生させたり、基

本動作が身に着いていないと判断される運転士として乗務させること

ができないのは当然である。そのため、フォロー試験は合格するまで

繰り返し実施し、合格するまでは運転士として乗務させることはでき

ず、新幹線運転士は定期的に車掌業務にも乗務していることから、そ

の間車掌業務に従事させているのであって、このような取扱いは何ら

不当なものではない。

エ 組合らは、別組合である東海ユニオンに属する社員に対しては、重

大な事故を発生させてもすぐにフォロー試験に合格させて運転業務に

復帰させている一方で、組合員に対しては、あえて難しいフォロー試

験を行って不合格とし、長期にわたり運転業務から外し差別を行って

いると主張するが、東海ユニオンに属する社員であっても、再教育期

間が長期にわたっている者も存在すること、反対に、組合員であって
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も比較的短期間で再教育を終了している者も存在することを組合側証

人は認めていること、フォロー試験の問題は試験実施の都度新たに作

成することはせず使い回しているのであり、組合員のみに難問を出題

することなど不可能であること等から、フォロー試験が所属労働組合

によって差別的に行われていないことは明らかである。

なお、事故等が発生した際の指導掲示について、組合間差別がない

ことは、初審命令において認めるとおりである。

〔当委員会の判断〕

(1) 前記第２の６の(1)認定のとおり、会社は、乗務員が事故等を起こし

た場合、当該乗務員を日勤勤務に指定し再教育の上、会社のフォロー試

験に合格するまでは原則として列車の乗務に復帰させないこととしてい

るが、会社の行う鉄道事業の運営において、安全の確保は最重要の課題

であるといえるから、会社が上記のような制度を設けることは相当かつ

合理的であるといえる。

(2) 組合らは、国土交通省令（鉄道に関する技術上の基準を定める省令）

及び会社の社内規程（新幹線運転取扱実施基準規程）では、必要な知識

及び技能を保有した者でなければ列車の運転に直接関係がある作業等を

行わせてはならない旨定めているに過ぎず、フォロー試験の実施につい

、 、ての規定はない フォロー試験の内容は事故等とは直接関係がないから

フォロー試験の実施には問題があると主張する。

しかし、会社が鉄道の安全運行の確保の観点から、上記組合らの挙げ

る規定（程）の趣旨に従った措置の一環として、事故等を起こした乗務

員に対し、再教育やフォロー試験を行うことは、これらの趣旨・目的に

従い合理的に行われる限り、当該安全運行の確保に資するものとして何

ら問題とすることはできない。また、フォロー試験において、実際に起

こした事故等の関連事項のみでなく、広く乗務員の業務一般の知識及び

技能を保有するかどうかを確認することは、事故等を起こしたことを契

機に乗務員としての適性を有するかどうかを改めて判断するものとして
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理由があり、不適切な措置とはいえないから、上記組合らの主張は採用

できない。

(3) そうすると問題は、フォロー試験の具体的運用において、組合員を他

の労働組合に所属する乗務員と差別して取り扱ったかどうかである。

まず、フォロー試験の実施方法についてみると、前記第２の６の(2)

認定のとおり、同試験は知識確認と技能確認から成り、①大阪第二運輸

所における知識確認は、複数の問題をあらかじめ作成しそれを任意に組

み合わせて受験者に出題することにより行われていること、②技能確認

は、受験者がシミュレーター装置を用いて実際に作業をしているところ

、 、を複数の採点者により採点していること ③大阪第二運輸所においては

知識確認及び技能確認のいずれにおいても７割以上正解した場合を合格

、 。としていることが認められ これら方法に格別問題があるとはいえない

、 、 、(4) 次に フォロー試験の実施結果についてみると 前記第２の６の(5)

(7)及び(12)認定のとおり、Ｘ24組合員、Ｘ20分会員及びＸ25組合員に

ついては、事故等を起こしてからフォロー試験合格までにほぼ１年ない

し２年１０か月を要していることが認められるが、同６の(13)認定のと

おり、組合員でも約１週間後や約３か月後にフォロー試験に合格し運転

業務に復帰した例があること、東海ユニオンに加入している乗務員にあ

っても復帰までに約１年間を要している例があることが認められる。こ

れらのこと及び組合らが比較対象としている事例について、それぞれの

事故等の内容や事故等による会社業務への影響の程度、事故等を起こし

た者の従来の勤務成績、それぞれの再教育の内容、フォロー試験の結果

等について具体的な主張・立証がなされていないことからすると、組合

員であるか否かによって、フォロー試験の取扱いに差異があったとまで

認めることはできない。

(5) なお、組合らは、事故等発生時に会社が行う掲示について、組合員による

事故等の場合と他の労働組合の組合員による事故等の場合には差異があり、

組合員による事故等の場合は厳しく取り扱われている旨主張する。
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前記第２の６の(6)、(8)及び(9)認定のとおり、Ｘ19分会員、Ｚ1運転士

及びＺ2運転士が事故等を起こした際、乗務員が同様の誤りを繰り返さ

ないよう注意喚起する趣旨の掲示物が掲示されたことが認められるが、

同掲示物の内容には所属組合によって表現内容に大きな差異があるとは

認められず、組合の主張は採用できない。

(6) 以上のとおりであるから、会社が組合員に対してフォロー試験を差別

的に運用しているとはいえず、この点についての組合らの救済申立てに

は理由がない。

５ 争点(5)（Ｘ3分会長に対する本件訓告）について

〔当事者の主張要旨〕

(1) 会社の主張要旨

ア 本件訓告は、Ｘ3分会長が平成１４年６月１２日本件カメラの撮影

角度を変えその防犯機能を失わせたという非違行為を理由とする正当

なもので、何ら不当労働行為たり得ないものである。また、訓告を受

けた同分会長について平成１４年度年末手当に減率を適用したこと

は、会社の賃金規程に則った適正な取扱いであり、このことも何ら不

当労働行為たり得ない。

イ 会社は、本件カメラに記録された映像とＺ7（以下「Ｚ7社員 ）の」

陳述内容から、Ｘ3分会長が本件カメラの撮影角度を変えたと特定し

た。Ｘ3分会長は、平成１４年６月１２日には本件カメラを触ってい

ないとして同行為を否認するが、当時、Ｘ3分会長とＺ7社員以外本件

カメラの付近に居たとは認められないこと、本件カメラの撮影角度が

変わった際、本件カメラ映像には振り返っているＺ7社員のみが映っ

ていること等の客観的状況からみて、本件カメラを触っていないとす

るＸ3分会長の弁解には何ら合理的な根拠がない。

そして、当審で提出した本件カメラで撮影したビデオテープの静止

画像により、乗務員ロッカー室の２か所の出入口を捕捉するような角

度で設置されていた本件カメラの撮影角度が変えられ、同ロッカー室
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の一方の出入口が映らない状態となり、これにより防犯機能が失われ

たことが完全に証明された。そうすると、初審命令がＸ3分会長が本

件カメラに触ったとしても、それによりどの程度防犯機能への影響が

あったかなどを裏付ける証拠は見当たらないとした初審判断の根幹部

分が完全に否定されたのであるから、初審命令は取消しを免れない。

(2) 組合らの主張要旨

ア 本件当時、本件カメラを設置したことは支配介入に該当するなどと

して、組合らが大阪府労委に対し申し立てた不当労働行為救済申立事

件（１２－８２事件）が同労委に係属中であったが、Ｘ3分会長はこの

救済申立ての中心的な人物であり、証人として証言をするなどしてい

たことから、本件訓告がこれらの行為を嫌悪した会社による報復であ

ることは明らかである。

イ 本件カメラの撮影角度を変えても分会及びＸ3分会長に何ら利する

ものはなく、他の労働組合に所属する者が居るときにカメラを動かす

必要性もないし、同分会長が本件カメラの撮影角度を変えた事実もな

い。また、会社は平成１４年６月１２日に同分会長が本件カメラの撮

影角度を変えたとするが、同人に対し事情聴取が行われたのは同月２

８日で、この点においても会社の行為は不自然である。

ウ 組合らは、本件カメラで撮影したビデオテープの提出を求めてきた

が、会社は初審以来頑なに拒み、当審で静止画像を証拠として提出し

た。しかし、これは原本そのものではなく、証拠としては受け容れが

たいものである。また、本件カメラにより撮影されたテープ（原本の

録画テープを複写をしたもの）の視聴における、本件カメラの撮影角

度が変わったとする際の映像は、会社の代理人から指摘されるまで分

からない程度のものである。したがって、同静止画像はＸ3分会長が

本件カメラを動かしたとすることの証拠にはなり得ないものである。

以上のとおりであるから、会社のＸ3分会長に対する本件訓告は不当

労働行為に該当する。
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〔当委員会の判断〕

(1) 会社は、Ｘ3分会長が平成１４年６月１２日に本件カメラの撮影角度

を変えたことは明らかであると主張し、組合らは、同分会長は同日カメ

ラに触れ撮影角度を変えたことはない旨主張するので、まずこの点につ

いて判断する。

ア 会社は、この点について、前記第２の７の(5)認定のとおり、本件

訓告に対するＸ3分会長の苦情申告を受けて開催された地方苦情処理

会議において、会社側の苦情処理委員が述べたように、同分会長が本

件カメラを触ったとする根拠として、①本件カメラの撮影角度が変わ

ったことを確認したこと、②本件カメラの撮影角度が変わる前後に撮

影された映像中にＸ3分会長が写っていること、③本件カメラの撮影

角度が変わる際に本件カメラの方を振り向く社員が写っていたこと、

④この社員はＺ7社員と判明したが、同人に対し事情聴取を行ったと

ころ、Ｘ3分会長が本件カメラに触れているところを見たと証言した

ことを挙げている。

イ 会社は、初審審査では、Ｘ3分会長が本件カメラの撮影角度を変え

たことの証拠として、上記③の本件カメラの方を振り向いた社員であ

るＺ7社員の陳述書を証拠として提出したものの、セキュリティ上の

問題を理由に本件カメラにより撮影された画像は提出しなかった。し

かし、会社は、当審における調査期日において、本件カメラにより撮

（ ） 、影されたテープ 原本の録画テープを複写をしたもの の視聴を求め

本件当事者及び審査委員らが視聴した上で、その静止画像を書証とし

て提出した。同静止画像によれば、上記アの会社側の苦情処理委員が

述べたように、①については、本件カメラの撮影角度が変わったこと

（本件カメラの撮影角度が変わったときの同静止画像の日時の表示は

｢02-6-12 15:06:53｣となっているが、同②については、本件カメラの

撮影角度が変わる前後に撮影された映像中にＸ3分会長が写っている

こと（同分会長は、当該映像中の人物は自分自身であることを自認し
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ている ）が、同③については、本件カメラの撮影角度が変わる際に。

本件カメラの方を振り向く社員が写っていることが、それぞれ認めら

れる。

ウ そうすると、(ｱ)会社においてＸ3分会長が本件カメラを触った根拠

とした上記アの①から③と同画像は一致することとなること、(ｲ)同

静止画像及び同画像に記された日時の表示が真正でないことを疑わせ

るに足りる事情は認められないこと、(ｳ)同画像とＺ7社員の証言とに

齟齬はないこと、(ｴ)Ｘ3分会長は、本件カメラの撮影角度が変わった

とされる平成１４年６月１２日に本件カメラの近くまで行ったこと及

び本件カメラを触ったとされる日時とは異なるが本件カメラを触った

こと自体は認めていること、(ｵ)前記第２の３の(2)及び７の(1)認定

の本件カメラ及び組合掲示板の設置位置、建物の構造、並びに上記本

件カメラにより撮影された画像によれば、同掲示板ないし本件カメラ

付近にはＸ3分会長及びＺ7社員以外の者はおらず、Ｚ7社員は本件カ

メラの位置が変更となった前後にわたり同掲示板の掲示物を読んでい

たことからすると、同７の(1)認定のとおり、Ｘ3分会長は、平成１４

年（２００２年）６月１２日午後３時６分ころに本件カメラを触れ、

そのことにより本件カメラの撮影角度が変ったと認めるのが相当であ

る。

(2) そうすると、次に、Ｘ3分会長が平成１４年６月１２日本件カメラを

触り、その撮影角度を変えたことに対する本件訓告が相当であるかが問

題となる。

会社は、本件カメラの撮影角度がずれたことにより、右側に写ってい

た乗務員ロッカー室の扉の一つが写らなくなり、防犯機能を阻害するこ

とになったと主張する。

しかし、前記第２の７の(1)認定のとおり、本件カメラによる映像の

ほとんどは組合掲示板を写すものであり、果たして本件カメラの設置が

防犯を目的としたものであるかについて疑問があること（同３の(3)の
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、 、 、エ認定のとおり 本件当時 組合らから本件カメラの設置位置について

、 、これが組合の活動に支配介入するものとして救済申立てがなされ 後に

大阪府労委から会社が関西地本の本件カメラ撤去要求等の申入れを拒否

したことは不当労働行為と認定された 、会社は、本件カメラは乗務。）

員ロッカー室の２か所の出入口の防犯の確保及び常時閉扉されている西

日本旅客鉄道株式会社電気課との間に設置してある防火扉から侵入して

くる者を撮影するために設置されたものであると主張するが、乗務員ロ

ッカー室は会社社員が使用するものであり、この出入りを防犯上の理由

から監視する必要性には疑問もあることからすると、本件カメラの撮影

角度が変わったことによる会社業務への支障は認められないか、その程

度は低いものであったといえる。

そうすると、Ｘ3分会長が、会社の設置物に正当な理由なく触れ許諾

を得ないまま本件カメラの撮影角度を変えたこと及びこれら事実を否認

する態度には問題があるが、本件カメラの設置自体が上記問題を含んで

いた上、会社の業務への支障は認められないかその程度は低いものであ

ったから、会社が同分会長を、期末手当が５パーセント減額されるとい

う不利益を伴う本件訓告に付したことは相当な範囲を逸脱したものとい

うべきである。

(3) 前記第２の２の(2)及び(3)（エを除く ）認定のとおり、本件初審審。

問終結時において、組合と会社間には合わせて１０数件の訴訟事件及び

不当労働行為救済申立事件が係属するなど、組合結成以来、両者は良好

とはいい難い関係にあること、同３の(3)のエ認定のとおり、Ｘ3分会長

は、本件カメラ等会社が設置するカメラの設置位置を巡って争われた別

件で、組合側申請証人として証言していたことを併せ考えると、会社が

同分会長を本件訓告に付し、同分会長の平成１４年年末一時金を減額し

たことは、同分会長の組合活動を理由として不利益に取り扱うことによ

り、組合の弱体化を企図したものといわざるを得ない。

かかる会社の行為は、労働組合法第７条第３号に該当する不当労働行
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為である。

６ 争点(6)（救済方法についての会社の主張）について

〔会社の主張要旨〕

初審命令は、組合らに対し交付を命じる文書の内容において 「今後こ、

のような行為を繰り返さないようにいたします 」という誓約を求めてい。

る。憲法第１９条で保障された思想・良心の自由は、事物に関する是非弁

別の判断に関する事項を外部に表現しない自由（沈黙の自由）を包含する

ものであるところ、上記初審命令は、会社の「沈黙の自由」を侵し、その

、 。 、意に反する誓約を強制することを求めるもので 同条に違反する 加えて

憲法第２１条で保障する表現の自由には表現しない自由を包含するもので

あるから、同命令は同条にも違背し、無効な命令である。

〔当委員会の判断〕

会社は上記のとおり主張するが、当該命令は、使用者に労働委員会によ

って会社の当該行為が不当労働行為であると認定されたことを組合員及び

使用者の従業員に周知させ、当該使用者が再び同種行為を繰り返すことに

より集団的労使関係秩序を乱すようなことがないようにするための一手段

に過ぎないから このことが使用者の思想・良心の自由及び表現の自由 沈、 （

黙の自由）を侵すことにはならない。このような命令を発することももと

より労働委員会の裁量の範囲にあるのであって、会社の主張は採ることが

できない。

最後に付言するに、本件救済申立てのうち組合掲示物の撤去を巡る紛争に

ついては、再三にわたり救済が申し立てられているものであるが、当該申立

てが労働協約の解釈・適用の問題であり、労働協約が労使間の無用な紛争を

避け労使関係の安定を図るという目的をもって締結されるものであることに

鑑みれば、このことは、本来、労使の協議により解決が図られるべきもので

ある。この点で、会社が撤去要件に該当すると判断した掲示物については、

その理由を説明することなく撤去し、このことに対する組合らとの話合いに
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応じていないことは相当な態度とはいえない。また、労使間で利害が対立す

る事項に関する労働組合の情宣活動にあっては、その表現を巡って対立する

ことも多いが、このような場合には、自らの立場に拘泥することなく柔軟な

姿勢をもって対応することが労使関係上好ましいものといえる。

、 、本件労使は 公共交通の安全な運行を担うという重大な責務を負っており

その責務の重要性から労使関係においても相互の信頼関係の確立が社会から

強く求められているといえる。そうであるのに、上記でみたとおり、本件に

おいてみても、会社、組合ら双方の対応には労使関係上問題のあるものが種

々含まれており、これが相互の信頼関係・労使関係の安定を阻害しているも

のといえる。

上記本件労使の社会的責務に鑑み、こうした状況を早急に改善する努力を

労使双方に切に望みたい。

以上のとおりであるから、労働組合法第２５条、第２７条の１７及び第２

、 。７条の１２並びに労働委員会規則第５５条に基づき 主文のとおり命令する

平成１９年１２月１９日

中 央 労 働 委 員 会

印第二部会長 菅 野 和 夫 ○


